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序 文

独立行政法人国際協力機構は、東ティモール民主共和国の東ティモール国立大学工学部校

舎建設計画にかかる協力準備調査を実施することを決定し、同調査を共同企業体株式会社 

山下設計・株式会社パデコ・インテムコンサルティング株式会社に委託しました。  

調査団は、平成27年2月から平成27年12月まで東ティモール民主共和国の政府関係者と協

議を行うとともに、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、

ここに本報告書完成の運びとなりました。  

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つ

ことを願うものです。  

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

平成27年12月  

独立行政法人国際協力機構  

人間開発部  

部長 戸田 隆夫  
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要  約 

1. 国の概要 

東ティモール民主共和国（以下、「東ティモール」と記す）は、ティモール海を挟んでオ

ーストラリアの北西に位置するティモール島の東半分と、インドネシア領である西半分の

飛地オエクシ及びアタウロ島、ジャコ島で構成されている。国土面積は 1 万 4,900km2、人

口は約 121.2 万人1、首都はディリである。 

熱帯モンスーン気候であり雨季と乾季がある。北部海岸地域では 11 月から 4月までが雨

季、6 月から 9 月が乾季である。一年を通じて気温が高く、平均最高気温は 30～32℃、平

均湿度も 60～80％と高い。 

東ティモール経済は石油に大きく依存する。独立直後の 2003 年には実質 GDP に占める

石油産業の割合は 13.9%であったが、その後石油産業は大きく伸びて 2007 年には 83.8%に

まで増加した。2007 年以降石油産業収入は安定する一方、非石油産業 GDP が順調に伸び

た結果、石油産業割合は 2012 年には 76.4%にまで減ったが依然として多い。2010 年の非

石油産業内の GDP 業種別割合によると、農林水産業が最も GDP 割合が高く、次いで政府

部門、卸売・小売業と続き、建設業は 7.3%と農林水産業の 3 分の 1 程度である。 

東ティモールは、2002 年に正式に独立したが、独立時の混乱により、教育機関施設を含

むインフラの 7 割以上が破壊・使用不可能となるなど甚大な被害を被った。2005 年に石油

基金発足後は石油収入により好調な経済成長を続け、それに伴い治安面も安定し、2012 年

に行われた総選挙が成功裏に終了した。これに伴い、1999 年から同国治安能力向上を支援

してきた国連東ティモール統合ミッションが 2012 年末に撤退し、同国は復興段階から自立

の為の経済・社会開発の為の基盤づくりへ移行する段階になっている。しかし好調な経済

は GDP の約 8 割を占める石油産業に過度に依存しているのが実情であり、非石油産業は脆

弱なままで改善が急務であるが、就業人口の 65%が小学校レベルを卒業しておらず、大学

卒業者は僅か 5%という人材レベル及び基本インフラ（電力・通信等）の不足が大きな障害

となっている。 

2. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

2011 年に東ティモールは 2030 年までの中期計画である戦略開発計画（SDP: Strategic 

Development Plan 2011-2030）を発表し、2030 年までに「上位中所得国（Upper Middle 

Income Country）」になることを目標に掲げた。SDP では、過度の石油依存の脱却及び基

幹産業の確立という課題を明示し、重点産業として農業、観光、石油関連産業を挙げ、そ

の為の基盤としてインフラ整備と人材育成を大きく取り上げている。人材育成では、公教

育の充実、人材育成基金による海外留学奨学金の充実等があげられた。 

同国の高等人材育成は人材育成基金による海外留学と、国内大学の充実で進められてい

る。現在、同国の高等人材育成の拠点として 11 の高等教育機関が存在するが、東ティモー

                                                  
1出典： 世界銀行 (2014 年) 
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ル国立大学（UNTL）は唯一の国立大学で、その教育レベルは国内随一であるが、国際水準

には及ばない。工学部充実は同国の基幹インフラ（電力、通信等）の整備及び、公教育充

実に重要な位置を占め、我が国も同学部への緊急無償(2001-2003)による施設改修、技術協

力プロジェクト（2006-2010 及び 2011-2016）による工学部教官の能力向上と教育の質向

上に寄与してきた。他方、工学部は 2012 年に 3 年生から 4 年制に移行し、4 学科から 5 学

科へ増設して量的に拡大してきたが、増員分を既存校舎に収容することが困難となってい

る。UNTL は UNTL 戦略計画 2011-2020 にて 2020 年までに国際標準レベルの大学となる

ことを目標として掲げており、その戦略の一つとして、ハード面ではヘラキャンパスへの

全学部移転、マスタープラン作成、農学部や工学部一部施設の自己資金による建設計画を

進めている。 

このような状況の下、UNTL 工学部の施設整備を行う無償資金協力の要請が日本政府に

なされた。要請内容は以下のとおり。 

表 Ⅰ：要請内容 

施設 ・校 舎 ３階建 計約 9,000 ㎡ 
(教室、教官室、会議室、プロジェクト研究室、自習室、精密機器用のクリーンルーム、

恒温恒湿実験室、多目的室、講義室等)  
・図書館 ２階建て 計約 3,000 ㎡(図書室、閲覧室、事務室、閉架書庫、自習室、講堂) 

機材 ・施設に必要な機材(恒温恒湿システム、防塵システム等) 
・学部教育に必要とされる汎用機材(プロジェクター、スクリーン、ホワイトボード、教

室家具等の) 

3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

要請に基づき国際協力機構は、協力準備調査団を 2015 年 2 月 27 日から同年 3月 29 日ま

で派遣し、調査団は東ティモール関係者と要請内容の確認、サイトの選定及び施設・機材

コンポーネントの優先順位の設定等を行い、自然条件調査、周辺開発状況調査を行った。 

また、調査団は UNTL の戦略計画 2011-2020 及び工学部の戦略計画 2015-2025 による短

期及び中長期の将来計画を確認し、本無償資金協力では、工学部の学生数が 1,600 人とな

る 2025 年を目途とした短期的ニーズに対応する協力として既存の工学部施設に不足する機

能を中心に計画することで、先方と合意した。 

ヘラキャンパスではこれらの戦略計画に基づいて、ポルトガルのコンサルタントである

Dalan 社によりマスタープランが作成されており、これに基づき農学部と工学部を含むイン

フラ・ランドスケープ設計(スペインの設計会社)が計画されている。更にこれに沿った区

画で工学部校舎（フィリピンの設計会社）の設計業務が発注されていたが具体的な建設工

事の発注や工事時期は未定であり、本計画が先行して建設されるとのことであった。 

本プロジェクトの計画サイト、施設配置の設定にあたっては、この将来の街区計画と、

現在の既存施設配置および街区計画の双方と齟齬が無いよう留意した。キャンパス全体の

インフラ整備の実施まで時間がかかる見込みであり、本計画では独立したインフラ設備を

設置する計画とした。 

調査団は帰国後の国内解析に基づいて施設計画及び機材計画をとりまとめ、その後同年 8

月 29 日～同年 9月 6日に現地にて準備調査報告書(案)について説明を行い、準備調査報告
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書を作成した。 

(1) 施設計画 

ヘラキャンパス開発マスタープランに従い、東西方向に長く、建物の中間に吹抜け、階

段・スロープなどの共用部を配置することで、日射の影響を最小化する施設形状とした。 

施設内容については、部屋数及び 1 室当たりの規模ともに不足が見られる教室、仮設建

物を一時的に使用している教員室、準備室一室のみである地質石油工学科実習室、他学科

の実習棟を間借りしている情報工学科実習室、既存では拡張の余地が無い図書室、現況施

設にはない講堂等を計画内容に含めた。 

教室・実習室等の規模設定に当たっては、一授業単位の人数を現況と同じ４０人と想定

した上で、工学部 5 学科それぞれのカリキュラムを実施するために必要な過不足のない部

屋数となるよう、適正化を図った。講座によっては各学年全員が一度に受講する場合も考

えられることから、将来計画における各学科 1学年あたりの学生数 80 人が一度に受講可能

な教室も見込むことにした。図書室については将来蔵書数予測を行い、一般書籍と論文を

保管することを想定し規模設定を行った。また、図書室には、通常の閲覧スペースの他に、

コンピュータを用いて各種資料を閲覧できる PC コーナーを計画した。講堂は、階段状とし、

工学部の将来計画における 2025 年時点の 1学年の学生数 400 名が一度に着席できる規模と

した。 

(2) 機材計画 

現地で UNTL と協議を行い、必要機材の要望を入手した。これに基づき、本プロジェクト

で新設する建物に付随する備品・機材のうち、教室、その他諸室で必要となる PC 機材やプ

ロジェクターなどに分類されるものと、学士課程の実習に必要な教育機材に分類されるも

のを整備対象範囲とした。学部用の教育機材については情報工学科、地質・石油工学科の

新設実習室に必要な機材、機材機械工学、土木工学、電気・電子工学の 3 学科については

既存ワークショップに設置することを前提として、更新が必要あるいは不足している最低

限必要な機材を計画対象とした。 

調査の結果、本無償資金協力で対象とするコンポーネントは表Ⅱのとおり。 
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表 Ⅱ：協力対象範囲概要 

 計画概要 

施
設
整
備 

(1)施設： 

棟 区分 延べ面積 主要部分の構造、階数等 
共用・事務棟 新築 1,935 ㎡ 鉄筋コンクリート造、2 階建 
教室棟 新築 6,078 ㎡ 鉄筋コンクリート造、3 階建 
変電所棟 新築 60 ㎡ 鉄筋コンクリート造、1 階建 
機械室棟 新築 25 ㎡ 鉄筋コンクリート造、1 階建 

計 8,098 ㎡  

(2)施設付帯設備： 

・電気設備：電源設備(受変電・配電設備)、非常用発電機設備、照明・コンセント設備、通信

設備、放送設備、火災報知設備、避雷設備 
・機械設備：空調・換気設備 
・給排水衛生設備：衛生器具設備、給水設備、排水設備、消火設備 

機
材
供
与 

(1) 新設する建物に付随する備品・機材： 

PC 機材、プリンタやプロジェクター及びスクリーン等 

(2) 学部用の教育機材： 

 ドラフトチャンバー、電気炉、ペーハー計及び化学実験器具一式等 

(3) 情報工学科コンピューター実習室： 

 デスクトップパソコン、ネットワーク機材等 

(4) 地質・石油工学科実習室： 

鉱物標本、岩石試料作製機材、顕微鏡、測量機材等 

(5)機械工学科実習室（既存棟）： 

現有機材の更新、及び学部用の教育機材のうち、材料試験、機械加工、エネルギー変換、自

動車分野で不足している必要な機材 

(6)土木工学科実習室（既存棟）： 

現有機材の更新、及び学部用の教育機材のうち、コンクリート、アスファルト、測量、構造

分野で不足している必要な機材 

(7)電気・電子工学科実習室（既存棟）： 

現有機材の更新、数量不足分の追加、アナログ/デジタル回路、電気設備、制御、パワーエ

レクトロニクス、通信分野で不足している必要な機材 

4. プロジェクトの工期及び概略事業費 

本プロジェクトの実施に必要な工期は、施設の規模、現地の建設事情、両国政府の予算

制度、プロジェクトサイトの準備工程等から判断して、約 29 ヵ月（詳細設計及び入札業務

8 ヵ月、施設建設工事 18 ヵ月、機材据付工事 1 ヵ月）を予定している。日本側が負担する

施設及び機材工事の経費は、施工・調達業者契約認証まで非公表。東ティモール政府負担

金は、22.9 百万円である。 

5. プロジェクトの評価 

(1) 妥当性 

本プロジェクトは、以下の観点から我が国の無償資金を活用した協力対象事業として妥

当であると判断される。 
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 1) プロジェクトの裨益対象 

本プロジェクトの対象地域はプロジェクトサイトであるディリ市ヘラ地区の東ティモー

ル国立大学工学部であり、直接受益者は本プロジェクトで整備される施設・機材を活用す

る同大学工学部学生約 1,200 名（2015 年度）である。同大学は同国唯一の国立大学であり、

教育の質は国内最高でかつ学費も他私立大学と比して低いことから、同国全域から学生が

集まる。このため、東ティモール全域の学生が裨益対象となりうる。また同学部卒業生の

就職先は、同国が推進する道路、電力、通信等各種インフラ整備に関連する省庁、公社、

民間企業あるいは公教育教員であることから、同国全域が間接的裨益対象地域であり、全

国民が間接的裨益対象者となる。裨益対象が広範であることから本プロジェクトの妥当性

は高いと認められる。 

 2) 人間の安全保障の観点 

本プロジェクトは東ティモール国唯一の国立大学である東ティモール国立大学工学部に

おける学習環境を改善することにより、同国インフラ整備の人的基盤作り及び公教育教員

充足に資することになり、人間の安全保障の観点に合致し、国民の生活改善に結びつく計

画と言える。 

 3) 東ティモールの中・長期的開発計画の目標達成への貢献 

本プロジェクトは同国唯一の国立大学である UNTL 工学部を支援することにより、SDP

で掲げられている公教育である UNTL を直接強化し、また初中等教育教員の強化及びイン

フラ整備、重点産業としての石油関連産業強化に間接的に裨益するなど多方面に貢献する

ことが見込まれ、本プロジェクトの実施の妥当性は十分に認められる。 

(2) 有効性 

本プロジェクト実施により期待される効果は次のとおりである。 

1) 定量的効果 

表 Ⅲ：定量的効果 

指標名 基準値

（2015 年度） 
目標値（2021 年度）

【事業完成 3 年後】 
UNTL 工学部の学生数 1,201 人 1,400 人 
UNTL 工学部の卒業研究

数 
0 (※) 300／年 

学生一人当たりの床面積 5.6 ㎡/人 10.2 ㎡/人 

※3 年生から 4 年制への移行中であり、2015 年時点では 4 年制の卒業生未輩出。 

 

2) 定性的効果 

・実践的教育の実施、産業振興に貢献する人材の輩出。 
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写真-1：計画敷地。独立時の騒乱により全焼した廃屋
が残置されていたが、大学側によって解体が
完了。右手手前に見えるのは食堂棟。 

写真-2：普通教室。本来 2 人掛けの机であるが席数が不
足する為、3 人掛けとし、窮屈な状態で授業を
行っている。 

    

写真-3：機械工学科ワークショップ棟。実習スペース
であった空間を教室として利用している。周
囲と一体的な空間であることから、周囲の音
や生徒等の往来で授業に集中できる環境にな
い。 

写真-4：土木学科ワークショップ棟。ロフト空間を教室
利用している。周囲の騒音等が反響して教室と
して不適。規模的に不足している。 

    

写真-5：土木学科ワークショップ棟。実習スペースで
あった空間を教室として利用している。教室
と実習スペースを隔てる壁がない。実習の騒
音等で授業に集中できる環境にない。 

写真-6：地質石油工学科の準備室。同学科専用の実習室
は現在なく、準備室に少数の顕微鏡がある程度
である。サンプル収納棚もなく、机上に授業で
使用する鉱物見本等が無造作に置かれている。

  



 
 

 
    

写真-7：図書室。増書に対応できる書棚スペースがな
い。閲覧机等の全ての図書室機能が狭い室内
に詰め込まれており、極めて窮屈である。 

写真-8：コンピュータ室。天井が一部崩壊しており、
照明器具が落下する恐れがある。 

    

写真-9：機械学科ワークショップ棟。故障したまま存
置されている実習機材が散見される。 

写真-10：教室棟女子便所。2 階の女子便所は故障して
おり使用できない。 

    

写真-11：仮設建物を使用している職員棟。動くと床
が大きくたわむ。地震等の自然災害で損傷す
る危険性がある。 

写真-12：食堂棟。現状の工学部ヘラキャンパスには適
当な集会室がないことから、入学式などに使
用している。規模及び設え共に集会には不適
である。 

  



 
 

図 表 リ ス ト 

図 

図 1-1 就業者の学歴割合 ............................................................................................................ 1-2 

図 1-2 各職種大学卒人数（東ティモール人と外国人別） ..................................................... 1-2 

図 1-3 東ティモールの学制 ........................................................................................................ 1-3 

図 1-4 UNTL の入学学生数推移 ................................................................................................. 1-6 

図 1-5 非石油産業の GDP 業種別割合（2010 年） ............................................................... 1-15 

図 1-6 非石油製品の輸出入額推移 .......................................................................................... 1-17 

図 1-7 2012 年度の輸入品目上位 10 種 ................................................................................... 1-17 

図 1-8 輸出額に対するコーヒー輸出依存度（％） .............................................................. 1-18 

図 2-1 高等教育グループ組織図 ................................................................................................ 2-1 

図 2-2 東ティモール国立大学（UNTL）組織図 ...................................................................... 2-2 

図 2-3 工学部組織図 .................................................................................................................... 2-3 

図 2-4 UNTL 工学部 キャンパスの現況 ................................................................................. 2-8 

図 2-5 EIA 手続きにおけるフローチャート ........................................................................... 2-15 

図 3-1 工学部と農学部の整備計画 ............................................................................................ 3-3 

図 3-2 プロジェクトサイトの状況 ............................................................................................ 3-3 

図 3-3 施設構成コンセプト ........................................................................................................ 3-6 

図 3-4 配置計画の考え方 ............................................................................................................ 3-7 

図 3-5 施設の機能構成案 ............................................................................................................ 3-8 

図 3-6 普通教室の設え .............................................................................................................. 3-18 

図 3-7 施設形状の考え方 .......................................................................................................... 3-21 

図 3-8 電力引込系統図 .............................................................................................................. 3-22 

図 3-9 空調設備概略系統図 ...................................................................................................... 3-24 

図 3-10 排水処理設備概略系統図 ............................................................................................ 3-26 

 

表 

表 1-1 基礎教育と中等教育の拡充計画 .................................................................................... 1-4 
表 1-2 月額給料体系表（4 年制大学卒業者用）単位、$/月） .............................................. 1-4 
表 1-3 大学教育機関 .................................................................................................................... 1-5 
表 1-4 各大学工学部学生数 ........................................................................................................ 1-5 
表 1-5 UNTL・DIT・UNPAZ の比較 ......................................................................................... 1-6 
表 1-6 学習地別（左）及び資金提供別（右）の奨学生・補助金受給者内訳 ..................... 1-9 
表 1-7 工学部の教員の学歴 ........................................................................................................ 1-9 
表 1-8 UNTL 教員給料表 ........................................................................................................... 1-10 
表 1-9 学部付各図書室の年別蔵書増加数 .............................................................................. 1-10 
表 1-10 工学部蔵書数内訳（2014 年 8 月 15 日時点）.......................................................... 1-11 



 
 

表 1-11 工学部付図書室利用者数（2013 年 3 月～11 月） ................................................... 1-11 
表 1-12 工学部付図書室貸出冊数（2013 年 3 月～11 月） ................................................... 1-11 
表 1-13 工学部拡大計画 ............................................................................................................ 1-14 
表 1-14 工学部棟案 .................................................................................................................... 1-14 
表 1-15 東ティモール実質 GDP 推移 ...................................................................................... 1-15 
表 1-16 業種別 GDP 伸率 .......................................................................................................... 1-16 
表 1-17 穀物の輸入依存度 ........................................................................................................ 1-16 
表 1-18 要請内容 ........................................................................................................................ 1-19 
表 1-19 東ティモール国立大学（UNTL）への我が国の支援実績 ...................................... 1-19 
表 1-20 他のドナー国、国際機関の援助動向 ........................................................................ 1-20 
表 2-1 高等教育グループ内各課役割 ........................................................................................ 2-1 
表 2-2 政府予算推移（m$） ....................................................................................................... 2-4 
表 2-3 教育セクター経常予算推移（US$’000） ...................................................................... 2-4 
表 2-4 教育セクターのインフラ基金予算推移（US$’000） .................................................. 2-5 
表 2-5 HCDF 内費目別予算推移（m$） .................................................................................... 2-5 
表 2-6 奨学金費目の内訳推移 .................................................................................................... 2-5 
表 2-7 UNTL 運営予算推移（US$’000） .................................................................................. 2-6 

表 2-8 事業費の各部署への振分内訳 ........................................................................................ 2-7 

表 2-9 各学部予算と学生一人当たり予算 ................................................................................ 2-7 

表 2-10 UNTL 工学部 既存施設の現況 ................................................................................... 2-9 

表 2-11 UNTL 工学部 既存施設の概要 ................................................................................. 2-10 

表 2-12 現有機材の状況 ............................................................................................................ 2-11 
表 2-13 ディリ市気象データ（2014 年） ............................................................................... 2-13 
表 2-14 過去 5 年間のディリ市の降雨傾向 ............................................................................ 2-14 

表 2-15 東ティモールの環境法令 ............................................................................................ 2-15 

表 2-16 環境社会配慮におけるカテゴリー分類 .................................................................... 2-16 

表 2-17 プロジェクトサイトの環境・社会状況 .................................................................... 2-16 

表 2-18 各学部履修登録学生数と女性比率（2015 年度） .................................................... 2-17 

表 3-1 UNTL 工学部の戦略計画(2015-2025） .......................................................................... 3-2 

表 3-2 本計画実施後の機能分担 ................................................................................................ 3-2 
表 3-3 共用・事務棟 主要諸室 ................................................................................................ 3-9 
表 3-4 教室棟 主要諸室 ............................................................................................................ 3-9 

表 3-5 その他 付属棟 .............................................................................................................. 3-10 

表 3-6 1 日の時間割 ................................................................................................................... 3-11 

表 3-7 機械工学科 週間学習時間と教室占有時間（単元数） ........................................... 3-12 
表 3-8 土木工学科 週間学習時間と教室占有時間（単元数） ........................................... 3-13 

表 3-9 電気電子工学科 週間学習時間と教室占有時間（単元数） ................................... 3-14 
表 3-10 情報工学科 週間学習時間と教室占有時間（単元数） ......................................... 3-15
表 3-11 地質石油工学科 週間学習時間と教室占有時間（単元数） ................................. 3-16 

表 3-12 教室種別毎の週間延べ占有時間（前期） ................................................................ 3-17 



 
 

表 3-13 前期で必要となる教室数 ............................................................................................ 3-17 
表 3-14 教室種別毎の週間延べ占有時間（後期) ................................................................... 3-18 

表 3-15 後期で必要となる教室数 ............................................................................................ 3-18 

表 3-16 通年で必要となる教室数 ............................................................................................ 3-18 

表 3-17 UNTL 工学部で開催されている会議及びセミナー ................................................. 3-19 

表 3-18 東ティモール国立大学直近 5 年間の図書増加量 ..................................................... 3-20 

表 3-19 2025 年までの工学部入学者数と卒業論文数 ........................................................... 3-20 

表 3-20 2025 年時点の工学部図書館の蔵書数 ....................................................................... 3-21 

表 3-21 非常用発電機回路を設ける設備 ................................................................................ 3-23 

表 3-22 照明・コンセント設備の概要 .................................................................................... 3-23 

表 3-23 空調方式一覧 ................................................................................................................ 3-24 
表 3-24 給水量概算 .................................................................................................................... 3-25 

表 3-25 排水処理容量 ................................................................................................................ 3-25 

表 3-26 内部仕上げ表 ................................................................................................................ 3-27 

表 3-27 計画機材 ........................................................................................................................ 3-27 

表 3-28 東ティモール政府負担事項 ........................................................................................ 3-40 

表 3-29 品質管理計画 ................................................................................................................ 3-43 
表 3-30 主要建設資材調達計画リスト .................................................................................... 3-44 
表 3-31 業務実施工程表 ............................................................................................................ 3-46 

表 3-32 工学部拡充計画における職員数の増加 .................................................................... 3-47 

表 3-33 施設定期点検の概要 .................................................................................................... 3-48 

表 3-34 設備機器の耐用年数 .................................................................................................... 3-48 

表 3-35 構築されるべき体制案 ................................................................................................ 3-49 

表 3-36  ♥▫⸗כꜟ 費 ........................................................................................ 3-49 

表 3-37  ה ─  .................................................................................... 3-50 

表 3-38  ╩ ≤∆╢ ⌂  .................................................................................... 3-52 

表 3-39  UNTL US$ΐ000  ................................................................................ 3-53 

表 4-1    定量的効果......................................................................................................................4-3 
 



 
 

略   語   集 

 

ANAAA National Agency for Academic 

Assessment and Accreditation  
国立大学評価認証局 

CFTL Consolidated Fund Timor-Leste 省庁経常予算 

CNIC Centro Nacional Investigacao Cientifica 国立研究センター 

FAO Food and Agriculture Organization 国際連合食糧農業機関 

FEST Faculty of Engineering, Science and 

Technology 
工学部 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

HCDF Human Capital Development Fund 人材育成基金 

IF Infrastructure Fund インフラ基金 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構

NER Net Enrollment Rate 純就学率 

SDP Strategic Development Plan 戦略開発計画 

UNDP United Nations Development 

Programme 

国連開発計画 

UNTL University of Timor-Leste 東ティモール国立大学 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 章 プロジェクトの背景・経緯 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1.1 当該セクターの現状と課題  

東ティモール民主共和国（以下、「東ティモール」と記す）は、1975 年にポルトガル統

治からインドネシア統治となったが、1999 年 8 月の独立を問う直接投票後の混乱により、

教育機関施設を含む物的インフラの 7 割以上が破壊・使用不可能となるなど甚大な被害を

被った。2002 年に正式に独立し、2005 年に石油基金が発足、その後は石油収入により好

調な経済成長を続けている。経済の安定化に伴い治安面も安定し、2012 年に行われた総選

挙は成功裏に終了した。これに伴い、1999 年から東ティモールの治安能力向上を支援して

きた国連東ティモール統合ミッションが 2012 年末に撤退し、東ティモールは復興段階か

ら自立の為の経済・社会開発の為の基盤づくりへ移行する段階になっている。 

2011 年に、東ティモールは 2030 年までの中期計画である戦略開発計画（SDP: Strategic 

Development Plan 2011-2030）を発表し、2030 年までに「上位中所得国」になることを目標

に掲げた。SDP では、重点産業として農業、観光、石油関連産業を挙げる一方で、国内総

生産（GDP: Gross Domestic Product）の 80%となる過度の石油収入依存からの脱却のための

基幹産業の確立という課題を提示している。また、その為の基盤としてインフラ整備及び

人材育成を大きく取り上げている。本プロジェクトは同国の人材育成に資することが目的

であり、本節ではその現状と課題を説明する。 

 

1.1.1 現状と課題 

(1) 人材育成ニーズ 

2010 年の国勢調査によれば、東ティモールの総人口は 106 万人である。人口の年間増加

率は 2.4%で、この割合が続けば 2039 年には 2010 年の倍となるため、雇用創出は喫緊の

課題である。SDP にもその重要性が謳われているが、市場規模が小さく石油産業が非石油

産業と比して巨大であるため産業育成が元々困難である上、そもそも産業育成の基盤とな

る人材が極めて貧弱である。15～64 歳の労働可能人口 579,000 人のうち 278,032 人が就業

しているが、そのうち東ティモール人が 273,143 人(98.2%)、外国人は 4,889 人(1.8%)であ

る1。これを学歴別2割合で示したのが図 1-1 である。実に 65%もの東ティモール人就業者

が小学校以下の教育レベルであり、大学卒業以上はわずか 5%である。同図に示した外国

人（インドネシア人が 58%）の各学歴割合と比較してもその差は大きい。 

                                                        
1 外国人の人種構成は、インドネシア 58%、フィリピン 7%、中国 6&、豪州 4%、ベトナム 2%、パキスタ

ン 2%、ポルトガル 2%、アフリカ地域 2%、タイ 2%、ブラジル 2%である（財務省統計局から）。 
2 どの程度の教育をされているか分からないノンフォーマル教育のみ受けた 4658 人は除いている。 
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出所：財務省統計局 を元に調査団作成 

図 1-1 就業者の学歴割合 

就業者の職種を専門職、事務職、サービス・小売職、管理職、技術職、軍役、農業従事

者、手工芸・手工芸貿易、機械操作員、労務作業者と分類すると、外国人の大学卒人数の

多い上位５種は、専門職、事務職、サービス・小売職、管理職、技術職となる。この 5 職

種について、東ティモール人と外国人の大学卒人数を図 1-2 に示す。各職種の外国人人数

と割合は、専門職が 281 人（6.6%）、事務職が 170 名（4.7%）、サービス・小売 225 人

（11.6%）、管理職 210 人（11.2%）、技術職 100 人（9.3%）であり、国の基幹を作る専門

職において外国人人数が高く、また管理職の外国人割合が高い結果となる。 

 

 
出所：財務省統計局 を元に調査団作成 

図 1-2 各職種大学卒人数（東ティモール人と外国人別） 

東ティモール商工会議所によると、大学卒の人材採用は、①外国の大学を卒業した外国

人、②外国の大学を卒業した東ティモール人、③東ティモールの大学を卒業した東ティモ

ール人の優先順位で採用する。これは、学歴が学士で同じでも、明確な技能差があると産

業界は実感しているからである。他方、JICA「東ティモール国 産業振興に係る情報収

集・確認調査」のインタビュー調査によれば、外国人スタッフを雇用している企業のほぼ

全てが、コスト減、地元民の雇用創出、ティモール人スタッフとのコミュニケーションが

とれる中間管理職が必要との理由でティモール人スタッフと置き換えたいと考えている3。

                                                        
3 P26 「貴社は外国人のスタッフをティモール人に置き換えたいと望むか」との質問には、4 分の 3 強の

企業が「そうしたい」と答え、4 分の 1 弱の企業が「当社は関係ない」と答えた。置き換えたい理由は、
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こうしたことから、東ティモール人の知識・技能水準をあげて外国人技能者と代替するこ

とが産業界からは望まれていると言える。 

 

(2) 東ティモールの教育制度と基礎教育・中等教育拡充計画 

東ティモールの教育制度は 2008 年の法制度改正によりそれまでの 6-3-3 制から図 1-3 の

ように 9-3 制となった（義務教育である 9 年間の基礎教育と 3 年間の中等教育）。これに

3 年間の就学前教育と、中等教育後の高等教育から成る。 

 

 
出所：National Education Strategic Plan 2011-2030 を元に調査団作成 

図 1-3 東ティモールの学制 

基礎教育は、1st cycle（1-4 年生）、2nd cycle（5-6 年生）、3rd cycle（7-9 年生）に分類

され、全課程を提供する学校は一部である。これは基礎教育が義務でありながら、進級率

が低く特に上位学年の純就学率（NER: Net Enrollment Rate）が低いこと4が原因である。 

                                                                                                                                                                   
コストを下げたい、地元民の雇用が企業の責務である、ティモール人スタッフとのコミュニケーションが

とれる中間管理職が欲しいというものであった。「当社は関係ない」と答えた理由は外国人のスタッフが

いないことである。 
4基礎教育 1-6 年生の純就学率（NER）は 2010 年には 90%を超えたが 7-9 年生は 2013 年になっても

34.44%である（Education for All 2015 National Review から） 
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中等教育は普通高校と職業高校からなる。中等教育も NER は低く、2013 年は 24.83%と

4 分の１に満たない。中等教育は義務ではないが、法令第 14 号（2008 年）にて「政府の

責任で就学促進をする」と位置付けており、教育省も戦略的に就学率増を計画している。 

高等教育は大学教育とポリテクニック教育に大別される 5。大学は 3 年制学士

（Bacherelato）と 4 年制学士（Licenciatura）に分類され、上位学位として修士（2 年）、

博士（3 年）が規定されている。 

基礎教育・中等教育の充実は国家全体として重要な課題である。表 1-1 に教育省の予

測・計画する基礎教育と中等教育の学生数及び教員数を示す。退職や転職者を考慮にいれ

なくても、2020 年まで毎年 1000 人弱の新規教員が必要となる。 

表 1-1 基礎教育と中等教育の拡充計画 

種別 2011 2015 2020 2025 2030

基礎教育 
学生数 274,722 460,602 494,291 483,220 466,606
教員数 9,882 10,741 12,241 13,396 14,705

普通高校 
学生数 31,898 44,698 50,564 64,197 65722
教員数 1,504 2,326 2,842 3,396 3,900

職業高校 
学生数 10,000 34,000 75,845 90,295 98,583
教員数6 472 1,769 4,263 4,777 5,850

合計 
学生数 316,620 539,300 620,700 637,712 630,911
教員計 11,858 14,836 19,346 21,569 24,455

出所：教育省 “National Education Strategic Plan 2011-2030” P213 と P214 から調査団作成 

 

2002 年の独立から 13 年しか経っていない東ティモールの教員養成制度はまだまだ発展

途中である。教員になるための資格要件は、法令第 23 号（2010 年）にて Bacherelato ある

いは Licenciatura が必要と明記されている以外は資格要件がなく、採用は書類審査と面接

だけで決まる7。就業後 3 年間、長期休暇時等を利用して初任者研修を受講し、教授言語

（ポルトガル語）、教授法、教科知識、道徳倫理について習得する。教育学部卒でも採

用・採用後の研修受講については、工学部等他学部卒と変わりがなく、門戸が広いと言え

る。しかし、独立前の教員はほとんどがインドネシア人であり、独立時に帰国してしまっ

たために臨時採用の教員で雇用せざるを得なかったことから、未だに資格を満たしていな

い教員や一時契約の教員が多い。このため、上記増員分以上に教員の需要は高い8。教員の

給料体系は表 1-2 の通りであり、大学卒業者の賃金としては決して高くはないことも教員

確保には課題となっている。 

表 1-2 月額給料体系表（4 年制大学卒業者用）単位、$/月） 

区分 1 等級 2 等級 3 等級 4 等級 5 等級 6 等級 
補助教員 264   
正規教員 298 310 323 349 374 400 
上級正規教員 438 489 510 560 600  
出所：INFOROPE(National Institute for Training of Teachers and Educational Professionals) 

                                                        
5大学教育には普通高校から、ポリテクニック教育には職業高校からの進学が一般的ではあるが、職業高

校卒業者も大学教育に進学可能である。 
6 職業訓練教員数だけ記載がなかったため、普通高校の PTR と同じになる教員数で仮定した 
7 INFOROPE(National Institute for Training of Teachers and Educational Professionals)での聞き取りから 
8 同上 
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(3) 大学認証 

大学の審査認証は、教育省下部組織である国立大学評価認証局（ANAAA: National 

Agency for Academic Assessment and Accreditation 9）が行う。一度認証を受けたら、校舎新

築などで再認証は不要であり、認証済大学が大学審査認証機関に毎年提出する年次報告書

での報告をすれば良い。UNTL は 2008 年 10 月審査・認証されており、5 年毎に更新する

ことになっている。 

 

(4) 工学教育を提供する大学 

ANAAA に登録されている大学教育機関は 2014 年時点で下表のとおり 11 校であり、う

ち 6 校が工学部を持つ。 

表 1-3 大学教育機関 

名称 略称 国私 2014 年入学者数 工学部 

Universidade Nacional de Timor-Lorosa’e UNTL 国立 2,208 有 

Universidade da Paz UNPAZ 私立 2,477 有 

Universidade Dili UNDIL 私立 1,239 有 

Universidade Oriental UNITAL 私立 2,708 有 

Institute of Business IOB 私立 843 有 

Dili Institute of Technology DIT 私立 835 有 

Instituto Superior Cristal ISC 私立 908 なし 

East Timor Coffee Institute ETCI 私立 145 なし 

Instituto de Ciências Religiosas ICR 私立 96 なし 

Instituto Professional de Canossa IPDC 私立 88 なし 

Instituto Católico para Formação de Professores ICFP 私立 57 なし 
出所：Statistical Report 2014, ANAAA を元に調査団作成 

また工学部のある 6 大学の工学系学科への 2014 年履修学生数を表 1-4 に示す。DIT、

UNTL、UNPAZ の順に工学系の学生数が多い。 

表 1-4 各大学工学部学生数 

略称 男 女 計 工学部学科 
DIT 1378 627 2005 土木、コンピュータ科学、機械、石油系 2 学科 
UNTL 1254 592 1846 土木、機械、電気電子、地質石油、情報 
UNPAZ 536 132 668 土木、産業工学 
UNDIL 376 119 495 産業工学、石油工学 
IOB 284 150 434 IT 系 2 学科 
UNITAL 235 92 327 土木、電子、情報 

出所：Statistical Report 2014, ANAAA を元に調査団作成 
 

Curt 等(2010)10による東ティモールの理数科教育の状況研究によると、私立大学の工学系

で UNTL の水準に拮抗するところはなく、私立大学内では DIT が最も優良としている。ま

た東ティモール商工会議所でのインタビューでは私立大学では UNPAZ が優秀との意見が

あった。本調査では DIT 工学部長及び UNPAZ 工学部副学部長代理へインタビュー調査を

行い、大学教育の質に影響する点を下表で比較した。UNTL は学費が低く奨学金支給数も

多く、優秀な学生が集まる構造となっている。また教員給与も高く優秀な教員が集まる環

                                                        
9法令第 36 号（2011 年）により規定 
10 Assessment of the State of Science Education in Timor Leste, 2010 



 

1-6 

境となっていることが分かる。DIT 及び UNPAZ へは人材育成基金による奨学金支援がな

いが、これは、両大学によれば、大学（学生）の水準が基準に到達しないことが理由との

ことである。このことからも、UNTL 以上の水準の大学は同国内にはないと言える。 

表 1-5 UNTL・DIT・UNPAZ の比較 
項目 UNTL DIT UNPAZ 
学業期間 4 年間 3 年間 4 年間 
1 クラス学生数 最大 30 名程度 最大 100 名程度 - 
学費 1 年分 $60 $600 $270 
人材育成基金（奨学金） 有 奨学金なし。学費補助

僅かに有
なし 

教員の修士保有率 68% 45% 25% 
教員一人当たり生徒数11 15.7 人 105 人 40 人 
S2(修士卒)の教員月給 $1,050 $450-$500 $450-$500 
教員への留学費用 国費・ドナー支援の奨

学金多数。先進国留学
も多い。

DIT 予算。インドネシ
アのみ。 

なし 

出所：インタビュー等により調査団作成 
 

(5) 東ティモール国立大学（UNTL）及びその工学部の現状 

学部教育 

UNTL では、農学、経済学、教育学、工学、保健科学、法学、社会・政治学の 7 学部に

加えて 2012 年に哲学科を開設、7 学部 1 学科を提供している。ANAAA の統計資料による

2010 年からの入学者数推移を下表に示す。全学では 1568 人（2010 年）から 2208 人

（2014 年）に 1.4 倍増となり、男女比は 2013 年には女子学生が 52%と男子学生数を超え

たが、2014 年には 42%になり、男子学生の方が多くなっている。 

 
出所：Statistical Report 2013/2014, NAAAA を元に調査団作成 

図 1-4 UNTL の入学学生数推移 

 

                                                        
11 UNTL と UNPAZ は 2015 年度の学生総数を教員数で除し、DIT は 2011,2012,2013 年の入学者総数を

2015 年度の教員数で除した数 
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卒業と就職 

UNTL では授業履修登録しなければ授業料が発生しないこと、及び退学届制度がないた

め、在籍し続ける学生が多い。工学部に限れば、2014 年までに編入・卒業者も含め一度で

も在籍した学生総数は 3,549 人で、うち卒業したのは 1,124 人（31.6%）である12。未卒業

者（在籍者）のうち半数が授業履修登録し、残りは休学扱いである（ただし休学届はな

い）。学費不足等でアルバイトをするために授業履修登録しないケースが多い。学業期間

を 3 年制から 4 年制に 2012 年に移行した際に在籍可能期間を 6 年間と制限した。これに

より、以前のような極端な長期在籍者は減少すると期待される。 

卒業生の卒後進路について UNTL では現在把握していない。副学長(学生担当)はこれを

問題とし、同副学長の下に同窓生課の設立を検討している。工学部の卒業生の就職先は、

電力系13、情報通信系（電話会社等）14、建設企業系などが候補となる。地質石油学科につ

いては 2012 年設立のため卒業生が排出されておらず、2016 年に第一期生が卒業予定であ

る15。石油・天然資源省によると、現行のオフショア開発を将来的にオンショアに拡大す

るために人材が必要であり、同省ではポルトガルの大学・大学院に 2008 年から奨学生を

送り続けてきている。UNTL 地質石油学科教員はこの卒業生である。ポルトガルへの留学

奨学生は 2016 年度卒業者で終了し、地質石油系人材の供給は、UNTL 地質石油学科卒業生

に切り替わる。東ティモール国家石油庁（ANP: Autoridade Nacional do Petróleo）ではこれ

まで海外留学組の研修生を受け入れてきた。同庁への研修経験は省庁・産業界でも高く評

価され、就職に有利となる16。2015 年 3 月には UNTL 地質石油学科と副学長（学外協力担

当）が同庁と今後の研修協力について協議したところであり、SDP で重点産業とされる石

油産業発展に、地質石油学科卒業生が活用される段取りが着実に進んでいると言える。 

修士課程・博士課程 

各学部では開設しておらず、大学院・研究課が修士及び博士課程を 2012 年から提供し

ている。修士課程は社会人用の夜間コース（18 時～20 時）であり、修士 14 コース17、特

別コース 3 コース18を開設している。主に UNTL 教員や省庁職員が修学しており、講師は

海外の大学からの外部講師がほとんどである。これら外部講師は UNTL が各大学と提携契

約を結び、UNTL 予算から講師代を各大学に支払う。提携国と協力大学数は、ポルトガル

（10 大学）、ブラジル（９大学）、オーストラリア（６大学）、ニュージーランド（２大

                                                        
12例えば 2012 年に卒業した 121 人のうち、3 年間で卒業出来なかった者は 68 人（56%）にも上り、6 年以

上要した者も 10 人(8%)いる。 
13国営電力会社（EDTL）ヘラ火力発電所に機械工学科と電気電子工学科の卒業生が 10 名就職しているこ

とを本調査訪問調査で確認した。 
14東ティモール大学工学部能力向上プロジェクト 終了時評価報告書 P19「情報工学科」について「就職

率は 74%で電話会社や通信関係の就職率良い」。また本調査でもポルトガル系の通信会社である Timor 
Telecom 社に UNTL 工学部卒業者が９～10 名就業していることが確認された。 
15 2012 年開設当初は 2015 年に第一期生卒業予定であったが、途中でカリキュラムを変更して一期生のみ

5 年間となった。 
16 ConocoPhilip 社、Olex 社、IPG 等が主な就職先である 
17教育管理、教員教育、ポルトガル語、ポルトガル語教育、政策管理・教育評価、会計、法律、経済、経

営、看護・助産、資源・環境の持続的開発、農業、熱帯医学・地域保健、社会福祉 
18 医療臨床、紛争平和学、獣医学 
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学）、日本（４大学19）、インドネシア（１大学）、アメリカ合衆国等であり、ポルトガ

ル語圏が特に多い。修士課程は特定のキャンパスを持たず、学部校舎の空いているところ

を適宜利用している。学費は 2 年間で$3000。質を確保するためにクラス定員は 30 名とし、

また国家として費用対効果を高めるため、30 人履修が継続するように留意している。 

工学系学科（機械、土木、電子電子）も 2012 年から開設を計画していたが、日本を含

め各大学との提携契約を進めていたが、他学科に比べ機材購入費が高額であることや、第

5 次内閣における優先度が学部教育充実であったため、工学系修士課程開設は開設には至

らなかった。しかし 2015 年 2 月に第 6 次内閣が発足したことに伴い、UNTL 大学院・研究

副学長は再度予算申請を計画している。 

博士課程は修士課程と方式が異なり、UNTL での講義や指導はない。学生は自ら指導教

官候補をポルトガルもしくはブラジルの大学20で探し、仮承諾を自ら取得し、その上で

UNTL と同教官所属の大学とが提携契約を結び、UNTL 名義で博士号を取得するという方

式を採用している21。これまで 65 名が PhD コースを受講し、18 名が途中退学している。

学費は 4 年間で$6000 である。 

修士・博士課程の外部大学との提携予算は$3,974,000 である。 

研究活動 

各学部では学生の科目教育に重点が置かれ、研究は国立研究センター（CNIC）やジェン

ダー研究センターなど各研究センターで行われている。例えば CNIC では 18 名の研究員が

所属、研究を主に行っている22。国際学会誌にも論文を数多く掲載しており23、研究報告書

も 2014 年度には 6 冊発刊した。国外大学との共同研究も、研究費獲得のために積極的に

行っている（例：2015 年のシドニー工科大学との共同研究では、AUS$10,570 が契約額）。

国庫に納入される学費と異なり、研究収入は UNTL 独自予算とすることが可能な、同収入

は CNIC が他の研究費に流用して活用している24。 

奨学金、補助金及び交換留学 

UNTL の学生・教員のうち、2015 年は 350 人が奨学金・補助金を受け、16 カ国で学習を

している。このうち 55%が学部教育を、27%が修士課程を、10%が博士課程、8%が交換留

学である。資金提供元は人材育成基金（HCDF: Human Capital Development Fund）を含めて

17 種類である。下表に学習地別及び資金別内訳を示す。学習地は国外ではポルトガルとブ

ラジルが多い。 

 

 

                                                        
19 大阪大学、沖縄大学、東京大学、拓殖大学 
20 ポルトガルかブラジルである理由は、ポルトガル語での高度な論文執筆能力習得が必要であるため。 
21 この方式で博士取得中の工学部教員もいる。 
22実際は研究 75%、授業 25%程度であった。しかし近年、授業割合を 100%にするようにと通達があった。

今後の研究との両立が課題である。給料体系は学部の教員たちと同じ。 
23例えば Analysis of genetic mutations associated with anti-malarial drug resistance in Plasmodium falciparum from 
the Democratic Republic of East Timor, (Malaria Journal  2009) 
24 国費から拠出される予算と比較すると 1%以下の少額である。 
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表 1-6 学習地別（左）及び資金提供別（右）の奨学生・補助金受給者内訳 
順位 国名 数 割合 順位 資金提供元 数 割合

1 東ティモール 126 36.0% 1 東ティモール政府 146 41.7%
2 ポルトガル 81 23.1% 2 ポルトガル政府 46 13.1%
3 ブラジル 79 22.6% 3 Alola 基金 46 13.1%
4 インドネシア 15 4.3% 4 EU 24 6.9%
5 ノルウェー 11 3.1% 5 大阪ガス 22 6.3%
6 日本 8 2.3% 6 Astomos 21 6.0%
7 フィリピン 7 2.0% 7 ノルウェー政府 11 3.1%
8 フィジー 6 1.7% 8 ブラジル政府 8 2.3%
9 ニュージーランド 4 1.1% 9 SEARCA 6 1.7%

10 豪州 3 0.9% 10 日本政府 5 1.4%
11 トリニダード・トバゴ 2 0.6% 11 ニュージーランド政府 4 1.1%
12 スペイン 2 0.6% 12 オーストラリア政府 3 0.9%
13 韓国 2 0.6% 13 インドネシア政府 3 0.9%
14 パプアニューギニア 2 0.6% 14 韓国政府 2 0.6%
15 米国 1 0.3% 15 フルブライト 1 0.3%
16 サモア 1 0.3% 16 MISEREOR 1 0.3%

 合計 350 17 Calouste Gulbenkian 基金 1 0.3%
   合計 350  
出所：UNTL 学外協力課 

工学部教員の質 

表 1-8 に工学部教員の人数と学歴の経過を 2005 年から示す。2014 年には工学部教員は

77 名、教員一人当たり学生数は 15.7 であり、豪州の教員一人当たり学生数は 14.9、カナ

ダの 18.2 等25と比較しても遜色ない。修士号以上の資格を持つ教員も 2010 年の 27%から

2014 年の 68%と大きく改善してきた。 

2015 年は全体人数が増えたため修士号以上取得割合は 4%下がって 64%となった。内訳

では 84 名中 7 名(9%)が女性、非正規教員が 12 名（15.4%）であった。非正規率は学科に

よりばらつきがあり、土木 0%、機械 0%、電気電子 12.5%と伝統的学科が低い一方、情報

15.4%、地質石油 100%である。また、年齢の判別している 67 名の教員データに依ると、

平均年齢は機械 45 歳、土木 44 歳、電気電子 38 歳、情報 35 歳、地質石油 33 歳となり、

伝統的学科の高齢化が目立つ。 

表 1-7 工学部の教員の学歴 
学部 学歴 ‘05 ‘06 ‘07 ‘08 ‘09 ‘10 ‘11 ‘12 ‘13 ‘14 ‘15
機械工学 S2 1 1 1 3 4 10 11 19 20 21 21

S1 13 13 13 10 9 7 7 2 2 2 2
D3 9 9 9 9 9 7 5 5 4 3 3

小計  23 23 23 22 22 24 23 26 26 26 26

土木工学 S2 2 2 2 3 3 3 6 7 7 10 10
S1 6 6 6 3 4 6 3 7 7 7 7
D3 6 6 6 6 7 9 5 3 3 3 3

小計  14 14 14 12 14 18 14 17 17 20 20

電気電子工学 S2 0 0 3 3 3 3 4 7 7 11 11
S1 11 10 7 5 6 8 7 5 4 1 2
D3 2 6 6 7 6 6 5 4 4 3 3

小計  13 16 16 15 15 17 16 16 15 15 16

情報工学 S2 0 0 0 0 0 0 3 3 4 5 6
S1 0 0 0 0 0 0 2 2 2 2 4
D3 0 0 0 0 0 0 4 4 4 3 3

小計  0 0 0 0 0 0 9 9 10 10 13

地質石油 S2 0 0 0 0 0 0 0 2 6 5 6

                                                        
25 「教育指標の国際比較 平成 25 年(2013)年版」文部科学省 
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学部 学歴 ‘05 ‘06 ‘07 ‘08 ‘09 ‘10 ‘11 ‘12 ‘13 ‘14 ‘15
S1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2
D3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小計  0 0 0 0 0 0 0 2 7 6 8

学部計 S2 3 3 6 9 10 16 24 38 44 52 55
S1 30 29 26 18 19 21 19 16 16 13 17
D3 17 21 21 22 22 22 19 16 15 12 12

学部集計  50 53 53 49 51 59 62 70 75 77 84

修士以上率  6 6% 11% 18% 20% 27% 39% 54% 59% 68% 64%

出所：UNTL 工学部長プレゼンテーション資料(2014 年 12 月 5 日版) 

 

大学教員の給料 

工学部を含め、UNTL 教員の修士取得率は順調に増えている。これは UNTL では修士

（S2）取得者は学士（S1）取得者と明確に給料が違うこと（表 1-9）、奨学金により修士

号を海外で習得出来る制度があること、修士取得者の UNTL 給料が私立大学や公務員給料

の約 2 倍であるため転職してきやすいことが要因と考えられる。 

表 1-8 UNTL 教員給料表 

位 最終学歴 職位 ランク 総支給額 

1 S3 教授 A $2,625.00 
2 S3 准教授 B.1 $2,082.50 
3 S3 准教授 B.2 $1,890.00 
4 S2/S3 シニア教員 C.1 $1,706.25 
5 S2/S3 教員 C.2 $1,555.75 
6 S2/S3 教員 C.3 $1,302.00 
7 S2/S3 教員 C.4 $1,174.00 
8 S2 教員 C.5 $1,050.00 
9 S1 シニア教員助手 D.1 $770.00 
10 S1 教員助手 D.2 $577.50 
出所：UNTL 

図書 

7 学部にそれぞれ学部付図書室があり、それらを中央図書室が統括している。中央図書

室で登録されている各図書室の蔵書の年別増加数を表 1-10 に記す。 

表 1-9 学部付各図書室の年別蔵書増加数 
学部 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 計 
保健科学 147 27  43  17 10 23 30 11 18 50  0  292  668 
経済 172 235  242  230 251 263 321 301 135 50  0  284  2,484 

教育 224 472  1,162  683 1,226 1,055 961 1,068 676 50  0  108  7,685 
農学 154 234  106  242 183 153 104 64 107 50  0  367  1,764 
社会科学・政治 176 163  282  587 463 453 414 227 315 50  0  1,143  4,273 
法学 144 69  206  138 147 298 193 1,138 273 50  0  380  3,036 

工学 248 267  176  410 606 597 545 427 270 132  0  361  4,039 

出所：UNTL 図書課 

 

工学部図書室の記録する各学科別蔵書数を表 1-11 に示す。工学部付図書室にはこれ以外

に寄贈図書が約 2,500 冊ある。 
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表 1-10 工学部蔵書数内訳（2014 年 8 月 15 日時点） 

学科別蔵書数 冊数 タイトル数 

機械工学科 1,704 178 

土木工学科 995 296 

電気電子工学科 631 138 

情報工学科 423 56 

石油地質学科 329 25 

計 4,082 693 

出所：UNTL 工学部図書室 

 

工学部図書室内は座席数 24 席である。閲覧の利用状況例（2013 年 3 月～11 月）を表 1-

12 に示す。月間利用者では、最低月は 11 月の 127 人、最大月が 10 月の 342 人であり、月

間平均利用者数は 221 人であった。１日平均利用者数平均は 11 人である。 

 

表 1-11 工学部付図書室利用者数（2013 年 3 月～11 月） 
学科 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 計 
機械工学科 35 23 31 34 39 58 43 66 22 351 
土木工学科 45 72 10 28 43 41 33 53 21 346 
電気電子工学科 88 59 31 18 52 55 54 62 27 446 
情報工学科 21 83 41 22 76 114 54 123 43 577 
地質石油工学科 18 67 32 25 23 22 36 38 13 274 
計 207 304 145 127 233 290 220 342 126 1994 
出所：UNTL 工学部図書室 

 

工学部図書室の図書貸出況例（2013 年 3 月～11 月）を表 1-13 に示す。月間貸出本数で

は、最低月は 11 月の 89 冊、最大月が 4 月の 303 冊人であり、月間平均貸出冊数は 170 冊

であった。１日平均利用者数平均は 11 人であった。 

 

表 1-12 工学部付図書室貸出冊数（2013 年 3 月～11 月） 
学科 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 計 
機械工学科 33 22 41 54 20 26 29 47 17 289 

土木工学科 45 72 20 28 19 29 23 53 18 307 

電気電子工学科 88 59 13 18 19 41 24 45 17 324 

情報工学科 32 83 25 14 38 70 39 81 25 407 

地質石油工学科 6 67 30 20 13 10 13 31 12 202 

計 204 303 129 134 109 176 128 257 89 1529 

出所：UNTL 工学部図書室 

 

工学部学生は図書室をあまり利用せずに、廊下や樹木の下で勉強している。これについ

て地質石油学科 16 人と土木学科 19 人を対象にグループインタビューをしたところ、①必

要な本がなく、課題で回答にすぐに役立つようなのがないこと、②コースワークはグルー

プで行うことが多く、話しあうが必要であるため、図書室や教室では行いにくい、という

実態が明らかになった。また、パソコンが必要な課題が多いにも関わらず学内に生徒が利

用出来るパソコンがないこと、その為に学生は各自家族等からノートパソコンを借りてき

ていることも明らかになった。 
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1.1.2 開発計画 

(1) 東ティモール中期開発計画 

2030 年までの中期計画である戦略開発計画（SDP: Strategic Development Plan 2011-2030）

を 2011 年に発表し、2030 年までに「上位中所得国（Upper Middle Income Country）」にな

ることを目標に掲げた。この目標達成の前提条件として国家の安定・安全が必要であると

し、治安維持、国防、外交、司法、ガバナンス等の整備の重要性を捉えている。これは同

国の近代史である、ポルトガルによる植民地化、インドネシアによる占領と独立、独立後

の 2006 年の騒乱が同国発展に極めて大きな影響を及ぼしてきていることを考えれば当然

である。 

この政治的安定をもとにして 2030 年までに「上位中所得国」となるために、過度の石

油依存の脱却及び基幹産業の確立という課題を提示している。基幹産業にすべき重点産業

として農業、観光、石油関連産業を挙げている。農業は、前近代的な零細農業から近代的

な商業的小規模農家による農業となり、2020 年までに水田増加や改良種を利用して食糧自

給を達成する一方、コーヒー、バニラ、野菜、果実、漁業製品、林業製品等多様な製品を

世界に供給することを目指す。観光業はエコツーリズムや海洋、文化観光を主ターゲット

とし、観光土産品としての手工芸品の開発育成も進める。石油関連産業は島南岸での製油

所、液化天然ガス（LNG: Liquefied Natural Gas）施設での石油ガスの生産等の川下産業の

誘致により、東ティモールの産業の基盤になることを目指し、SDP 発表時点では未開設の

UNTL 工学部地質石油学科の開設への期待も記載されている。 

また SDP ではこれらの基盤としてインフラ整備及び、人材育成の重要を説いている。イ

ンフラ整備では道路、港湾、空港、電力、上下水道、通信などの建設が計画され、人材育

成では、公教育（公立私立を問わず就学前、基礎教育、中等教育、高等教育）の充実、そ

の中では UNTL の国民全体への貢献、生涯教育・職業訓練、人材育成基金による教育の充

実があげられている。 

 

(2) 高等教育の上位計画 

東ティモールの高等教育は主に次の２つの法律により規定され、特に高等教育機関設置

制度法は大学の位置づけを明確にしている。 

 
教育制度法（Education 
System Framework Law, 
法令第 14 号（2008
年）） 

本法律の主目的は高等教育を含む教育制度の規定であるが、その中
で、東ティモール全国民が最高度の教育訓練を受ける権利と機会の
平等を有するとしている。また 17 条から 26 条では高等教育制度に
ついて細かく規定している。この内容は本報告書教育制度の部分で
詳しく記述する。

高等教育機関設置制度
法（Legal Regime for 
Upper Education 
Establishments, 法令第 8
号（2010 年）） 

本法では、法律で認められた高等教育機関が、国立私立を問わず、
教育研究機能を提供して学生に学位を授与することを認めている。
特に第 8 条では国立大学の自治権について概説し、37 条から 43 条
までは自治権の種別に詳述している。自治の範囲は研究、文化、科
学・教授法、規範、財務、事務まで広範に及ぶ。私立大学もこれは
同様である。自治の範囲を明確にする一方、監査の義務も課し、ま
た年報の発行も義務付けている。
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また国家及び関係省庁である教育省の中期計画でも人材育成の重要性及び高等教育の位

置づけ・必要性が謳われている。 
国家教育戦略計画 
(National Education 
Dtrategic Plan 2011-2030) 

教育省の同計画においては、UNTL は初中等教育の質向上に教員輩
出の役割で強調されている。計画では中等教育は 32,000 人規模 2010
年）から 15 万人規模（2020 年）までの拡大計画があり、高等教育
も、2010 年の一万人規模から 2020 年には 87,000 人規模にまで拡大
を計画している。

 

(3) 東ティモール国立大学（UNTL）及びその工学部の開発計画とその現状 

UNTL は東ティモール国立大学法により位置付けが明確にされている。 
東ティモール国立大学
法 （ Status of National 
University of Timor Leste 
(UNTL), 法令第 16 号
(2010 年)） 

高等教育機関設置制度法を UNTL に特化し、ビジョンやミッション
を記載することにより、UNTL の位置付を明確にしている。本法の
ミッションでは、UNTL が国家の持続的開発に必要な人的資源の開
発を促進するよう、文化・科学・技術の中心であることを謳ってい
る。また高等教育機関設置制度法で記載されている自治権について
も改めて記載するだけでなく、学内組織についても詳述し、理事会
等の各委員会の構成員や学長の選出方法など細かく規定している。

 

UNTL には高度な自治権を法により保証する代わりに高等教育機関設置制度法によって

ANAAA の監査を受けることになっている。このため教育省はこの ANAAA の監査権限し

か UNTL の管理をしないことになっている。しかし UNTL の予算は国会審議対象であるこ

と及び教育大臣がその責任を担うことから、UNTL から教育大臣宛の各種承認は全て教育

省高等教育部長が確認するのが実態である。このため、自治権が法的には与えられている

が、教育省の関与は依然大きい。 

UNTL の開発計画及び工学部戦略計画はとしては次のようになっている。 

UNTL の戦略計画(Strategic Plan) 2011-2020 

UNTL の戦略計画 2011-2020 では、中核的研究機関（Center of Excellence）となることを

目標としている。このため、2020 年までに国際標準レベルの大学とすること、学生に対し

て教育の質保障を重視すること、学生が心身共に成長出来る場の提供、国内外どちらでも

中核的研究機関（Center of Excellence）となること、また財務の透明化などを掲げている。

国際標準レベルの大学にする戦略として、ソフト面では国内外の教育機関を参考として教

育研究手法を開発・適用すること、国内・国際認証の達成、大学自己評価、他機関との戦

略提携等を掲げ、ハード面では図書館・実験室等の施設や最新の IT 技術等を備えたヘラキ

ャンパスへの全学部移転もあげられている。 

UNTL 工学部の戦略計画 2015-2025 

工学部の中期計画（2015-2025）は人員計画を主とする学部戦略計画と新規学部棟の構成

案から成る。表 1-14 に学部戦略計画を示す。2025 年までは現在の 5 学科を維持し、将来

的に７学科にまで増加させる（増加する学科は未定）。2025 年には、教員数を 79 人から

99 人に増加させ、学生数を 1212 人から 1600 人（各学科、1 学年 2 クラス、各クラス 40

名）にする拡大計画となっている。これにより、教員一人当たり学生数は、2014 年の 15.5

人から、2025 年の 18.2 まで若干悪化するが技師も入れると、2014 年の 15.3 人から、2025

年の 16.2 までほぼ横ばいであり教育の質が悪化するとは言えない。 
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表 1-13 工学部拡大計画 

項目 2014 2025 2025 年以降 
学科数 5 5 7 
職員数 総数 102 141 220 

アカデミック職員小計 79 99 152 
教員数 78 88 126 
技師数 1 11 26 

事務職員小計 23 42 68 
学科付事務員 9 13 19 
学部付事務員 14 29 49 

学生数 1212 1600 4480 
部屋数 33 68 123 

教員用 5 30 43 
教室 18 20 52 
実験室 10 18 28 

出所：UNTL 工学部学長プレゼンテーション資料から 

 

また中期計画には下表に示す学部棟の拡充計画も含まれる。 

表 1-14 工学部棟案 
事務棟 教室・実験棟 

部屋名 
床 面

積 数 
床面 
積計 

収容 
人数 部屋名 

床面

積 数 
床面

積計 
収 容

人数 

1F 床面積小計   1,760   1F 床面積小計   3,000   

受付 60 1 60  実験室 120 5 600  

事務・教員室 240 1 240 10-20 人 研究プロジェクト実験室 120 5 600  

職員室（経理） 240 1 240 10-20 人 PC 室 120 5 600  

小会議室 120 1 120 50 人 数学実験室 120 1 120  

国際会議室 600 1 600 300-500 人 物理実験室 120 1 120  

印刷室 60 1 60  科学実験室 120 1 120  

書庫 60 1 60  小会議室 120 1 120 50 人 

備品室 120 1 120  セミナー室（大） 240 1 240 100 人

トイレ 50 2 100  印刷室 60 1 60  

廊下、階段等  160  書庫 60 1 60  

2F 床面積小計  1,660   トイレ 50 2 100  
受付 60 1 60  廊下、階段   260  
学部長室 60 1 60  2F 床面積小計   3,000   
副学部長室 60 4 240  教室 120 10 1200 50 人 
事務局 60 1 60 5-7 人 大教室 240 5 1200 100 人

客員教員室 60 1 60  E-Learning 教室 120 1 120  
学科長室 60 5 300  小会議室 120 2 240 50 人 
副学科長室 60 5 300  トイレ 50 2 100  
小会議室 60 1 60 50 人 廊下、階段   140  
大会議室 240 1 240 120 人 3F 床面積小計   3,000   
印刷室 60 1 60  教員室 120 15 1800 5 名 
書庫 60 1 60  図書室 700 1 700  
トイレ 60 1 60  セミナー室（大） 300 1 300 100 名

廊下、階段 50 2 100  トイレ 50 2 100  
床面積総計  3,480   廊下、階段   100  
    床面積総計   9,000   

出所：UNTL 工学部学長プレゼンテーション資料から 
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1.1.3 社会経済状況 

東ティモール経済は石油に大きく依存する。表 1-16 に実質 GDP の推移を示す。独立直

後の 2003 年には実質 GDP に占める石油産業の割合は 13.9%であったが、2007 年までに石

油産業は大きく伸びて実質 GDP は 4090 百万ドル（2003 年の 10.9 倍）となり、これに占

める石油産業割合は 83.8%にまで増加した。2007 年以降石油産業収入は安定する一方、非

石油産業 GDP は順調に伸びた結果、石油産業割合は 2012 年には 76.4%にまで減ってきた

が以前多いことには変わりない。 

表 1-15 東ティモール実質 GDP 推移 

項目 2003 2007 2008 2009 2010 2011 2012
GDP 合計（百万$) 374.4 4,090.0 4,582.9 4,257.3 4,215.5  4,630.6  4,889.6 

石油産業（百万$) 51.9 3,428.3 3,826.6 3,412.7 3,281.3  3,559.4  3,734.5 
非石油産業（百万$) 322.5 661.7 756.3 844.6 934.2  1,071.2  1,155.1 

非石油産業 GDP 伸率(%)  11.4% 14.3% 12.9% 9.5% 14.7% 7.8%
石油産業割合（％） 13.9% 83.8% 83.5% 80.2% 77.8% 76.9% 76.4%
出所：2007-2012 年は State Budget2015 Book1 Table 2.3.2.1.1.1 と Table 2.3.2.1.2.1 から、2003 年は State 
Budget205-06 Book1 Table3.1 から調査団作成 

 

非石油産業の GDP における内訳を図 1-5 に示す。非石油産業内では農林水産業が最も

GDP 割合が高く、次いで政府部門、卸売・小売業と続き、建設業は 7.3%と農林水産業の 3

分の 1 程度である。 

 
出所：State Budget 2013 Book1 Figure 2.3.2.2.2 

図 1-5 非石油産業の GDP 業種別割合（2010 年） 
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しかし業種別 GDP 伸率では表 1-17 に示すように、農林水産業は天候に左右されて増減

を繰り返し伸び悩む一方、建設業は順調に伸びている。2012 年に落ち込みはあったが、現

在も政府主導の大規模プロジェクトが多数26実施され、非石油産業ではインフラ産業が大

きな役割を果たしている。 

表 1-16 業種別 GDP 伸率 

項目 2007 2008 2009 2010 2011 2012
非石油産業 GDP 伸率平均 11.4% 14.3% 12.9% 9.5% 14.7% 7.8%

農林水産業 -3.3% 0.3% 8.1% -2.9% -17.9% 14.6%
建設業 94.3% 139.8% 50.0% 6.9% 52.7% -6.6%
卸売・小売業 8.6% 13.1% 8.5% 4.4% 4.2% 7.3%
政府部門 13.1% 5.7% 31.7% 13.1% 19.1% 11.0%
その他 9.0% 6.4% 9.5% 13.1% 6.4% 6.4%

出所：State Budget2015 Book1 Table 2.3.2.1.2.2 

 

農林水産業は非石油産業では国内最大産業であるが、表 1-18 に示す通り穀物の輸入依存

度は未だ 25%～30%台で推移している。国際連合食糧農業機関（FAO: Food and Agriculture 

Organization）（2011）27によると、2009 年時点で食糧自給をほぼ出来るレベルになってはい

るが、国内幹線道路の整備不足により地方の農作物が首都に輸送出来ずに輸入に頼る構造と

なっている。また 2010 年の国勢調査によると、総人口 106 万人、15～64 歳の労働可能人口

579,000 人のうち 278,032 人が就業し、うち 185,137 人（66.6%）が農林水産業に従事してい

る。非石油産業に占める農林水産業 GDP 比率は 21.4%、石油も含めた実質 GDP に占める農

林水産業 GDP 比率はわずか 4.7%であり、このわずかな GDP のために国内の 66.5%もの就業

者が従事しているにも関わらず、穀物も輸入に依存せざるを得ないのが同国の大きな課題で

ある。 

表 1-17 穀物の輸入依存度 

 2009-2013 平均 2013/2014 2014/2015 
国内生産 210,000 トン 188,000 トン 221,000 トン 
輸入 70,000 トン 88,000 トン 80,000 トン 
輸入割合 25% 32% 27% 
出所：FAO GIEWS Country Brief28から調査団作成 

 

また図 1-5 でも明らかなように、製造業は非石油産業 GDP 比率でも 3.1%、石油産業を

入れた実質 GDP 比率では 0.7%とほとんど育っておらず、生活用品のほとんどを輸入に頼

っている。このため、輸入超過が恒常化しており、これを図 1-6 に示す。 

                                                        
262015 年度で代表的なプロジェクトは、タシマネプログラム（島南岸にて、スワイ地区にサプライベース

建設、ベタノ地区に製油所の建設等複数のサブ・プロジェクトを包含し年間予算 3700 万ドル）、道路建

設年間予算 6000 万ドル、電化案件年間予算 5800 万ドル、庁舎建設年間予算 1700 万ドル、空港建設年間

予算 1900 万ドル等 
27 Timor-Leste and FAO Achievements and success stories  Page4 
28 http://www.fao.org/giews/countrybrief/country.jsp?code=TLS 



 

1-17 

 
出所：財務省 “External Trade Statistics Annual Report 2012” Chart3 

図 1-6 非石油製品の輸出入額推移 

製造業がほとんど成長していないため、輸入品目は図 1-3 に示すよう多岐に渡る。まず

はこれら輸入品の代替品の製造が望まれ、近年ようやく、飲料水やビール等の輸入品代替

製造がはじまった。2010 年時点の製造業従事者は 5,191 人（うち東ティモール人 4,909 人）

であるが、「JICA 公共支出による雇用創出効果に係る情報収集確認調査（2014）」では

2030 年の雇用を 67,000 人と見込んでいる。国内市場の輸入代替が進めば製造業は発展す

るので、創業ペースを速め、品質、生産性を向上していく必要がある。 

 

出所：財務省 “External Trade Statistics Annual Report 2012” Page7  

図 1-7 2012 年度の輸入品目上位 10 種 
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他方、輸出はコーヒーに大きく依存する。図 1-4 に輸出額に対するコーヒー輸出依存度

を示す。改善してきているが、2012 年時点でも 61%をコーヒーが占める。 

 

出所：財務省 “External Trade Statistics Annual Report 2012” Chart4 

図 1-8 輸出額に対するコーヒー輸出依存度（％） 

こうした非石油産業の脆弱性に起因する輸入超過を石油産業収入で補いながら、偏った

産業構造を改善するために人材育成が必要になっている。 

 

1.2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

(1) 無償資金協力の背景・経緯 

東ティモールは、2002 年に正式に独立したが、独立時の混乱により、教育機関施設を含

むインフラの 7 割以上が破壊・使用不可能となるなど甚大な被害を被った。2005 年に石油

基金発足後は石油収入により好調な経済成長を続け、それに伴い治安面も安定し、2012 年

に行われた総選挙が成功裏に終了した。これに伴い、1999 年から同国治安能力向上を支援
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実に重要な位置を占め、我が国も同学部への緊急無償(2001-2003)による施設リハビリ、技

術協力プロジェクト（2006-2010 及び 2011-2016）による工学部教官の能力向上と教育の質

向上に寄与してきた。他方、工学部は 2012 年に 3 年生から 4 年制に移行し、4 学科から 5

学科へ増設して量的に拡大してきたが、増員分を既存校舎に収容することが困難となって

いる。このような状況の元、UNTL 工学部の施設整備を行う無償資金協力の要請が日本政

府になされた。 

表 1-18 要請内容 

施設 ・校 舎 ３階建 計約 9,000 ㎡ 
(教室、教官室、会議室、プロジェクト研究室、自習室、精密機器用のクリーンルー

ム、恒温恒湿実験室、多目的室、講義室等)  
・図書館 ２階建て 計約 3,000 ㎡(図書室、閲覧室、事務室、閉架書庫、自習室、講堂) 

機材 ・施設に必要な機材(恒温恒湿システム、防塵システム等) 
・学部教育に必要とされる汎用機材(プロジェクター、スクリーン、ホワイトボード、

教室家具等の) 

 

(2) 無償資金協力の概要 

UNTL は戦略計画 2011-2020 にて 2020 年までに国際水準の大学となることを目標として

掲げ、その戦略の一つとして、施設面ではヘラキャンパスへの全学部移転による学習環境

改善を目指し、マスタープランを作成した上で、農学部や工学部一部施設の自己資金によ

る建設計画を進めている。 

本無償資金協力は「2020 年までに国際水準の大学となること」を上位目標とし、「工学

部の学習環境を改善すること」をプロジェクト目標とする。同目標達成のために、本無償

資金協力では、工学部の校舎を建設して教育機材の調達を行うことにより学習環境を改善

し、以て同国の経済発展に貢献する人材の輩出に寄与することを目的とする。 

 

1.3 我が国の援助動向 

1998 年の直接選挙後の争乱から多くの教育施設が焼失し大学教育が滞っていたが、2 学

校を統合した 5 学部の東ティモール国立大学（UNTL）が 2000 年 11 月に開校してから後、

わが国は同大学工学部への緊急無償をはじめ下表のように支援を継続して行っている29。 

表 1-19 東ティモール国立大学（UNTL）への我が国の支援実績30 
案件名 期間 形態 規模 プロジェクト目標 

東チモール大学工学部設立計

画 
2001-2003 緊急無償  

工学部の施設復旧と機材

供与 

東ティモール大学工学部支援

プロジェクト 
2006-2010 技術協力 2.90 億円 

工学部教官の基礎的指導

能力向上 

太陽光を活用したクリーンエ

ネルギー導入計画 
2010-2011 無償資金協力 5.00 億円 

UNTL、小学校及び教育省

に、太陽光発電装置設置 

東ティモール国立大学工学部

能力向上プロジェクト 
2011-2016.3 技術協力 3.59 億円 

工学部教官強化及び組織

強化 

出所：調査団作成 

                                                        
29 これ以外にも長期・短期専門家の派遣や長期研修員の受入れなど実施。 
30 UNTL 以外の教育セクター支援では、小中学校再建計画（2004-2006、無償資金協力、5.28 億円）や草

の根無償資金協力による小学校校舎改築や職業訓練センター建設、青年海外協力隊派遣などがある 
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1.4 他ドナーの援助動向 

下表に、他のドナー国、国際機関の大学教育分野への援助動向を示す。 

表 1-20 他のドナー国、国際機関の援助動向 

実施年度 機関名 案件名 金額 援 助

形態 
概要 

2003 年-現在 キューバ政府 保健プログラム 不明 無償 保健科学部に教員を派遣し、学生

に直接講義を実施 

2011-現在 NZAID 公務員英語訓練 不明 無償 UNTL 教員を含む政府職員に対

して NZ 本国での短期語学留学 

2001-現在 NZAID 留学奨学金 不明 無償 対象はオープン。UNTL 学生・

教員も応募可能。年間 15 人。 

2014-2019 豪州政府 Australian Award 
Timor-Leste Program 

不明 無償 UNTL 学生への国内補助金。

200 名。 

2012-2015 豪州政府 教育のためのグロー

バル・パートナーシ

ップ (GPE) マネージ

メント強化プロジェ

クト 

不明 無償 国家教育戦略計画(NESP)作成を

通じた教育省職員能力開発 

2015 から 米国国務

省教育文

化局 

フルブライト修士学

生奨学金プログラム 
不明 無償 対象はオープン。UNTL 学生・

教員も応募可能。 

毎年 米国国務

省教育文

化局 

米国-東ティモール学

部留学奨学金プログ

ラム (USTL) 

不明 無償 対象はオープン。UNTL 学生は

応募可能。 

2017 年まで USAID ヒラリークリントン

留学奨学金 
不明 無償 学部生への奨学金。新規受付終

了 

2009-現在 カ モ ン イ ス 言

語・国際協力機

構(ポルトガル） 

留学奨学金 不明 無償 UNTL 学生 40 名を対象に留学

のための奨学金支援 

2001-2016 カ モ ン イ ス 言

語・国際協力機

構(ポルトガル） 

短期語学・文化留学

奨学金 
不明 無償 対象はオープンで UNTL 学生も

応募可能。 

毎年 ポルトガル政府 UNTL ポルトガル語

研究センター支援 
不明 無償 研究所運営資金の支援 

毎年 ポルトガル政府 留学及び国内奨学金 不明 無償 留学奨学金の対象はオープン。 
出所： Aid Transparency Portal31、各機関ヒアリング（米国大使館、ニュージーランド大使館、オーストラリ

ア大使館、ポルトガル大使館、UNTL 学外協力課）を元に調査団作成 

                                                        
31 https://www.aidtransparency.gov.tl/ 
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第2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2.1 プロジェクトの実施体制  

2.1.1 組織・人員 

東ティモール国立大学（UNTL）は独立大学法人であり、国家予算においても教育省と

は 2013 年から明確に分かれているが、1.1.2 節(2)で記したように未だ教育省の影響も大き

いため、教育省組織の中でも UNTL への関わりのある高等教育グループの組織を特に記載

する。 

 

(1) 教育省組織 

教育省は、就学前・基礎教育グループ、中等教育グループ、高等教育グループ、管理グ

ループ（総務、経理、調達等）、生涯教育グループ、地域事務所グループ（州、各郡）国

立教員研修・教育機関（INFOROPE: National Institute for Training of Teachers and Educational 

Professionals）、国立大学評価認証局（ANAAA）から構成される。この中で高等教育グル

ープの組織図を図 2-1 に示し、各課の役割概要を表 2-1 に記す。 

 

出所：教育省高等教育部長 

図 2-1 高等教育グループ組織図 

 

表 2-1 高等教育グループ内各課役割 

課名 役割概要 
大学高等教育課 国立私立を問わず、全ての大学の許認可に関わる政策の実施。 
技術高等教育課 国立私立を問わず、全てのポリテク機関の許認可に関わる政策の実施。

また公立ポリテク校（4 校）の設立も担当する。 
高等教育カリキュ
ラム課 

高等教育機関（大学、ポリテク等）の教育方針実施を保障する業務。
例えば認証に関する業務の実施や奨学金調整など。 

科学技術課 海外留学奨学生の手続き関連及び、国内の大学最終学年生の補助金業
務。また卒業生の活用と経済成長への科学技術活用計画 

国立科学技術機関 精密科学・自然科学・人文科学・倫理学・技術革新に関する研究・出版
に関する業務。 

出所：教育省（Organic Decree Law of the Ministry of Education, 6/2013, may 15） 
 

高等教育・科学担当副大臣 

高等教育部長 

国立科学技

術機関 

大学高等教

育課 

技術高等教

育課 

高等教育カリ

キュラム課 

科学技術課 



 

2-2 

(2) 東ティモール国立大学（UNTL）全学組織 

本プロジェクトの主要実施機関である UNTL の組織図を図 2-2 に示す。学長の下に副学

長が 7 名おり、それぞれ①大学院・研究、②アカデミック、③大型プロジェクト、④学外

協力、⑤カウンセリング、⑥学生、⑦内部監査の役割を担うと共に、それぞれの担当課の

長でもある。この中で本プロジェクトと特に密接な関わりがあるのが③大型プロジェクト

課である。同課は UNTL の実施する大型インフラ案件の計画・進捗管理をしており、工学

部や農学部の施設建設も同課が管理する。 

施設・機材の修理予算は管理部に配賦されており、各学部には予算配賦はない。しかし

管理部のみで修理承認は出来ず、管理部部長と学長の合議により決定される。実務は搬

送・ロジ課による各学部要望取り纏め、計画財務課による予算割当、調達課による入札に

役割分担がされている。 

 

 
出所：UNTL 予算書及び UNTL 管理部での聞き取りにより調査団作成 

図 2-2 東ティモール国立大学（UNTL）組織図 

 

学長 

運営協議会 

規律協議会 

7 学部（農学、工学、保

健、教育、経済、法、社会

科学・政治） 

総協議会 

アカデミック評議会 

文化協議会 

学生部 

国立研究センター 

テトゥン語研究センター 

搬送・ロジ課

人材課

調達課

計画財務課

情報技術課

管理部 

各協議会 

ポルトガル語研究センター 

ジェンダー研究センター 

平和構築・社会学センター 

哲学科 

学生履修課

図書課 

副学長(カウンセリング)

副学長(学生)

副学長(大型プロジェクト)

副学長(学外協力)

副学長(内部監査)

副学長(大学院・研究) 

副学長(アカデミック)

カウンセリング課 

大型プロジェクト課 

学外協力課 

大学院・研究課 

アカデミック課 

内部監査課 

学生課 



 

2-3 

(3) 工学部組織 

工学部は電気電子工学科、土木工学科、機械工学科、情報工学科、地質石油工学科の 5

学科32を有し、これを学部長下に副学部長 4 名、各学科の学科長・副学科長が運営する。

本学組織と異なり、学部組織におけるこれら管理職は、教員として講義も担当する。副学

部長 4 名はそれぞれ①アカデミック、②事務、③学生、④学外協力・研究の役割を担い、

特に①アカデミックが教育の質を担当33するため本プロジェクトによる教育環境改善とも

関係が強い。開校時からの伝統的 3 学科（電気電子工学科、土木工学科、機械工学科）は

ワークショップ（実験室）を所有し管理者が機材管理をしている（修理責任はない）。 

 

 
出所：UNTL 工学部長プレゼンテーション資料より調査団作成 

図 2-3 工学部組織図 

(4) 図書組織 

図書課は中央図書室と 7 学部それぞれにある学部付図書室とに分かれ、中央図書室が統

括する。中央図書室は室長以下 9 名の職員（総務、秘書、図書分類、索引、回覧、参考文

献等）が所属する。学部付図書室で勤務する職員は 7 学部計 30 名であり、うち工学部は 5

名である。 

豪州 2 大学（メルボルン大学とビクトリア大学）からの支援を受けて、①図書課全職員

の研修（海外 3 名含）、業務分掌作成、カタログ作成をし、また図書貸出管理用 PC アプ

リケーション（ATHENA Library System）も導入している。同システムにはバーコード管

理システムもあったが故障し、現在はデータを手入力している。また各学部付図書室と中

央図書室をオンラインで繋ぎデータの一元管理をすべきところ、実現されておらず、各学

部付図書室で保存している。各図書室は同一のアプリを利用している。 

                                                        
32電気電子工学科、土木工学科、機械工学科は 2000 年開校時から UNTL で開設した。情報工学科は 2010
年まではポルトガル系大学サテライトキャンパスとしての位置付けであったが 2011 年から UNTL に合併

され、それを機にポルトガル教官の派遣が終了した。地質石油学科は 2012 年から新設された。同学科の

教員は、2008 年から開始された海外留学奨学金による修士号習得者である。。 
33 カリキュラム開発、卒業研究ガイドライン、自習の位置づけ、教員一人当たり学生数の管理、教員用奨

学金関与など質に関して幅広く担当 

学部長

副学部長 4 名（①アカデミック、②事

務、③学生、④学外協力・研究） 

学部秘書室 管理課 

地質石油学科 

情報工学科 

電気電子工学科 

土木工学科 

機械工学科 
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2.1.2 財政・予算 

(1) 政府予算 

政府予算は省庁経常予算(CFTL: Consolidated Fund Timor-Leste)、人材育成基金（HCDF: 

Human Capital Development Fund）、インフラ基金（IF）Infrastructure Fund）に大別される。

政府予算とドナー資金推移を表 2-2 に示す。省庁経常予算には車輛購入費などの小額資産

購入費も含まれる。 

表 2-2 政府予算推移34（m$） 

予算 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 

政府予算小計(a) 1,095.9 1,197.5 1,081.5 1,500.0 1,570.0 2,046.1 1,990.8 1,777.7 1,569.9

CFTL 604.7 789.3 836 1091.4 1103.9 1148.1 1194 1241.7 1291.4

HCDF 16.8 32.2 34.5 40 32.1 44 44 45 45

IF(ローン除) 474.4 376 204.7 337.5 364 659.6 617.3 331.1 183.5

ローン   6.3 31.1 70 194.4 135.5 159.9 50

ドナー資金(b) 283.9 253.6 260.3 242.8 165.5 75.9 21.5 6.2 1.9

合計(a+b) 1,379.8 1,451.1 1,341.7 1,742.8 1,735.5 2,122.0 2,012.2 1,783.9 1,571.9
出所：2013～2019 年は State Budget2015 の Book1 から、2012 年は State Budget2014 の Book1 から、2011
年は State Budget2013 の Book1 から調査団作成 

 

(2) 教育省・UNTL 経常予算 

2012 年度までは UNTL は教育省予算内に組み込まれていたが、独立大学法人化に伴い

2013 年度予算からは教育省からは独立した予算編成となっている。表 2-3 に、教育省と

UNTL の経常予算を示す。2014 年度までは実績を、2015 年度以降は予定額である。2015

年度に一時的に教育セクター全体での落ち込みがあるが、教育省及び UNTL 共に増加傾向

である。また UNTL の経常予算が 2011 年度から 2012 年度に倍増しているが、これは

UNTL の質向上のために教員給与を引き上げたためである。 

表 2-3 教育セクター経常予算推移（US$’000） 

組織 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 

教育省 59,704 66,406 76,682 116,528 99,866 103,861 108,015 112,336 116,829

UNTL 5,320 10,548 9,589 14,889 14,485 15,064 15,667 16,294 16,945

合計 65,024 76,954 86,271 131,417 114,351 118,925 123,682 128,630 133,774
出所：2013～2019 年は State Budget2015 の Book4 から、2012 年は State Budget2014 の Book4 から、2011
年は State Budget2013 の Book4 から調査団作成 

 

(3) 教育分野インフラ基金（IF）予算 

表 2-4 には教育セクターのインフラ基金予算推移を示す。UNTL 予算は、農学部と工学

部のマスタープラン作成、農学部・工学部の設計、ベタノの工学部ポリテクニック校舎修

繕費用にこれまで活用されてきており、2015 年度の予算は保健科学部校舎建設費用である。

今後は農学部校舎建設等に活用予定である35。 

                                                        
34 2011 年度～2013 年度は確定数値、2014 年度は暫定確定、2015 年度～2019 年度は予定 
35 State Budget 2015 Book 6 page 15 “The construction of two faculties at the national University is proceeding and 

$2.0 million has been allocated in 2015.”及び、インフラ部へのインタビュー 
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表 2-4 教育セクターのインフラ基金予算推移（US$’000） 

項目 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 

教育省庁舎建設      300 4,500  8,500  1,500 

教育省学校建設 444  1,434  4,634 4,252 5,962 34,707 37,707  15,657  5,500 

UNTL 0  1,126  1,155 1,498 2,000 8,000 10,000  10,000  6,000 

合計 444  2,560  5,789 5,750 7,962 43,007 52,207  34,157  13,000 
出所：2014 年度～2019 年度は State Budget2015 の Book6 から、2013 年度は State Budget2014 の Book6 か

ら、2012 年は State Budget2013 の Book6 から、2011 年度は State Budget2012 の Book6 から調査団作成 

 

(4) 人材育成基金（HCDF）予算内訳 

人材育成基金（HCDF）は教育省管轄として 2011 年に発足、2015 年 2 月から計画・戦略

投資省に変更された。表 2-2 に示した通り 2015 年度の HCDF 予算は 32.1m$、政府予算内

割合は 23.2%である。2015 年度に一度落ち込みがあったが、2016 年度以降の予算は

44m$に回復予定である。HCDF は職業訓練、公務員を対象とした技術研修、奨学金・学費

補助、その他の 4 種に大別される。4 種の予算規模推移を表 2-5 に示す。 

表 2-5 HCDF 内費目別予算推移（m$） 

予算 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

職業訓練 4.0 8.3 6.1 10.0 10.1 15.4 15.4  15.9  15.9 

公務員を対象とした技術研修 0.3 0.7 1.4 4.5 3.8 7.3 7.3  7.7  7.7 

奨学金・学費補助 11.7 16.1 17.7 22.6 15.9 17.3 17.3  17.4  17.4 

その他 0.9 7.1 9.4 2.9 2.2 3.9 3.9  4.0  4.0 

合計 16.8 32.2 34.6 40.0 32.0 43.9 43.9  45.0  45.0 
出所：State Budget2015 の Book6 から調査団作成 

 

このうち、奨学金・学費補助が大学教育分野と関係する。奨学金・学費補助の対象は全

国民であり、2014 年度は本資金を受けた 3900 名が 16 カ国 58 分野で学習した。予算配賦

及び募集は省別に行い、９割程度は教育省に配賦されている。その他、石油・天然資源省、

財務省、保健省等へ予算配賦され、各省で優先分野を決め募集している。UNTL 工学部地

質・石油学科の教員は全員本奨学金によりポルトガルで学位を取得し教員となった。表 2-

6 に奨学金の内訳を示す。語学習得も同時に出来るポルトガルが多いのが特徴である。 

 

表 2-6 奨学金費目の内訳推移 

項目 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

奨学金：フィリピン用 1,037 1,560 1,378 565 1,120 1308 1308 1308 1308

奨学金：ポルトガル用 2,092 3,463 3,532 3,732 1,250 1500 1500 1500 1500

奨学金：インドネシア用 2,218 1,189 1,366 97 90 150 150 150 150

奨学金：豪州用 2,389 1,415 575 314 - - - - -

奨学金：インド用 58 90 25 1,515 - - - - -

補助金：インドネシア、豪州、ポル

トガル 
263 179 39 300 3,079 1800 1800 1800 

圃場金：国内用 2,567 2,397 2,431 300 400 500 500 500 500

共同奨学金 (中国、マカオ他) 167 1,209 509 178 80 250 250 250 250

奨学金（タイ、英国、豪州、インド

ネシア他) 
154 760 2,244 900 1200 1200 1200 1200

受領者モニタリング・新規大学調査 113 252 252 387    
出所：内訳は、2013～2019 年は State Budget2015 の Book6 から、2012 年は State Budget2014 の Book6 から、

2011 年は State Budget2012 の Book6 から 
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(5) UNTL 経常予算内訳 

表 2-7 には UNTL の経常予算の推移を示す。2015 年度の UNTL 予算は総額$14,485,000

である。このうち、人件費が$6,697,000、事業費が$2,940,000、主に大学院の外部講師委託

費に$3,974,000、小額資産購入に$174,000 である。施設機材維持管理費は$117,000 である。

2011 年から 2012 年に人件費が約倍増しているが、大学の質向上を目的として給料を増額

した結果である。 

表 2-7 UNTL 運営予算推移（US$’000） 

 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

人件費 2,674  6,616 6,713 6,697 6,697 6,965 7,243  7,533  7,835 

給料 2,674  6,601 6,683 6,639 6,616 6,881 7,156  7,442  7,740 

超過勤務手当  15 30 58 81 84 88  91  95 

事業費 1,705  3,128 2,726 5,233 2,940 3,058 3,180  3,307  3,439 

国内旅費 65  102 228 200 160 166 173  180  187 

海外旅費 65  204 129 100 140 146 151  157  164 

訓練ワークショップ費 16  26 16 997 200 208 216  225  234 

公共料金 152  124 128 405 293 305 317  330  343 

車輛燃料費 44  124 215 294 313 326 339  352  366 

車輛維持管理費 18  37 52 82 80 83 87  90  94 

車輛借用・保険他 - - - - - - - - -

文房具・事務消耗品等 97  110 195 197 197 204 213  221  230 

運営資機材 56  277 256 913 112 116 121  126  131 

発電機燃料費 31  47 10 5 5 5 5  6  6 

施設機材維持管理費 12  384 26 434 117 121 126  131  136 

運営経費 312  227 242 500 186 193 201  209  218 

専門業務外注 526  921 841 622 897 933 970  1,009  1,049 

翻訳費 7  - - 10 10 10 11  11  12 

雑費 301  544 387 474 231 240 250  260  270 

外部講師委託費 - - 0 2,205 3,974 4,133 4,298  4,470  4,649 

小額資産購入費 940  804 150 254 174 181 188  196  204 

車輛購入費 693  366 18 64 - - - - -

IT インフラ購入費 - 21 15 28 12 12 13  13  14 

保安機器購入費 5  11 - - - - - - -

通信機器購入費 21  3 - 1 - - - - -

その他機器購入費 3  32 66 137 125 130 135  141  146 

家具購入費 48  263 - 6 35 36 38  39  41 

事務機器購入費 96  105 50 18 2 2 2  2  2 

発電機購入費 74  - - - - - - - -

水道関連購入費 1  4 - - - - - - -

資産購入 - - 0 500 700 728 757  787  819 

建築物資産 - - - 500 700 728 757  787  819 

総額 5,320  10,548 9,589 14,890 14,485 15,064 15,667  16,294  16,945 
出所：2013～2019 年度は State Budget2015 の Book4 から、2012 年度は State Budget2014 の Book4 から、

2011 年度は State Budget2013 の Book4 から調査団作成 
 
表 2-8 に、2015 年度の事業費$5,223,000 の各部署への振分を記す。UNTL 全体の施設・機

材の修理を全て担当する搬送・ロジ課が予算全体の 31.7%を振り分けられている。工学部

は学部の中では教育学部に次いで多い 2.7%を占める。また図書課は 4.9%と学部と比して

も多いが、これは$254,000 中$200,000 を図書購入費に充てているからである。 
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表 2-8 事業費の各部署への振分内訳 

分類 部署 
金 額
(US$’000) 割合(%) 金額(US$’000) 割合(%) 

運営 

学長室 1,271 24.3%

1,941 37.1%

副学長（大学院・研究課） 60 1.1%
副学長（学生課） 80 1.5%
副学長（アカデミック課） 310 5.9%
副学長（学外協力課） 50 1.0%
副学長（内部監査） 60 1.1%
副学長（大型プロジェクト課） 60 1.1%
副学長（カウンセリング課） 50 1.0%

管理 

計画財務課 56 1.1%

2,255 43.1%

調達課 34 0.6%
搬送・ロジ課 1,659 31.7%
人材課 100 1.9%
情報技術課 85 1.6%
学生履修課 67 1.3%
図書課 254 4.9%

学部 

教育学部 150 2.9%

780 14.9%

経済学部 100 1.9%
農学部 140 2.7%
法学部 40 0.8%
社会科学・政治 100 1.9%
保健学部 110 2.1%
工学部 140 2.7%

センタ
ー 

国立研究センター 100 1.9%

257 4.9%

テトゥン語研究センター 75 1.4%
哲学科 30 0.6%
ジェンダー研究センター 17 0.3%
平和構築・社会学センター 20 0.4%
ポルトガル語研究センター 15 0.3%

  5,233 100.0% 5,233 100.0%
出所：UNTL 計画財務課 

 各学部への予算配賦は 2013 年度から始まり、それまでは各学部への予算配賦はなく、申

請制であった。表 2-9 に、哲学科を除く各学部の 2013 年度と 2014 年度の予算とその伸び

率、及び学生一人当たりの予算36を示す。学生一人当たり予算は、コストの高い理系（保健、

農、工）と低い文系（経済、社会科学・政治、教育）で明確に分かれている。法学部のコ

ストが高いのは、学生数が少ないためにオーバーヘッドコストが高いことが原因と推察さ

れる。工学部予算の前年比伸び率は 56%であり、平均の 44%より高い。 

表 2-9 各学部予算と学生一人当たり予算 
学部 2013 年度予算

(US$’000) 
2014 年度予算
(US$’000)

前年比伸率(%) 2015 年度学生
人数

学生一人当た
り予算($) 

法学部 30 40 33% 249 161 
保健学部 60 110 83% 824 133 
農学部 90 140 56% 1182 118 
工学部 90 140 56% 1201 117 
経済学部 70 100 43% 1519 66 
社会科学・政治 77 100 30% 1651 61 
教育学部 125 150 20% 3400 44 
合計 542 780 44% 10,026 78 
出所：調査団作成 

2.1.3 技術水準 

機材利用は工学部各学科教員が行うが、修士号取得率 64％であり、供与機材を活用して

の実験・実習及び維持管理について問題はない。また各学科ワークショップには機材の管

理をする担当教員が任命されており、管理責任が明確化されている。修理予算は工学部に

は配賦されておらず全学一元管理されているが、施設・機材共に維持修理申請プロセスは

                                                        
36 2014 年度の予算を 2015 年度の学生人数で除しており、目安である。 
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定型化されており、予算配賦も 2015 年度は 117,000US$となり、予算も十分配分されてい

る。修理は民間委託されるため、同国内で修理の難しい機材については修理可能国及び製

造会社のリスト供与が必要である。 

 

2.1.4 既存施設・機材 

（１）既存 UNTL 工学部キャンパスの状況 

本計画サイト候補地は、ヘラキャンパスマスタープランの 1J、1F 区画にあたる。いず

れも廃墟となった構造物が残存していたが、UNTL により取り壊された。 

工学部キャンパスの現況は次図の通りである。 

図 2-4 UNTL 工学部 キャンパスの現況 
 

既存工学部キャンパス内には廃屋が多く、良好な環境ではない。また、現在供用されて

いる既存学部施設も老朽化や維持管理の問題より損傷している箇所が少なくない。UNTL 工

学部の既存施設の現況を次表に示す。 
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表 2-10 UNTL 工学部 既存施設の現況 

所属 番
号 主な機能 概要 設立/

改修年
資金 

UNTL 

1 教室 2 階建、一部屋根に損傷が見られる 2003 日本
2 職員室 2 階建、プレハブ建物 2012 UNTL

3 機械工学実習室及び
教室 1 階建（一部ロフト） 2003 日本

4 土木工学実習室及び
教室 1 階建（一部ロフト） 2003 日本

5 電気電子・情報工学
実習室及び教室 1 階建（一部ロフト） 2010 UNTL

6 研究室（太陽光発
電） 1 階建、プレハブ建物、日本の自衛隊が供与 2008 日本

7 ミーティング室 1 階建、プレハブ建物、日本の自衛隊が供与 2008 日本

8 清掃会社事務室 1 階建、プレハブ建物、日本の自衛隊が供与 2008 日本

9 清掃会社事務室 1 階建、プレハブ建物、日本の自衛隊が供与 2008 日本

10 食堂 1 階建、集会にも使用 2003 日本

11 学生寮 
計 4 棟のうち、2 棟を簡易に改修し、1 階のみ使用
している。（寮生約 65 名）残りの 2 棟は改修工事
中（2015 年完成予定、収容人数 192 名）

2010 
2011 

UNTL

12 職員住宅  

石油 
天然 
鉱物省 

13 地質研究所 1 階建 2008 
豪州
（建
屋）

14 

石油地質研究所
（Institute of 
Petroleum and 
Geology）建設用地 

現在 IPG はディリに立地 
2016 年にサンプル貯蔵庫建設予定  

出所：調査団作成 
 

（２）既存大学施設の状況 

現状の工学部の主要な施設は、1 棟の教室棟（建物番号 1）、1 棟の仮設職員室棟（建物

番号 2）3 棟のワークショップ棟（建物番号 3～5）、1 棟の食堂棟（建物番号 10）で構成

されている。 

教室棟（建物番号 1）は主に 1 学年の一般教養に使用され、2～4 学年は、それぞれ専門

のワークショップ棟で授業と実習を行っている。なお、地質石油工学については、専用

のワークショップがなく、教室棟に顕微鏡が置かれた準備室が 1 室あるのみである。必

要に応じて、地質研究所に協力依頼することで、同研究所を利用可能な場合があるが、

使用を拒まれることもあり、規定の実習を実施することができない場合がある。 

教室数に関しては、2003 年の緊急無償当時から、学科数、生徒数の増加に伴い、以下の

措置が講じられている。 

1) 電気電子・情報ワークショップ棟（建物番号 5）の改修 

2) ワークショップ棟の実習スペースの一部を教室として使用 

3) 教室棟（建物番号 1）の教室は 25 人/クラスで計画されていたが、机を追加し、

2人掛け机を 3人掛けとして使用することで収容人数を増加 

4) 教室棟にあった教員室を、仮設職員室棟に移し、教室数を増加 

このなかで 2)で暫定利用している教室は、廊下やその他実習スペースとひと続きとなっ

ており、学習空間として適当と言い難い。3)については、大学側の今後の生徒数拡大計

画を勘案すると、容量的に不足がある。また、4)の仮設職員室棟は、あくまで一時的利

用を前提に計画されたものであり、長期的使用には、環境性能、構造的安全性の観点で

不適であるといった問題がある。 
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UNTL 工学部の既存施設の各室の現状は下表の通り  

表 2-11 UNTL 工学部 既存施設の概要 
番号 建物名 階数 室名 ㎡*1) 備考 

1 
教 
室 
棟 

1 階 

教室 1 40 数学：机 12 台(2 人掛け) 
教室 2 45 テトゥン語：机 12 台(2 人掛け) 
教室 3 40 机 12 台(2 人掛け) 
教室 4 40 ポルトガル語：机 12 台(2 人掛け) 
教室 5 45 物理：机 12 台(2 人掛け) 
教室 6 40 机 12 台(2 人掛け) 
教室 7 40 机 12 台(2 人掛け) 
教室 8 45 机 12 台(2 人掛け) 
教室 9 40 机 12 台(2 人掛け) 
倉庫 35   
倉庫 35   
便所 20 学生用 

2 階 

教室 10 75 地質石油工学教室：机 24 台(2 人掛け) 

準備室 35 地質石油工学準備室 

コンピュータ室 75 PC40 台 
太陽光パネルシステム監視室 35 PC1 台 
事務室 50 技術協力プロジェクト事務室 
倉庫 50   
図書室 100 蔵書数：6,566 冊（卒業論文を除く） 
会議室 55 20 席 
サーバー室 25   
便所 20   

2 

仮 
設 
職 
員 
室 
棟 
 

1 階 

講師室（機械学科） 30 9 ブース 
講師室（土木学科） 30 9 ブース 
講師室（電気・電子学科） 30 9 ブース 
講師室（情報工学科室） 30 9 ブース 
講師室（地学科） 30 9 ブース 
講師室（一般科目） 30 9 ブース 

2 階 

学部長室 30   
事務室 1 30 副学部長、秘書 
事務室 2 30 副学部長 I、II 
事務室 3 30 職員 6名 
事務室 4 30 職員 9名 
会議室 30   

3 

機 
械 
工 
学 
ワ 
｜ 
ク 
シ 
ョ 
ッ 
フﾟ 
棟 

 

1 階 

実習室 1 515   
実習室 2 120   
材料室 50   
教室スペース 315 机 65 台(2 人掛け)、教室に適さない。 
製図室 1 65 製図台：24 台 
講師室 50 講師 2名 
実験室 1 30 振動実験室 
コンピュータ室 1 65 パソコン 20 台 
講師室 15 講師 1名 
講師室 80 講師 6名 
倉庫 30 貸出用の器具や備品の保管庫 
倉庫 50
便所   女子トイレの便器が一か所故障している 

2 階 プレゼンテーション室 80 椅子 49 脚、教室に適さない。 

4 

土 
木 
工 
学 
ワ 
｜ 
ク 
シ 
ョ 
ッ 
フﾟ 
棟 

1 階 

実習室 340
水理、土質、構造用実習スペースに分かれ
ている。 

教室 120 机 31 台(2 人掛け) 
教室スペース 100 机 27 台(2 人掛け)、教室に適さない。 
講師室 55 講師 12 名、会議室スペースを含む 
倉庫 35 測量機材倉庫 
実験室 55 土質実験用、21 席 
コンピュータ室 55 パソコン 22 台 
材料室 35 材料実験室及び倉庫 
倉庫 40   

便所 55
女子トイレの手洗い器が一か所故障し
ている。ブースが一か所使用不可。 

2 階 教室 80 椅子 49 脚、教室に適さない。 

5 
電 
気 
電 

1 階 
教室 1 160 机 54 台(2 人掛け) 

教室スペース 120 机 44 台(2 人掛け)、教室に適さない。
教室 2 80 机 33 台(2 人掛け) 
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番号 建物名 階数 室名 ㎡*1) 備考 
子 
工 
学 
ワ 
｜ 
ク 
シ 
ョ 
ッ 
フﾟ 
棟 

実習室スペース 120 作業台 10 台(4 人掛け) 
実習室 1 60
実習室 2 80 電気基礎
コンピュータ室 1 80 電気電子工学用。パソコン 24 台 
実験スペース 80 送電実験設備
倉庫 20 実習室 3に隣接 
講師室 25 講師 1名（ソーラーパネル研究室）
実験室 30 講師 1名（風力発電風力発電研究室）
管理用スタッフ室 40 職員 1名
コンピュータ実習室 80 情報工学用。パソコン 25 台 
教室 3 55 情報工学用教室。 
準備室 25
教室 4 60 情報工学用教室
講師室 10 講師 1名（雷研究室） 
プレゼンテーション室 60
生徒会室 5
便所 1 35
便所 2 30

2 階 
講師室 55 電気電子工学用
会議室 50

6 
ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ
小屋 1 

1 階 実験室 50 ソーラーパネル研究室 

7 
ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ 
小屋 2 

1 階 会議室 50   

8 
ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ 
小屋 3 

1 階 事務室 50 清掃会社用（外注） 

9 
ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ 
小屋 4 

1 階 事務室 50 清掃会社用（外注） 

出所：調査団作成 

（３）既存 UNTL 工学部機材の状況 

既存 UNTL 施設の現有機材の状況を以下に示す。 

表 2-12 現有機材の状況 

出所：調査団作成 

施設名 現有機材の状況 
機械工学科 
ワークショップ棟 

入口近くに自動車分野のカットモデル等の実習機材、奥のワークショップに
機械加工実習機材が設置されている。ワークショップには普通旋盤、フライ
ス盤、形削り盤、平面研削盤、各種ボール盤、折曲げ機、切断機、溶接機等
があり、一通りの機材は揃っているものの、2003 年の緊急無償で整備された
機材も多く、故障したまま放置されている機材も散見される。他に製図室
（製図器 24 台）、主に研究用として使用されている FFT アナライザー等が設
置されている振動実験室、5kN 小型万能試験機等がある材料実験室、コンピュ
ータ室（22 台）等がある。

土木工学科 
ワークショップ棟 

ワークショップは傾斜水路等が設置されている水理エリア、3 軸試験機等が設
置されている土質エリア、コンクリート試験エリアの 3 つのエリアに分かれ
ている。他にセオドライト等の測量機材の収納庫、直接せん断試験機等が設
置されている土質実験室、コンピュータ室（21 台）等がある。殆どの機材が
支障なく稼働できる状態であるが、実習における活用度合は機材によりばら
つきがある。コンクリート試験エリアには構造物試験装置（200kN ジャッ
キ）、油圧圧縮試験機（1000kN）があり、主に研究用に使用されている。 

電気・電子工学科 
ワークショップ棟 

情報工学科と同じ建物を共用している。一般実習エリアの他、トランスミッ
ション実習エリア、電気設備実習エリア、太陽光発電装置エリア、落雷放電
実習エリア（2 階）、PC 室（25 台）等がある。オシロスコープ、マルチメー
ター等の測定機器、半導体等の組み立て実習用部材は、倉庫内のキャビネッ
トに収納されている。2003 年の緊急無償整備機材、技プロ供与機材、大学予
算で購入した測定機器等が混在しており、機種より正常に動作する機材台数
に差異がある。 

情報工学科 
コンピュータ実習
室 

電気・電子工学科のワークショップ棟の一部を間借りしている。情報工学科
に所属する部屋は教室 2 室、コンピュータ室（25 台）1 室の計 3 室のみであ
る。大学予算で購入した PC が 50 台あるが、設置スペースがないため、25 台
のみが使用されている。他に実習機材はない。

地質・石油工学科 
準備室 
（顕微鏡設置） 

地質・石油工学科に所属する部屋は教室 1 室とそれに隣接する準備室のみで
ある。機材は準備室に顕微鏡が 2 台あるのみで、他にはない。実習は大学の
敷地内にある石油地質研究所の実験室を借りているが、自由に使用できず制
約が大きい。 



 

2-12 

2.2 プロジェクトサイト及び周辺の状況  

2.2.1 関連インフラの整備状況 

（１）電力供給 

キャンパス南側道路沿いの送電線から特別高圧 20,000V の電気を引込んでいる。「太陽光を

活用したクリーンエネルギー導入計画」において、受電変圧器 200KVA は 400KVA に変更され、

250kW の太陽光発電システムと系統連携されている。  

2003 年の緊急無償で整備された建物への電力供給について は、当時の設備を継続利用してい

る。2010 年に UNTL によって改修された電気・情報工学ワークショップ棟へ の電力供給は、

既設変電室より地中埋設で建物に引き込んでいる。  

既存の電気室に設置されている自動電圧調整器（AVR）は故障しているが、電圧調査の結果、

標準電圧（400V/230V)から最大電圧が+3.2％、最低電圧は -3.9％と確認されており、変動

率が±5％以内であることから、電圧は安定している。 

電力供給設備に、稼働状況、容量に特に問題は 見られなかった。  

・非常用発電 

2003 年の緊急無償で、教室棟に 20kVA、機械工学ワークショップ棟に 9kVA、土木工学ワ

ークショップ棟に 9kVA の発電機が整備されたがいずれも故障している。2010 年の UNTL

による改修工事で、教室棟、電気電子・情報工学ワークショップ棟に発電機が設置され

ているが、教室棟のものは故障が確認されている。 

 

（２）通信 

2003 年の緊急無償で主要な建物と警備員室をつなぐインターフォンが設置されたが故障

しており、この他に固定電話網はない。 

インターネットについては、UNTL は合計 50ＭＢの容量で、TELKOMCEL 社と契約しており、

ディリ市内の本部棟と、教育学部、経済学部、社会・政治学部、保健学部、工学部、中

央図書館をネットワーク接続し、各学部の容量上限を定め、運用している。 

工学部には本部棟から無線接続によって 10ＭＢの容量が割り当てられている。 

工学部キャンパスでは、高架水槽頂部に大学本部との接続用の受信アンテナが設置され

ており、ここから各校舎に有線接続されている。 

将来計画における学生数増加を勘案し、本施設整備事業に併せて工学部のインターネッ

トインフラ容量を増強する意向が大学側にあることを確認した。 

容量増設には 2 つの方法があり、現在設置されているアンテナを交換または増設し、ア

ンテナの受信容量を増やす方法、UNTL 本部を経由せずに直接サービスプロバイダーと接

続する新規回線を設ける方法となる。 

 

（３）給排水 

・井戸 

2003 年の緊急無償で改修された井戸を継続利用している。高架水槽への揚水ポンプは 2

台のうち 1 台は故障している他、徐砂装置、水量計測メーターの故障も確認された。配

管には特に問題は見られない。 
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・給水網 

2003 年の緊急無償で整備された給水網を継続利用している。2010 年に UNTL によって改

修された電気・情報工学ワークショップ棟及び 2010 年より適宜改修されている学生寮へ

の給水は、2003 年整備の給水網から分岐している。 

・排水 

2003 年の緊急無償で整備された浄化槽を継続利用している。ばっ気処理用のエアーポン

プが故障している。浄化槽が一部満水状態となっており、メンテナンスが必要な状態で

ある。 

・雨水 

雨水は現工学部キャンパスの中央部構内通路沿いの雨水側溝に集められ、北側のモタキ

ック川に放流している。 

（４）ごみ処理 

キャンパス内の清掃は清掃会社に外注されており、ごみの回収も同清掃会社の業務となっ

ている。回収されたごみは、キャンパス西側の元自動車修理ワークショップ棟脇で焼却し

ている。 

 

2.2.2 自然条件 

（１）気象 

１）気候 

熱帯モンスーン気候であり雨季と乾季がある。ヘラが位置する北部海岸地域では 11 月

から 4 月までが雨季、6 月から 9 月が乾季である。一年を通じて気温が高く、平均最高気

温は 30～32℃、平均湿度も 60～80％と高い。風向きは季節によって変化し、雨季の間は

北西の風、乾季の間は北東の風が吹く。 

 

表 2-13 ディリ市気象データ（2014 年） 
  1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 
平均最高気温(℃) 32.2 31 31.7 32.3 32.4 31.7 30.7 30.6 30.2 31.4 32.3 32
平均最低気温(℃) 22.5 22 21 19.7 22.3 19.8 17.8 18.2 17.9 20 20.9 20.6
月間降雨量(mm) 46.4 118.1 84.6 182.3 65.5 49.2 23.4 0 0 0 53.6 80.2
月平均湿度(％) 72 78 74 72 71 70 67 61 60 64 67 76
風速(m/s)15 時 5.6 5 3.9 3.9 4.2 4.4 4.7 5.6 5 5 4.2 3.6
日中の風向き 西 北西 不定 北東 北 西 

出所：東ティモール運輸通信省気象地球物理局提供 

２）降雨量 

ディリの年間降雨量は 1000mm 未満で、さほど多くはないが、雨期の降雨にはばらつき

があり、降雨のない日も多い一方で降雨時には激しい雨がまとまって降る。表 2-14 に、

過去 5 年間のディリ市の降雨傾向を示す。例年、雨期に短期間に集中的に雨が降っている

ことがわかる。例えば 2014 年 4 月の降雨日は 11 日で月間降雨量は 182.3mm であるが、4

月 15 日にはその半量の 79.6mm が一日で降っている。  
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表 2-14 過去 5 年間のディリ市の降雨傾向 

 

出所：東ティモール運輸通信省気象地球物理局提供 

（２）水文・水理 

細長く幅の狭い島に標高の高い山地を擁するため、地形は急峻で山地での川の流れは速

く、多くの小規模な浸食谷を形成している。キャンパス計画地は沖積台地であり、工学部

キャンパスは、北端をモタマニラシハ川に、西端をモタキック川に接している。キャンパ

スの北側一帯は周辺に比べて標高が低く洪水が発生しがちであるが、建設予定地は比較的

標高が高く、河川からの洪水の危険性は低い。しかし短時間の豪雨による冠水や建物浸水

を避けるためには、排水溝等を適切に配置し、敷地の排水能力を十分に高めておく必要が

ある。また、土石流の可能性も指摘されており、これについては河床の掘削等の対策を東

ティモール側で行う計画である。 

（３）地質 

地質学的には堆積した石灰が基岩を形成するオーストラリア大陸プレートに属する。キャ

ンパス付近は複数の河川による沖積台地となっている。キャンパス計画地内の地層の分布

状況はかなり複雑であるが、本計画敷地に隣接する”1E”の敷地で実施された地盤調査結

果(PHILKOEI 社)によれば、建設予定地付 近の地層は以下のように推定される。地表から

0～1m 程度まで砂・シルト混り粘性土層、その下に礫・シルト混り砂層が深さ十数 m まで

続き、その下に堅固な シルト・砂と礫の基質層が存在するが、その間に礫を多く含む層

やシルト・粘性土を多く含む層が途中で出現するところもある。 

2.2.3 環境社会配慮 

（１）ヘラキャンパスマスタープランの環境許可 

マスタープランを担当したポルトガルのコンサルタントである Dalan 社によると、ヘ

ラキャンパス全体のマスタープランに対する環境許可は既に申請され手続き中である。

2014年 2013年 2012年

1 46.4 9 26.8 57.8% 1 244.4 19 91.0 37.2% 1 148.1 19 23.9 16.1%
2 118.1 8 44.2 37.4% 2 216.9 15 84.2 38.8% 2 113.1 13 23.0 20.3%
3 84.6 8 30.2 35.7% 3 77.4 9 28.0 36.2% 3 111.6 18 31.9 28.6%
4 182.3 12 79.6 43.7% 4 49.4 6 20.6 41.7% 4 95.3 8 55.5 58.2%
5 65.5 9 26.0 39.7% 5 155 10 52.0 33.5% 5 151.8 11 54.4 35.8%
6 49.2 4 24.8 50.4% 6 96.8 7 48.5 50.1% 6 10.8 2 6.8 63.0%
7 23.4 4 14.4 61.5% 7 25.9 3 22.6 87.3% 7 0 0 0.0
8 0 0 0.0 8 0 0 0.0 8 0 0 0.0
9 0 0 0.0 9 0 0 0.0 9 0 0 0.0
10 0 0 0.0 10 0 0 0.0 10 9 3 4.8 53.3%
11 53.6 3 27.8 51.9% 11 64.8 6 34.9 53.9% 11 5.8 2 3.0 51.7%
12 80.2 13 31.1 38.8% 12 114.5 20 22.4 19.6% 12 93.8 13 27.8 29.6%

2011年 2010年

1 114 14 34.5 30.3% 1 129.1 16 46.1 35.7%
2 137.7 17 84.6 61.4% 2 102.2 12 17.8 17.4%
3 53.7 14 17.5 32.6% 3 38.4 7 14.0 36.5%
4 251.7 19 53.1 21.1% 4 97.9 9 33.0 33.7%
5 41.7 3 26.6 63.8% 5 215.5 17 61.6 28.6%
6 12.5 1 12.5 100.0% 6 25.9 8 8.3 32.0%
7 3.7 1 3.7 100.0% 7 298.5 11 110.6 37.1%
8 0 0 0.0 8 22 6 9.3 42.3%
9 0 0 0.0 9 127.6 10 41.7 32.7%
10 34.9 3 18.0 51.6% 10 184.6 16 57.2 31.0%
11 61.1 10 39.5 64.6% 11 232.5 15 68.8 29.6%
12 200.8 18 47.7 23.8% 12 242.2 13 140.0 57.8%

降雨日数
最大1日降

雨量
同　月間
降雨量比

月
月間降雨

量

月
月間降雨

量
降雨日数

最大1日降
雨量

同　月間
降雨量比

月
月間降雨

量

降雨日数
最大1日降

雨量
同　月間
降雨量比

月
月間降雨

量
降雨日数

最大1日降
雨量

月
月間降雨

量
降雨日数

最大1日降
雨量

同　月間
降雨量比

同　月間
降雨量比
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マスタープランの環境許可が発行されていれば、個々の建物はマスタープランの開発計

画を遵守する限り、環境許可申請は不要である。 

（２）東ティモールの環境許可申請手続き 

環境社会配慮に関わる法令を以下の表 1-1 に示す。  

表 2-15 東ティモールの環境法令 

法令 概要 

Decree Law No. 26 /2012 

BASIC ENVIRONMENTAL LAW 

環境保護における基本的原則法。天然資源、国土開発による生態系の破

壊を避け、そのバランスを維持する。国際条約に基づく環境保護を法的

に確立させ、国際社会における責任と役割を果たすことを目的とする。 

Decree Law No. 5 / 2011 

ENVIRONMENTAL LICENSING 

この法律により、東ティモールにおける環境影響評価の手続きが規定さ

れている。開発事業に対しカテゴリーで区分され、ランクによって

EIA、EMP の実施、そして環境ライセンスの発行が義務付けられている。

出所：調査団作成 

東ティモールでは建設事業の実施にあたり環境ライセンスの取得が必要である。この環

境ライセンスの手続きの流れを以下図 2-5 に示す。下記の日数には提案者が作成する実

施計画書等の期間は含まれない。 
プロジェクト計画書(PD)提出（環境ライセンス申請書添付）

  ↓
 通商産業環境省 (Ministry of commerce, Industry and Environment)  
 ↓   
  カテゴリー分類   

 ↓ ↓ ↓  
Category A Category B  Category C

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝの実施
⇒スコーピング(TOR)実施 

(最長 15 日) ↓ 
① EIS、 EMP の調査 
② ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝの実施 
③ EIS、EMP の実施 
①－③最長 50 日間再調査 

① EIS（簡略）、EMP の
調査 

② パブリックコンサル
テーションの実施 
(オプション) 

③ EIS（簡略）, EMP の
実施 

 
①－③最長 30 日間再調
査 

手続き終了

↓ ↓   
ライセンス供与  

↓  
モニタリング  

 

カテゴリーA の事業は、スコーピングおよび TOR（Terms of Reference）を作成し、環

境局の審査を受ける（審査の所用期間は最長 15 日である）。その後、環境影響評価書

(EIS: Environmental Impact Statement)と環境管理計画(EMP: Environmental 

Management Plan)を作成し、環境局へ提出し審査を受ける。パブリックコンサルテーショ

ンを行い、EIS および EMP を実施する。これに要する期間は最長 50 日となる。ライセンス

が発行された後モニタリングを実施する。 

カ テ ゴ リ ー B の 事 業 に つ い て は 、 簡 易 環 境 影 響 評 価 書 (SEIS: Simplified 

Environmental Impact Statement) と 環 境 管理 計 画 (EMP: Environmental Management 

Plan)を作成し、環境局へ提出し、審査を受ける。次にパブリックコンサルテーション

（任意）を行い、SEIS および EMP を実施する。これに要する期間は最長 30 日となる。ラ

イセンスが発行された後モニタリングを実施する。カテゴリーC の事業については、特に

手続きは必要とされていない。  

図 2-5 EIA 手続きにおけるフローチャート 
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表 2-16 環境社会配慮におけるカテゴリー分類 
カテゴリーA 環境社会への重大な負の影響が見込まれるプロジェクト
カテゴリーB カテゴリーA程ではないが、ある程度負の影響が想定されるプロジェクト 
カテゴリーC 環境影響が想定されないか無視できる程度のプロジェクト

 

（３）本プロジェクトでの環境社会配慮事項 

本プロジェクトによる大学の校舎整備について、環境カテゴリーを環境省で確認した

結果、カテゴリーB に相当するとのことであった。但し、大学キャンパス全体の開発計

画について、環境ライセンスを取得する場合、個別の施設建設計画の環境分類は不要と

なる。 

本プロジェクトの計画サイトとして提案があった敷地の一部に定住している複数の家

族が存在することを確認した。提案サイトは十分な広さがあったため、プロジェクトで

の利用サイトは当該居住地を含まない方針とした。 

現地調査及び関係者ヒアリングにより、プロジェクトサイトの環境・社会状況を確認

した。確認結果を下表に示す。  

表 2-17 プロジェクトサイトの環境・社会状況 
環境項目 調査結果

汚
染
対
策 

大気汚染 本計画の建設中に発生する埃や土煙りは、仮囲いや水散布等で軽減することが可能であ
る。工事完了後は、学生数の増加に伴う通学車両による排気ガスの増加等マイナスの要
因が考えられる。ヘラキャンパス内で一般廃棄物を焼却処理することで煙が発生してい
るが、現状は十分に小規模であると考えられる。 

水質 工学部ヘラキャンパスの水源は、2003 年の JICA 緊急無償で復旧された井戸を継続的に
使用している。将来大学規模が拡大してとしても十分な給水量があることが確認されて
いる。水質は、飲用としても問題ないことが確認された。 

廃棄物 工学部ヘラキャンパスで発生する一般廃棄物は、外部委託業者により収集されキャンパ
ス内で焼却処理されている。 

自
然
環
境 
 

気象 熱帯モンスーン気候であり、ヘラ地域は北部海岸地域に位置付けられ、11 月から 4 月ま
での雨季と 6 月から 9 月の乾季を持つ。年間を通じて最高気温は 30～32℃、最低気温は
18～22℃、平均湿度も 60～80％と高温多湿である。風向きは季節によって変化し、雨季
の間は北西の風、乾季の間は北東の風が吹く。 

保護区 ヘラキャンパス周辺に保護区は無い。
生態系 工学部ヘラキャンパスは既に開発済みの土地であり、二次林が形成されている。 
水象 ヘラキャンパス計画地の北側一帯は標高が低く洪水が発生しがちである。しかし建設予

定地は比較的高いところに位置しており、河川からの洪水の危険性は低い。 
地形地質 地質学的には堆積した石灰が基岩を形成するオーストラリア大陸プレートに属する。プ

ロジェクトサイト付近は複数の河川による沖積台地となっている。 
社
会
環
境 

住民移転 ヘラキャンパス内には、不法占拠している住民が数世帯居住しているが、本計画には直
接関係ない。 

生活生計 ヘラキャンパス内に不法占拠している住民は、主に大学スタッフとのこと。 
交通 ディリ中心市街地から国道 A01(ヘラ・ロード)を経由して、工学部ヘラキャンパスに至

る。交通機関としては、ミニバスが 1 日 3 往復している他、通学時間帯にはトラックの
荷台に学生を乗せたトラックが往来している。 

文化遺産 ヘラキャンパス周辺に文化遺産は無い。

景観 1999 年の騒乱で破壊された大学建物が放置されている。ヘラキャンパス内の未使用の用
地は、雑草で覆われている。 
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2.3 その他（グローバルイシュー等）  

ジェンダー課題に関する調査  

2015 年度の授業履修登録者数37による比較を下表に示す。全学部合計では、女子学生

4769 人、男子学生 5399 人で女子学生比率は 48%であり、全学部ではジェンダーバランス

に問題は見られない。工学部の女子学生比率は 22%と他学部に比べると低いが、わが国の

工学系学部の女子学生比率 13.5%38と比較すると十分高い。工学部、特に機械工学、電気

電子工学で女子学生比率が低いのは一般的である39。経済協力開発機構（OECD: 

Organization for Economic Co-operation and Development）調査40によると、15 歳時点で女子

学生が建築系を除く工学系学科進学を志望する男女差は最も低いイスラエルで 3 倍であり、

最も差の大きなフィンランドでは 46 倍となり、女子学生の工学系志望率は男子学生に比

べてどの国でも少ないことは一般的である（日本は 4.7 倍）41。調査団で行った女子学生へ

のインタビューでも、女子学生だからといって男子学生に比して特段問題はないと回答が

あり、工学部副学部長（学生担当）へのインタビューでも、女子学生からの不満はないと

回答があった。 

表 2-18 各学部履修登録学生数と女性比率（2015 年度） 
学部 女子学生 男子学生 計 女子学生率 
全学部合計 4769 5399 10168 47% 

保健科学部 小計 584 240 824 71% 
経済学部 小計 819 700 1519 54% 
教育学部 小計 1770 1630 3400 52% 
農学部 小計 502 680 1182 42% 
社会科学・政治学部 小計 687 964 1651 42% 
哲学科 小計 56 86 142 39% 
法学部 小計 87 162 249 35% 
工学部 小計 264 937 1201 22% 

石油地質学科 65 119 184 35% 
情報工学科 96 180 276 35% 
土木工学科 66 183 249 27% 
電気電子工学科 27 294 321 8% 
機械工学科 10 161 171 6% 

出所：UNTL 

                                                        
37 生徒は授業に登録しなければ学費を支払う必要がないため、在籍だけして授業登録しない学生が多い。

学費が足りなくなってアルバイトをする者や、インドネシアの大学に編入学してそのまま帰国しない者ま

でそこに分類され、全容は把握できない。 
38平成 26 年度学校基本調査、文部科学省資料から調査団集計 
39 ミャンマーのように学部入学を本人の希望ではなく成績順としている場合は工学部でも女子学生が多数

となる例外となっている。 
40 Education at a Glance 2012 Table A4.2. Percentage of  15-year-old boys and girls planning a science-related 
career or a career in engineering and computing, by gender 
41 同調査では、男子学生全体のうち工学教育を志望する割合及び女子学生全体のうち工学系教育を志望す

る割合を提示している。本報告書で提示した男女差は、OECD 調査での男女学生数が同数と仮定し、工学

系教育を希望する男子学生割合を、同じく女子学生割合で除した数字である。 
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第3章 プロジェクトの内容 

3.1 プロジェクトの概要 

UNTL は同大学の同国での重要性を認識し、UNTL の戦略計画(Sterategic Plan) 2011-2020

にて 2020 年までに国際標準水準の大学となることを目標として掲げている。その戦略の

一つとして、施設面ではヘラキャンパスへの全学部移転による学習環境改善を目指し、マ

スタープラン作成、農学部や工学部一部施設の自己資金による建設計画を進めている。本

プロジェクトは「同大学が 2020 年までに国際水準の大学となること」を上位目標とし、

この中で「工学部の学習環境を改善すること」をプロジェクト目標とするものである。 

上記目標を達成するために、本プロジェクトでは、UNTL 工学部を対象に、学部棟２棟

建設を行うと共に施設拡充に伴う機材整備をする。これにより学習環境が改善され、工学

部の計画する 2025 年時までの学生数増（2014 年時点の 1212 人から 2025 年時点の 1600 人）

の達成への寄与が期待される。 

3.2 協力対象事業の概略設計  

3.2.1  設計方針 

3-2-1-1 基本方針 

（１）基本方針 

 以下の方針により概略設計の検討を実施した。 

 プロジェクトサイト、既存の大学施設の現状および活動状況を考慮し、FEST の運営能力
に適応した大学として妥当かつ適正な施設、機材の範囲、規模及び内容とする。 

 FEST のキャンパス整備マスタープランと整合性・一体感があり、かつ計画中の案件と重
複を避けた計画とする。マスタープランで志向しているように、学生、教職員が誇りを
持てる整った外観デザインとするように配慮する。 

 酷暑環境の中で省エネルギーに配慮し、快適な学習・執務環境が得られるよう、施設の
断熱や日射の遮蔽、自然換気を適切に行う。LED 照明等の高効率な設備を導入し、エネ
ルギーコストの低減に努める。 

 日本基準に準拠した多目的トイレやスロープを設置する等、バリアフリーに配慮した計
画とする。 

 敷地面積を最大限に活用すると共に外部空間を利用し、限られた規模の中で施設に求め
られる機能を充足させる。 

 工学部内の動線に配慮し、視認性が高く、利用しやすい大学へのアプローチとする。 
 インフラや既存施設の管理状況を考慮し、維持管理の容易性やコスト低減に留意する。 
 大学の既存施設を利用しながらの建設工事となるので、安全対策や振動・騒音などの教

育環境への影響を低減した施工計画とする。 
 機材計画に関しては、既存機材の現況、UNTL の予算、技術レベルおよび維持管理面での

実施能力に配慮した、適切かつ効率的な機材の範囲、規模および内容とする。調達先に
ついては予備部品の入手が円滑かつ容易に行えるよう十分に配慮する。 

（２）協力対象施設 

・UNTL 工学部の将来計画 

将来計画について短期と中長期に分けて確認した上で、本無償資金協力は、短期ニーズに

対応する協力として計画する方針とした。これについては、「UNTL 工学部の戦略計画
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2015-2025）」の中で次表のように 2025 年までに、教員数を 79 人から 99 人に、学生数を

1212 人から 1600 人（各学科、1 学年 2 クラス、各クラス 40 名）と拡大計画をしているこ

とを確認した。  

表 3-1 UNTL 工学部の戦略計画(2015-2025） 
  2014 2025 2025 年以降の計画 

 学部数 5 5 7 
(職員数 総数） アカデミック職員小計 79 99 152 

 教員数 78 88 126 
 技師数 1 11 26 

 事務職員小計 23 42 68 
 学科付事務員 9 13 19 
 学部付事務員 14 29 49 

 学生数 1212 1600 4480 
(部屋数) 教員用 5 30 43 

 教室 18 20 52 
 実験室 10 18 28 

出所：UNTL 工学部学長プレゼンテーション資料 

・施設の対象範囲 

本計画で整備対象とする施設機能は、UNTL 及び工学部の開発計画のうち、2025 年を目

途とした拡充計画に照らし合わせて、現況の工学部施設に不足した機能を中心とする。 

主要なものとしては、部屋数及び 1 室当たりの規模ともに不足が見られる教室、仮設建

物を一時的に使用している教員室、現況施設にはない講堂が挙げられる。 

図書室については、既存図書室が既に拡張の余地がなく、教室一部屋分で開架書庫、受

付・事務・司書作業スペース、PC スペース、閲覧スペースなどの全ての機能が入っており、

将来の拡充需要（学生数の増加に伴う閲覧・自習スペースの増加、図書・論文の増加に伴

う書庫の増加など）に対応できないため、新規施設に新設の必要がある 

授業の実習で使用する実習室については、機械、土木、電気電子の 3 学科は、既存棟に

十分なスペースが確認されていることから、一部の居室について用途変更するのみで、不

足はないものと考えられる。一方、地質石油工学科は、現在 36 ㎡の準備室一室のみであ

ることから本計画に見込むこととする。情報工学科は、2008 年に新設された学科である。、

現在、電気電子工学科ワークショップ棟の一部を間借りしている状態であるが、将来のひ

とクラス当たりの学生数を勘案すると実習室の規模に不足があることから、本計画に見込

むこととする。この他、精緻な計測を行う機材の設置環境が現在の工学部内に存在しない

ことから、高度な分析機類を設置可能な研究室を一室見込むこととする。 

本計画で新たに整備する新棟の施設コンポーネントと主要な既存棟で分担する機能は下

表の通りとなる。  

表 3-2 本計画実施後の機能分担 
工学部施設 主な機能
新棟（無償資金協力） 教 室：一般教室、大教室等

実習室：実習室（石油地質工学、情報工学）、コンピュー
ター教室、製図室等 

図書室：閲覧スペース、開架書庫等 
集会室：講堂、会議室等 
事務室：教員室、管理事務室、印刷室等 

既存棟 教室棟 セミナー室、自習室、客員教授室、学生会室、清掃会社控室
仮設職員室棟 仮設建物のため、機能分担は想定しない 
機械工学ワークショップ棟 機械工学用実習室及び論文作成室、技官室 
土木工学ワークショップ棟 土木工学用実習室及び論文作成室、技官室 
電気電子・情報工学ワークシ
ョップ棟 

電気電子工学用実習室及び論文作成室、情報工学用論文作成
室、技官室 

食堂棟 食堂
 
出所：UNTL 工学部学長プレゼンテーション資料 
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出所：Bernabad 社による UNTL インフラ計画

図 3-1 工学部と農学部の整備計画

（３）サイトの選定 

・計画サイトの状況 

ヘラキャンパスマスタープランを基に東ティモール政

府から委託を受けたスペインの設計会社が計画した工

学部と農学部を含む地区の整備計画を図 2-1 に示す。

本プロジェクトの計画サイト、施設配置の設定にあた

っては、この将来の街区計画と、現在の既存施設配置

及び街区計画の双方と齟齬がないよう留意する。キャ

ンパス全体の基幹設備整備の実施時期が明らかでないた

め、独立した、基幹設備を設置する計画とする。 

本プロジェクトの計画サイトの状況を下図 3-2 に示す。  

図 3-2 プロジェクトサイトの状況 
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ヘラキャンパスの開発マスタープランに基づき UNTL から提案があった”１F“の敷地に

ついては、敷地整地後に、将来計画だけでなく既存の道路を避けた計画とした場合も要請

された施設を配置するに十分な広さがあることが確認できた。既存の工学部校舎、ワーク

ショップ棟、また、大学の出入口からのアクセスも容易であり、工学部キャンパスの中心

にある食堂棟を含む中庭に面しており、構内での視認性も高い。また、大学構内の電気・

給水の幹線は、何れも建設予定地外側の近傍にあり、大学建設用地は十分に確保できるこ

と、建設予定地の東側に空地があり、建設工事期間中に工事用の作業場としての一時使用

が可能であることが確認された。 

以上より本サイトは大学工学部校舎の建設用地として適切であると判断した。 

3-2-1-2 自然環境条件に対する方針 

（１）温度・日射への対策 

建設予定地が位置する東ティモールは、年間を通して気温が高いため熱負荷の削減を優

先した施設計画とする。具体的には、窓面に対する日射の遮蔽を行い、自然通風を促進す

る、渡り廊下や外部ロビーについても日除けの屋根を設置することなどの対策を講じる計

画とする。 

（２）降雨・多湿への対策 

プロジェクトサイトでは多雨や湿度が高いことからカビの発生などによる外壁や軒先の

劣化や汚れが散見されるため、これらに考慮した外部仕上げ材料を選定する。また、室内

への埃の侵入に留意した開口部、空調計画とする。 

3-2-1-3 社会経済条件に対する方針 

（１）維持管理費の低減 

運営維持管理費の長期に亘る確保を容易とするため省エネルギーを目指し、以下の対策

を計画する。 

① 照明器具は、LED など消費電力が少なく、寿命の長い電球の採用を考慮する。 

② 現地外部会社が容易に維持管理できるよう、現地で一般的で簡便なシステムの採用

を優先する。 

（２）多言語環境への配慮 

東ティモールでは数種類の言語が使われており、建物や設備の表示などにおいて現地の

言語に配慮した計画とする。 

3-2-1-4 建設事情に対する方針 

東ティモールには、現在建設にかかる独自の現地法は整備されていない。各プロジェク

トを担当するコンサルタントの裁量で、インドネシア、オーストラリア、またはポルトガ
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ル等の基準を準用しており、日本の基準も準用可能である。このため、これら基準を準用

して設計を行う方針とする。 

3-2-1-5 調達事情に対する方針 

東ティモールは現在独自の工業規格を有しておらず、また建設主要資材については近隣

のアジア諸国やオーストラリア等の製品が流通している。これら建設事情を考慮して、現

地で一般的な工法・材料を使用する方針とする。 

 本プロジェクトで整備予定の機材のうち、コンピュータ関連機材、コピー機等は不具合

発生時の維持管理を考慮し、現地調達を基本とする。教育用の実習機材に関しては、近隣

のインドネシアに代理店を持つ日本・欧米メーカー製品を中心に、日本あるいは第三国調

達を想定する。プロジェクターや音響機器等の視聴覚機材は、設計段階から施設設備との

取り合いを考慮する必要があることから、システムの組める日本のメーカー代理店経由で

の調達を想定する。 

3-2-1-6 現地業者の活用に係る方針 

東ティモールでは公的機関や民間が、現地で登録した海外の建設コンサルタントや施工

会社を活用しながら、多くの施設を建設している。また、日本を含む多くの外国からの援

助案件において、これら建設コンサルタント、施工会社を活用している。このように、東

ティモールにおいては、現地で活動するの海外建設コンサルタントや施工会社の活用は容

易であり、有効である。本プロジェクトの実施にあたっては、これら企業を最大限活用す

ることを検討する。 

3-2-1-7 運営・維持管理に対する対応方針 

本施設の施設管理については、専門的な施設の維持管理技術者の常駐は予定されていな

い。このため、現地で一般でない高度な維持管理技術を要する機器を採用しないものとす

る。また、日常的な保守が必要となる設備機器については、保守管理費が運営上の負担と

ならないよう配慮し、消耗品や保守部品の入手の容易さを優先しながら選定する方針とす

る。 

機材の運用・維持管理については、現在 UNTL 工学部に機材維持管理を担当する部署が

なく、技官等のテクニシャンも配置されていない。技官の配置はすでに UNTL 工学部から

UNTL 本部に要請されているが、まずは UNTL 工学部内に機材維持管理を担当する部署を設

けることが喫緊の課題である。本調査中においても機材の運用・維持管理にかかるアクシ

ョンプランの作成を求め、ミニッツの添付文書として取りまとめたが、日本側としても実

施中の技プロを通じた支援、また本プロジェクトのコンポーネントとして、機材の操作方

法・維持管理について通常よりも手厚いトレーニングが可能となる運用指導を含む等、持

続的な機材の活用がなされるような配慮が必要である。また機材選定基準においても、高

度な維持管理が必要な機材は排除する、交換部品・消耗品入手困難な機材は含めない等の

選定基準を設ける。 
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3-2-1-8 施設・機材のグレードに係る方針 

施設グレードについては、東ティモールでの類似例や日本の支援で建設された既存大学

施設や公共施設の実態を参考にしながら、耐久性、維持管理の容易さを優先し設定する。

建設材料は、最近の現地工法を採用し、かつ使い易さ、維持管理の容易さや耐久性を優先

し設定する。 

機材のグレードは、現有職員が操作可能で、インドネシア国内の代理店を通しての維持

管理が可能なものとする。 

3-2-1-9 工期に係る方針 

建設工期の設定にあたっては、雨季の作業進度への影響等、現地事情を考慮する。また、

ヘラキャンパス開発計画に合わせた計画地盤レベルの設定が必要な場合、その造成工事に

必要な工期を見込む方針とする。 

3.2.2 基本計画（施設計画/機材計画） 

3-2-2-1 敷地・施設配置計画 

（１）建物形態 

ヘラキャンパス開発マスタープランに従い、日射の影響を最小化するため、東西方向に

長く、建物の中間に吹き抜け、階段・スロープなどの共用部を配置する計画とする。 

（２）機能構成 

次図 2-3 に示すように共用･事務棟と教室棟に分けた棟構成・機能構成とし、渡り廊下で

接続する計画とする。限られた施設規模の中で、教室の拡充を最大化することを要請され

たため、有効面積を最大限確保するように計画案を作成した。 

共用･事務棟は、1 階には積載荷重の大きな図書室を配し、2 階に大規模な無柱空間が必

要となる講堂を配置した。教室棟は基本的に学部教育で必要な教室を収容するが、1 階に

は主に給排水が必要な実験室や実習室を配し、コンピュータを設置する実習室等は埃等を

避け 2 階に配置する。3 階には教員室を集約的に配置する。学部管理を行う職員の事務室

は、建物の 1階に配置する。 

図 3-3 施設構成コンセプト 
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（３）敷地のゾーニング・アクセス 

学生、教職員、大学来訪者、搬出入のアクセス等の配置計画について、以下のとおり

UNTL と確認を行った。 

・建物位置：学生だけでなく、外部からの来賓も利用する講堂や、図書室などの共用施

設がある共用・事務棟は、既存校舎からのアクセスが良好で、メインゲートからの視

認性もよい南側に配置し、工学部キャンパスの中心にある食堂に近接させる。静かな

学習環境が望まれる教室棟は、渡り廊下で接続する形で北側に配置する。 

・アクセス：計画建物の主出入口は、既存工学部校舎や各ワークショップ棟からの行き

来を考慮し、西側の既存食堂に面して計画する。ヘラ・ロードからキャンパスへの出

入口位置は、マスタープランによる将来計画により、現状と変わるが、変更後も、こ

の計画建物の主出入口はキャンパスの中心を縦断するプロムナードに面する。維持管

理や搬出入用車輌は敷地北東にある構内通路からアクセスする。この構内通路は、ヘ

ラ・ロードからサブゲートを通り、住宅や学生寮のあるエリアへと通ずる。 

・建設工事中の安全管理計画： 工事中の学生、教員等大学関係者への安全確保のため、

工事区域を明確に囲い限定する。キャンパス内および周辺地域にて、資材搬出入、労

務者の出入りの動線が交差しない計画を目指し、裏手の構内通路を資材搬入等の出入

り口に利用する。 

配置計画の考え方を下図に示す。  

図 3-4 配置計画の考え方 
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3-2-2-2 建築計画 

（１）平面計画 

１）施設構成 

東西に長い教室棟には各層間の移動を効率的にする為、3 か所に階段を計画する。平面

形がコンパクトな共用･事務棟には 1 か所の階段を計画し、2 階レベルには、両棟を繋ぐ 2

つの渡り廊下を設け、各教室から共用部である講堂、図書室へのアクセスを容易にしてい

る。講堂の前面には、屋根に覆われた半屋外空間であるロビー空間を設け、学生や来客の

溜まり空間として機能させる。 

教室棟の廊下には、UNTL マスタープランにより提示されているような、吹抜け・スロープ

を取入れ、自然光に溢れた風の通る快適な空間を創出する。各教室には、外部だけでなく、

この開放的な吹抜けに面して開口部を設け、通風・換気に配慮した快適な学習空間を提供す

る。 

2 棟を近接させ、渡り廊下でつなぐことで、スロープの共用利用を可能にし、面積効率

を向上させている。大きく張り出した軒のある渡り廊下は、強い日差しと突然の雨を凌ぐ

交流の場となるよう、両棟のエントランスを繋いでいる。 

学科毎の管理部門（教員室等）を教室棟 3 階にまとめて配置し、他学科とのコミュニケ

ーションを促すよう、諸室配置に工夫をした。 

機械室などの管理用諸室は、車輌アクセスの良好な北東の角にまとめている。 

これらを踏まえて計画した施設機能構成の考え方を次図に示す。 

 

図 3-5 施設の機能構成案 
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２）新設建物の機能と必要施設 

UNTL の活動内容に対応する新設施設の主要諸室は下表 3-3、3-4、3-5 のとおりである。 

表 3-3 共用・事務棟 主要諸室 

部門 部屋名 面積 用途、面積、規模、算定根拠、付帯施設等 

図
書 

図書室 293 ㎡ 
蔵書数 13,000 冊を収容できるように、5段の本棚（41 台）と、3段

の本棚（4台）をレイアウト。閲覧席 64 席、PC 閲覧席 10 席。その

他に貸出カウンター、ロッカーを計画。 

司書室 20 ㎡ 司書 5名分の事務机と共用の書棚を配置可能な室寸法とした。 

管
理 

管理事務室 58 ㎡ 
事務員 9名分の事務机と、共用の書棚及び打合せ用のテーブルを配置

可能な室寸法とした。（家具は本工事範囲外。） 

事務長室 10 ㎡ 
執務机 1台と書棚をレイアウト可能な室寸法を確保。 

（家具は本工事範囲外。） 

学部長室 

（含便所） 
40 ㎡ 

応接セット×1、執務机×1をレイアウト可能な寸法を確保。（家具

は本工事範囲外。）専用便所 4㎡を含む。 

印刷室 20 ㎡ プリンター2台とキャビネットを配置。 

受付事務室 75 ㎡ 
受付カウンター、待合エリアを計画し、事務員 14 名分の事務机と共

用の書棚をレイアウト可能な室として計画。（受付カウンターは本工

事。その他の家具は本工事範囲外。） 

学部秘書室 

（含給湯室） 
40 ㎡ 

5 名分の事務机と共用の書棚配置を想定。シンクのある給湯室 9㎡を

含む。（給湯室の流し台以外の家具は本工事範囲外。） 

副学部長室 

1～4 

各 20 ㎡ 
(合計 80 ㎡) 

執務机と書棚、応接セットを想定。（家具は本工事範囲外。） 

会議室 1,2 
各 40 ㎡ 

(合計 80 ㎡) 
1 室あたり 26 人収容。プロジェクタ―、スクリーンを見込む。 

講堂 554 ㎡ 400 人収容の段上の講義室。プロジェクター、スクリーンを計画。 

共
用 

便所 127 ㎡ 
男性用便所（31 ㎡）、女性用便所（27 ㎡）、多目的便所（5.5 ㎡）

を各階に一か所ずつ設ける。 

廊下・倉庫・

機械室等 
538 ㎡ 倉庫（41 ㎡）、機械室（115 ㎡）、廊下等（382 ㎡） 

合計 1,935 ㎡ 

 

表 3-4 教室棟 主要諸室 

部門 部屋名 面積 用途 

共
用
教
室
・
一
般
共
用 

普通教室 

1～15 

各 66 ㎡ 
(合計 990 ㎡) 

1 室あたり 40 人収容。教室の前にホワイトボード、プロジェク

タ―、スクリーンを見込む。教材の掲示を容易にするため、教

室壁面に沿って、木製の付け長押を設置する。 

普通教室（大） 

1～5 

各 134 ㎡ 
(合計 670 ㎡) 

1 室あたり 80 人収容。教室の前にホワイトボード、プロジェク

タ―、スクリーンを見込む。教材の掲示を容易にするため、教

室壁面に沿って、木製の付け長押を設置する。 

一般実験室 1,2 
各 100 ㎡ 

(合計 200 ㎡) 

1 室あたり 40 人収容。教室の前にホワイトボード、プロジェク

タ―、スクリーンを見込む。また、実験が見え易いように教壇

を計画。教材の掲示を容易にするため、教室壁面に沿って、木

製の付け長押を設置する。 

製図室 100 ㎡ 
40 人収容。教室の前にホワイトボード、プロジェクタ―、スク

リーンを見込む。教材の掲示を容易にするため、教室壁面に沿

って、木製の付け長押を設置する。 
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部門 部屋名 面積 用途 

コンピュータ室
1、2 

各 100 ㎡ 
(合計 200 ㎡) 

1 室あたり 40 人収容。一般教養の為の PC 室。全学科の基礎教養
科目で利用。教室の前にホワイトボード、プロジェクタ―、ス
クリーンを見込む。教材の掲示を容易にするため、教室壁面に
沿って、木製の付け長押を設置する。 

通信講義室 66 ㎡ 
40 人収容可能。教室の前にホワイトボード、プロジェクタ―、
スクリーンを見込む。教材の掲示を容易にするため、教室壁面
に沿って、木製の付け長押を設置する。 

研究プロジェク
ト 
実験室 

50 ㎡ 
精緻な分析器を設置可能な室内環境を提供するため、空調設備
とドラフトチャンバーを設置。8人収容可能。シンク付きキャビ
ネットを含める。 

準備室(研究プロ
ジェクト実験室) 

17 ㎡ 研究プロジェクト実験室の為の準備室。 
シンク付きキャビネットを計画。 

地
質
石
油
学
科

地質石油学科実
習室 

100 ㎡ 40 人収容。室前面には、ホワイトボードと、実習が見え易いよ
うに教壇を計画。 

準備室 
（地質石油） 

21 ㎡ シンク付きカウンターと、キャビネットや作業台の他、実験機
材をレイアウト。 

資料室 12 ㎡ 化石標本ケースやキャビネットを配置。 

情
報
学
科 

コンピュータ 
実習室 1,2 

各 100 ㎡ 
(合計 200 ㎡) 

1 室あたり 40 人収容。情報学科専用の PC 実習室。教室の前にホ
ワイトボード、プロジェクタ―、スクリーンを見込む。教材の
掲示を容易にするため、教室壁面に沿って、木製の付け長押を
設置する。 

管
理 

学科長室 
1～5 

各 20 ㎡ 
(合計 100 ㎡)

執務机、書棚、応接セットをレイアウト可能な室サイズとす
る。（家具は本工事範囲外。） 

副学科長室 
1～5 

各 13 ㎡ 
(合計 65 ㎡)

執務机と書棚を配置可能な室サイズとする。 
（家具は本工事範囲外。） 

学科秘書室 
1～5 

各 20 ㎡ 
(合計 100 ㎡) 

学科毎 3名（地質石油は 2 名。）分の事務机と専用書棚を配置
可能な室サイズとする。（家具は本工事範囲外。） 

教員室 1～13 

33 ㎡ｘ10 室
14 ㎡ｘ1 室 
34 ㎡ｘ1 室 
37 ㎡ｘ1 室 

(合計 415 ㎡)

2025 年の人員拡張計画を想定し、72 名分の事務室と専用書棚を
各学科に振り分けてレイアウト可能な配置とした。 
（家具は本工事範囲外。） 

非常勤講師室 
1～3 

各 14 ㎡ 
(合計 42 ㎡) 各室 3名分の事務机と専用書棚をレイアウト可能な配置とした。

会議室 
3～5 

各 48 ㎡ 
(合計 144 ㎡) 各室 26 人収容可能。プロジェクタ―、スクリーンを見込む。 

サーバー室 9 ㎡ 

共
用 

便所 176 ㎡ 
1、2 階：男子学生用（27 ㎡）、女子学生用（27 ㎡）、教員用
（2.5 ㎡ x2） 3 階：教員用(男)（27 ㎡）、教員用(女)（27
㎡）、多目的用（4㎡） 

廊下・倉庫・機
械室等 

2,401 ㎡ 倉庫（120 ㎡）、機械室（82 ㎡）、廊下等（2,199 ㎡） 

合計 6,078 ㎡  

 

表 3-5 その他 付属棟 

 

棟名 面積 用途 

変電所棟 60 ㎡ 既存工学部校舎に近接した位置にある電気引込施設。 

機械室棟 25 ㎡ 教室棟に隣接した機械室棟。 

合計 85 ㎡  
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３）施設規模設定の方法 

・教室数の算定 

工学部 5 学科それぞれのカリキュラムを実施するのに必要な過不足のない教室数とする。

工学部戦略計画 2015-2025 では、2025 年に学生数を学部全体で 1,600 人、各学科各学年 40

人クラスが 2 グループとする計画になっている。既存教室は、25 人クラスとして計画され

ていることから、2025 年のクラス規模となった場合、教室規模に不足がある。本計画では、

全ての座学授業を、本事業対象施設で行う想定で教室数を算定する方針とする。 

カリキュラムでは、各科目の単位取得に必要な学習時間が学習方法毎に定められている。

学習方法は、理論の教授、実習、自習に分類されており、授業では、理論の教授、実習を

実施する。実習は、それぞれ専門の実習室で行う授業、製図、コンピュータを用いる授業

及び屋外実習に分けられる。 
                                表 3-6 1 日の時間割        

1 日の時間割は、現在各学科で個別に設定されて

いるが、現状の授業は 1 コマ 2 時間として行われて

いる場合が多い。土木工学学科のコマ割りを参考に

下表の時間割とした場合に必要となる教室数は、各

学科 1 学年あたり 2 クラスとすると、普通教室 19

室、一般教養の物理を行う一般実験室 2 室42、コン

ピュータ教室 2 室43、製図室 1 室44、最低必要となる。

普通教室については、各学科の時間割の調整上必要

な一室分を加えた合計 20 室45を本計画に見込むこと

とする。講座によっては各学年全員が一度に受講する場合も考えられることから、将来計

画における各学科 1 学年あたりの学生数 80 人が一度に受講可能な教室を、20 室中 5 室見

込むことにする。 

2 年生以上が主に各専攻の実習で使用する実習室については、機械、土木、電気電子の 3

学科は、既存棟に十分なスペースが確認されていることから、一部の居室について用途変

更するのみで、不足はないものと考えられる。一方、地質石油工学科は、現在 36 ㎡の準

備室一室のみであることから本計画では、最低限必要な実習室、準備室、資料室をそれぞ

れ一室見込む。情報工学科は、2008 年に新設された学科であるが、現在、電気電子工学科

ワークショップ棟の一部を間借りしている状態であるが、将来の 1 クラス当たりの学生数

を勘案すると実習室の規模に不足がある。2～4 学年で実施するコンピュータ実習を行う講

座に最低限必要となる 2 室を計画する。 

カリキュラムに規定されている各学科各学年のそれぞれの講座が必要とする週間学習時

間と教室占有時間（単元数）を示す。 
                                                        
42 5 学科全てが 1 学年時に履修する一般教養の物理は、理論の教授にモデル等を使用することから、実習

と理論の教授の両者を実験室で行う想定とする。 
43 機械、土木、電気電子、地質石油工学の 1～4 学年まで及び情報工学の 1 学年で実施するコンピュータ

実習を伴う講座に使用することを想定する。 
44 機械、土木、地質石油工学で行う製図実習に使用することを想定する。 
45 5 学科全ての 1～4学年までの座学授業に使用することを想定する。 

時間 授業 

8:00-10:00 1 限目 

10:00-10:10 小休憩 

10:10-12:10 2 限目 

12:10-13:00 昼休憩 

13:00-15:00 3 限目 

15:00-15:10 小休憩 

15:10-17:10 4 限目 

出所：調査団作成  

（調査時点の土木工学科の時間割を参考）
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① 機械工学科 

機械工学科では、1 学年の一般教養を除き、2 学年の前期の製図室使用する機械設計講

座、後期の CAD 講座以外の実習は全て、既存のワークショップ棟で実施する。 

表 3-7 機械工学科 週間学習時間と教室占有時間（単元数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：UNTL カリキュラム 

 

年 
学

期 
講座名 

週間学習 

時間(h) 

占有する教室種別毎の週間延べ単元数 

（単元, 1 単元=2 時間） 

理論 実習
普通

教室

一般 

実験室

PC 

教室
製図室 

専門 

実習室 

1 

1 

ポルトガル語Ⅰ 4 2    
テトゥン語Ⅰ 4  2        
英語Ⅰ 4 2    
基礎数学 6 3    
物理 4 3 3.5    
基礎情報工学 1 5 3    

2 

ポルトガル語Ⅱ 5 2.5    
テトゥン語Ⅱ 5 2.5    
英語Ⅱ 5 2.5    
道徳・倫理 3 1.5    
化学 6 3    
機械工学入門 5 1 2.5  0.5 

2 

3 

機械設計 1 4 2.5   
計測学 1 1 0.5  0.5 
工学数理  2  1        
熱力学  2 1    
統合プロジェクトマ
ネジメント  

4  2        

機械実習Ⅰ 1 7  4 

4 

力学 3 2      2.5 
溶接工学 3 1 1.5  0.5 
基礎電気技術 4 2    
流体力学 5 2.5    
CAD 1 6 3.5    
機械実習Ⅱ 1 6 0.5  3 

3 

5 

エネルギー転換  5 2.5    
機械要素 5 2.5    
熱交換 5 2.5    
材料抵抗  5  2.5        
維持管理マネジメン
ト  

2 3 1      1.5 

機械実習Ⅲ 1 5.75 0.5  3 

6 

人間工学・安全作業 4 2    
製造プロセスの生産 3 2 1.5   1
機械工学一般論 
（統計Ⅰ） 

5  2.5        

環境・エネルギー管
理 

5  2.5        

工学経済学 5 2.5    
機械実習Ⅳ 1 7 0.5  3.5 

4 
7 

自動化システム  4 2    
機械振動 5 2.5    
研究方法論 5 2.5    
衛生工学 3 3 1.5  1.5 
機械建材 4 3 2  1.5 
熱機械  3 1 1.5  0.5 

8 
実習訓練  2 1    
最終プロジェクト 2 1    

前期単元数合計    37 3.5 3 2.5 12.5 
後期単元数合計   34.5 0 3.5 0 11 
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② 土木工学科 

土木工学科では、1 学年の一般教養を除き、2 学年の前期の製図室使用する設計技術講

座以外の実習は全て、既存のワークショップ棟で実施する。 

表 3-8 土木工学科 週間学習時間と教室占有時間（単元数） 

年 
学

期 
講座名 

週間学習 

時間(h) 

占有する教室種別毎の週間延べ単元数 

（単元, 1 単元=2 時間） 

理論 実習
普通

教室

一般 

実験室 

PC

教室 
製図室 

専門 

実習室

1 

1 

ポルトガル語Ⅰ 3  1.5         
英語Ⅰ 3  1.5       
テトゥン語Ⅰ 3  1.5       
基礎数学 4  2       
基礎物理 4   2      
基礎情報工学 3    1.5    

2 

ポルトガル語Ⅱ 3  1.5       
英語Ⅱ 3  1.5       
テトゥン語Ⅱ 3  1.5       

市民教育、道徳・倫理 2  1         
化学 2  1       
土木工学入門 3  1.5       

2 

3 

微分積分Ⅰ 4  2       
工学への統計適用 3  1.5       

技術設計 2 4      3   
地質工学 3  1.5       
土木建設材料  2 4 1      2
一般力学Ⅰ 5  2.5       

4 

一般力学Ⅱ 4  2       
地形学 3 3 1.5      1.5
微分積分Ⅱ 4  2       
材料抵抗  5  2.5       
水理地質学 2 2 1      1
土質力学Ⅰ  4  2         

3 

5 

流体力学  3 2 1.5       1 

土質力学Ⅱ 2 3 1       1.5 
幾何学 4  2       
構造解析Ⅰ 4  2       
鉄骨造Ⅰ  4  2       
鉄筋コンクリート造Ⅰ 4  2       

6 

水理学 2 2 1      1
鉄筋コンクリート造Ⅱ 5  2.5       
鉄骨造Ⅱ 5  2.5       
道路舗装 4  2       
プロジェクトマネジメントⅠ  4  2       
構造解析Ⅱ 4  2       

4 

7 

灌漑と水力発電 4  2       
プロジェクトマネジメントⅡ 5  2.5       

工学経済 4  2         
基礎 2 2 1      1
任意科目 4  2       
給水と衛生 3 2 1.5      1

8 
化学的方法論とプロフェッシ
ョナルインターンシップ 

1 8 0.5       4 

最終プロジェクト  2  1       

前期単元数合計   36.5 2 1.5 3 6.5 

後期単元数合計   32.5 0 0 0 7.5 

出所：UNTL カリキュラム 
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③電気電子工学科 

電気電子工学科では、2 学年以降の専門科目の実習は、コンピュータ室と既存のワーク

ショップ棟で実施する。 

表 3-9 電気電子工学科 週間学習時間と教室占有時間（単元数） 

年 
学
期 

講座名 

週間学習 
時間(h) 

占有する教室種別毎の週間延べ単元数 
（単元, 1 単元=2 時間） 

理論 実習
普通
教室

一般 
実験室

PC 教室 製図室 
専門 
実習室

1 

1 

ポルトガル語Ⅰ 3  1.5         
テトゥン語Ⅰ 3  1.5         
英語Ⅰ 3  1.5         
基礎数理 4  2         
基礎物理 4   2       
基礎情報工学 5  2.5         

2 

ポルトガル語Ⅱ 3  1.5         
テトゥン語Ⅱ 3  1.5         
英語Ⅱ 3  1.5         
道徳・倫理 2  1         

物理Ⅱ 4  2         

電気工学入門 5  2.5         

2 

3 

微分積分Ⅰ 5  2.5         

統計と確率 5  2.5         

電子回路 5  2.5         
電気設備 2 3 1       1.5 
技術設計 2 3 1   1.5     
基本プログラム 3 2 1.5   1     

4 

微分積分Ⅱ 5  2.5         
蓄電 4 2 2       1 
リニアシステム 4  2         
信号とシステム解析 5  2.5         
電気材料 4  2     
電子計測 4.5  2.5         

3 

5 

アナログ電子 4 2 2       1 
デジタル回路 4 2 2       1 
電子計測 3 1 1.5       0.5 
電磁気 4  2         
制御システム  4  2         

電気実習Ⅰ 1 3 0.5       1.5 

6 

マイクロプロセッサー 4 1 2   0.5     
数値解析 3 1 1.5   0.5     
機械電気 4 1 2       0.5 
電源システム 3 2 1.5       1 
通信システム 4 1 2       0.5 
電気実習Ⅱ 1 3 0.5       1.5 

4 
7 

高度なプログラム 4 2 2   1    

システム解析 3 2 1.5       1 
高電圧システム 3 1 1.5      0.5 
高出力電子  4 2 2      1 
マイクロコントローラー 3 1 1.5      0.5 
再生可能エネルギー 3 1 1.5      0.5 

8 最終プロジェクト 30 8 15      4 
前期単元数合計     40 2 3.5 0 9 
後期単元数合計     48 0 1 0 8.5 

出所：UNTL カリキュラム 
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④ 情報工学科 

情報工学科では、2 学年以降の専門科目の実習は、同学科専用のコンピュータ実習室で

実施する。 

表 3-10 情報工学科 週間学習時間と教室占有時間（単元数） 

年 
学
期 

講座名 

週間学習 
時間 (h) 

占有する教室種別毎の週間延べ単元数 
（単元, 1 単元=2 時間） 

理論 実習 普通教室
一般 

実験室 
PC 教室 製図室

専門 
実習室

1 

1 

ポルトガル語Ⅰ 3.5  2       
テトゥン語Ⅰ 3.5  2       
英語Ⅰ 3.5  2       
基礎数理 5  2.5       
基礎物理 5   2.5      
基礎情報工学 3 2   2.5    

2 

ポルトガル語Ⅱ 4  2       
テトゥン語Ⅱ 4  2       
英語Ⅱ 4  2       
道徳・倫理 2.5  1.5       
物理Ⅱ 5   2.5      
情報工学入門 3 2     2.5     

2 

3 

数理分析Ⅰ 4  2       
線形代数と分析 4  2         
離散数学 2 2 1      1
デジタルシステム 2 2 1      1
コンピュータアーキテクチャ組織 2 2 1      1
プログラミング入門 2 2 1      1

4 

数理分析Ⅱ 4  2         
確立と統計 2 2 1      1
数値解法 4  2         
データベースⅠ 2 2 1      1
ウェブプログラミング 2 2 1      1
オブジェクト指向プログラミング 2 2 1      1

3 

5 

システム運用 2 2 1      1
マルチメディアシステム 2 2 1       1 
インターフェースとコンピュータ 2 2 1      1
データベースⅡ 2 2 1      1
コンピュータネットワークⅠ 2 2 1      1
アルゴリズムとデータ構造 2 2

6 

運用調査 4  2         
オートマトン理論 4  2       
情報システム 4  2       
人工知能 2 2 1      1
コンピュータネットワークⅡ 2 2 1      1
高度なプログラムの研究 2 2 1      1

4 
7 

研究方法論 4  2       
技術革新による起業 4  2       
ソフトウェア工学 4  

モバイルコンピュータ 2 2 1       1 
暗号学 2 2 1      1
意思決定支援システム 2 2 1       1 

8 最終プロジェクト 3  1.5         

前期単元数合計   31.5 2.5 2.5 0 13 

後期単元数合計   26 2.5 2.5 0 7 

出所：UNTL カリキュラム 
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⑤ 地質石油工学科 

地質石油工学科では、2 学年以降の専門科目の実習は、屋外実習が中心となる。屋外実

習時に採取したサンプルを使用して、本計画で整備する同学科専用の実習室やコンピュー

タ室、製図室で実習を行う。 

表 3-11 地質石油工学科 週間学習時間と教室占有時間（単元数） 

年 
学

期 
講座名 

週間学習 

時間 (h) 

占有する教室種別毎の週間延べ単元数 

（単元, 1 単元=2 時間） 

理論 実習
普通

教室

一般 

実験室

PC 

教室 

製図

室 

専門実

習室 

1 

1 

ポルトガル語Ⅰ 3.33  2         

テトゥン語Ⅰ 3.33  2         

英語Ⅰ 3.33  2         

基礎数理 4.99  2.5         

基礎物理 4.16 0.83  2.5       

基礎情報工学 3.32 1.66    2.5    

2 

ポルトガル語Ⅱ 4.16  2.5         

テトゥン語Ⅱ 4.16  2.5         

英語Ⅱ 4.16  2.5         

道徳・倫理 2.49  1.5         

地質工学入門 4.16 0.83 2.5         

化学 4.99  2.5         

2 

3 

鉱物学 4.16 0.83 2.5         

岩石学 4.16 0.83 2.5         

地球物理学・応用地質学入門 3.32  2         

地形学 4.16 0.83 2.5     ※   

地球科学入門 3.32  2         

環境地質学 2.49 0.83 1.5         

4 

水理地質学 3.33 0.83 2         

光鉱物と岩石分類学 4.16 0.83 2.5         

応用地質学入門 3.32  2         

構造地質学 3.32 1.66 2         

微古生物学入門 3.32 0.83 2         

石油工学入門 3.32  2         

3 

5 

地積学と層序学 4.16 0.83 2.5     ※   

地球力学 2.5 0.83 1.5         

微古生物学 3.32 0.83 2       ※ 

情報地理システム 4.16  2.5         

地質学Ⅰ 0.83 4.16 0.5         

海洋地質学 2.49 0.83 1.5         

6 

応用地球物理学 3.32 0.83 2         

応用地球化学 3.32 0.83 2     ※ ※ 

石油・ガス地質学 3.33 0.83 2         
地下地質学（断層調査） 3.32 0.83 2         
地質学Ⅱ 0.83 4.16 0.5       
石油科学の掘削技術 3.32  2         

4 
7 

金属・比資源の地質学 3.33 0.83 2   ※ ※   
貯水と地質学 3.33 0.83 2       
地質探査 3.33 0.83 2       
石油科学の生産技術 3.33  2       
化学研究概要 1.66 2.5 1       
広域地質学 3.32 1.66 2       

8 インターンシップ 1.66 15 1       
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年 
学

期 
講座名 

週間学習 

時間 (h) 

占有する教室種別毎の週間延べ単元数 

（単元, 1 単元=2 時間） 

理論 実習
普通

教室

一般 

実験室

PC 

教室 

製図

室 

専門実

習室 

最終プロジェクト 1.66 6.66 1         

前期単元数合計    43 2.5 2.5 0 0 

後期単元数合計   39 0 0 0 0

出所：UNTL カリキュラム        ※屋外実習後に使用。 

次に①～⑤の各学科の教室占有時間を合計し、前期、後期それぞれに必要な教室数を算定

する。 

■前期で必要となる教室数の算定 

①～⑤の各学科の前期で必要な教室占有時間を合計すると下表 2-10 のとおりとなる。各

学科合計 80 人で 40 人クラスが 2グループとなる。 

表 3-12 教室種別毎の週間延べ占有時間（前期） 

 

占有する教室種別毎の週間延べ単元数（単元, 1 単元=2 時間） 

普通 
教室 

一般 
実験室 

PC 
教室 

製図室
専門実習室 

機械、土木 
電気電子 

情報 地質石油

機械工学 37 3.5 3 2.5

既存実習室
を活用する 

- 

実習室、
準備室、
資料室を
各 1室見
込む 

土木工学 36.5 2 1.5 3 - 

電気電子工学 40 2 3.5 0 - 

情報工学 31.5 2.5 2.5 0 13 

地質石油工学 43 2.5 2.5 0 - 
合計  --(1) 
（1 グループあたり） 

188 12.5 13 5.5 13 

合計  (2)=(1)x2 
（2 グループあたり） 

376 25 26 11 26 

ここで、4単元/日 x 5 日/週 = 20 単元/週であることから、前期で必要となる教室数は下

表のとおりとなる。 

表 3-13 前期で必要となる教室数 

 
普通 
教室 

一般 
実験室 

PC 
教室 

製図室
専門実習室 

機械、土木 
電気電子 

情報 地質石油

(3) =(2) /20 18.8 1.25 1.3 0.55

既存実習室
を活用する 

1.3 実習室、
準備室、
資料室を
各 1室見
込む 

前期で必要となる 
教室数  (A) 

19 2 2 1 2 

■後期で必要となる教室数の算定 

①～⑤の各学科の前期で必要な教室占有時間を合計すると下表 2-12 のとおりとなる。各

学科合計 80 人で 40 人クラスが 2グループとなる。 
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表 3-14 教室種別毎の週間延べ占有時間（後期) 

 

占有する教室種別毎の週間延べ単元数（単元, 1 単元=2 時間）

普通
教室

一般 
実験室

PC 
教室

製図室
専門実習室 

機械、土木 
電気電子 

情報 地質石油

機械工学 34.5 0 3.5 0 

既存実習室
を活用する 

0 

実習室、
準備室、
資料室を
各 1室見
込む 

土木工学 32.5 0 0 0 0 

電気電子工学 48 0 1 0 0 

情報工学 26 2.5 2.5 0 7 

地質石油工学 39 0 0 0 0 
合計  --(4)
（1 グループあたり） 

180 2.5 7 0 7 

合計  (5)=(4)x2 
（2 グループあたり） 

360 5 14 0 14 

ここで、4単元/日 x 5 日/週 = 20 単元/週であることから、後期で必要となる教室数は下

表 2-13 のとおりとなる。  

表 3-15 後期で必要となる教室数 

 
普通 
教室 

一般 
実験室

PC 
教室

製図室
専門実習室 

機械、土木、 
電気電子 

情報 地質石油

(6) =(5) /20 18 0.25 0.7 0  
既存実習室を
活用する 

1  実習室、準
備室、資料
室を各 1 室

見込む 

後期で必要となる 
教室数 (B) 

18 1 1 0 1 

■通年で必要となる教室数の算定 

年間通じて必要となる教室数は、前期、後期で必要となる教室数のいずれか多い部屋数

となる。普通教室については、各学科の時間割調整上必要な一室分を見込み、合計 20 教

室を本計画に必要な普通教室数とする。  

表 3-16 通年で必要となる教室数 

 
普通
教室

一般 
実験室

PC 
教室

製図室
専門実習室 

機械、土木、 
電気電子 

情報 地質石油 

通年で必要となる教室数 20 2 2 1 既存実習室を
活用する 

2 実習室 1室を
計画に見込む

 ４）主要室の計画  

・教室・実習室等 

教室のモジュールは 8.1mx8.1m を基本と

し、普通教室、実習室、大教室等の用途

によって、1 倍から 2 倍の部屋面積を確保

する。授業は、教科書の購入が義務付け

られておらず、教材をプロジェクターで

投影し行う形式が一般的であることから、

全ての教室にプロジェクタ―とスクリー

ンを見込む。教材の掲示を容易にするた

め、教室壁面に沿って、木製の付け長押を設置

する。 

図 3-6 普通教室の設え 
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一般教養の物理を行う一般実験室と地質石油工学実習室では、モデルを用いたり、実験機

材の使用法の実演等を行うことがあることから、教壇を計画する。これら機材を用いた実

習は、現状の工学部で一般的な 1 グループあたりの学生数が 5 名とし、実験台を必要数設

置する。 

・集会室 

講堂は階段状とし、工学部の将来計画における 2025 年時点の 1 学年の学生数 400 名が同

時に着席できる規模とする。 

会議室は、会議体の規模として最も多い 25 人程度が収容できる部屋を合計 5 室計画する。 

現在 UNTL 工学部で開催されている会議やセミナーは下表 2-15 のとおりである。 

表 3-17 UNTL 工学部で開催されている会議及びセミナー 
会議 
セミナー名称 

参加者 参加
人数 

頻度 備考 

1.学科会議 各学科の全教員 27-7 1 回/週 各学科毎開催 
2.学部会議 工学部長、副工学部長、学科

長、副学科長、総務部長 
16 1 回/週  

3.学術委員会 副工学部調Ⅰ、学科長、修士課
程代表、学生会代表、特別研究
部門代表、総務職員 

25 1 回/2 月 シラバスの総括や授業評価を行
う。 

4.学部管理委員会 副工学部長Ⅱ、学科長、総務部
長 

7 1 回/2 月 学部管理の状況の総括を行う。 

5.研究協力委員会 副工学部長Ⅳ、学科長、特別研
究部門代表 

12 1 回/月  

6.学生会活動会議 副工学部長Ⅲ、学科長、学生会
代表 

7 1 回/月  

7.特別研究会議 教員 3-5 1 回/2 週 各学科の専門分野毎に分かれて
行う。合計 15 グループ 

8.学部対象セミナー 
（国際協力事業） 

教員、学部長、工学部長 80 1 回/学期 本邦の技プロ等で実施されるセ
ミナー 

9.学科対象セミナー 
（国際協力事業） 

教員 27-7 1 回/学期 本邦の技プロ等で実施されるセ
ミナー。学科毎に行われる。 

10.特別講義 教員、学生 講義に
よる 

1 回/学期 公共事業省や石油自然鉱物省等
のその他政府機関から講師を招
いて開催する特別講義 

11.卒業論文発表会 審査員、一般聴衆（発表は一般
公開されている。） 

30 1 回/年 学生 5人あたり 1日必要。 

12.民間機関との会議 教員、民間機関からの客人 5-10 2 回/月 企業や産業界等との会議 
13.奨学金説明会 各学科より 7 名、学生の保護

者、学科長など 
85 1 回/年 合計 5回開催される。 

14.産業研修 学生、教員 20-30 2 回/年 産業界から講師を招く研修 
15.入学式 新入学生、学部職員 300 1 回/年 2022 年には新入生 400 人規模 
16.学部卒業式 学生、学部職員 300 1 回/年 2025 年には卒業生 400 人規模 
17.新学期式 全学生、学部職員 400 1 回/学期  
18.その他集会行事  全学生、学部職員 400 2 回/年  
19.工学の日 
（学生活動） 

全学生、学部職員 400 1 回/年 学園祭的行事 

20.学科セミナー 各学科の全教員 7-27 4 回/年 学科内研究発表 

21.学部セミナー 全教員 80 1 回/学期 学部内研究発表 
22.国際会議 全教員、国内/国外の客人 150-200 1 回/年  
23.合同セミナー 全教員、他校関係者、一般人 80-100 2 回/年 UNTL 工学部と他校による合同セ

ミナー 

24.他学部のセミナー
や会議 

全教員 1 回/学期 現在はホテル等の貸会議室を使
用している。 

出所：ヒアリングにより調査団作成 
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・図書室 

工学部図書室の蔵書は、2015 年 3 月時点で一般書籍 6,566 冊、論文 770 冊、合計 7,336 冊

が確認された。 

現在東ティモール国立大学は工学部図書館を含む 7 つの図書館を保有している。図書購入

は、各学部からの要望を基にディリの中央図書課が行う。ここで、各図書館の直近 5 年間

の図書購入数を表 2-16 に示す。 

表 3-18 東ティモール国立大学直近 5 年間の図書増加量 

図書館 

2010 2011 2012 2013 2014 4 年間平

均 

全図書購

入数に占

める割合

増加数

(A) 
(A/B) 

増加

数 

(A)

(A/B)

増加

数 

(A)

(A/B)

増加

数 

(A)

(A/B) 

増加

数 

(A) 

(A/B)

教育学部図書館 1068 33% 676 38% 50 12% 0 - 108 4% 22%

経済学部図書館 301 9% 135 8% 50 12% 0 - 284 10% 10%

農学部図書館 64 2% 107 6% 50 12% 0 - 367 13% 8%

社会・政治学部 

図書館 
227 7% 315 18% 50 12% 0 - 1143 39% 19%

保健学部図書館 11 0% 18 1% 50 12% 0 - 292 10% 6%

法学部図書館 1138 35% 273 15% 50 12% 0 - 380 13% 19%

工学部図書館 427 13% 270 15% 132 12% 0 - 361 12% 13%

合計(B) 
3236  1794 432 0  2935 

出所：UNTL 図書課 

UNTL 図書館全体の図書購入数の 5年平均は、1,680 冊となる。工学部図書館には、年間全

購入冊数に対して、平均で 13%が割り当てられていることから、毎年 1,680x13%=218 冊増

加することと想定される。2015 年から 2025 年まで同数の図書が購入されると仮定すると、

218x11=2,398 冊増加することとなる。 

一方、工学部は 2014 年に 5学科合計で 949 タイトルの図書購入希望を中央図書館に提出

している。各タイトル 3冊購入することが原則であることから、全て 3冊購入した場合で

949x3=2,847 冊分となる。実際には、予算に応じて、購入冊数が変動することを勘案して

も、2025 年までの購入冊数を上回る要望を既に中央図書館に提出していることになる。 

図書館に保管される論文については、2025 年までの学生の増加数を次表 2-17 と仮定する

と、2015 年から 2025 年までの間で増加する論文冊数は 3,244 冊となる。  

表 3-19 2025 年までの工学部入学者数と卒業論文数 
年 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 合計

学生数 246 297 222 180 259 282 305 328 351 374 400 400 400 400

論文数    246 297 222 180 259 282 305 328 351 374 400 3,244

 注）2012～2015 年までの学生数は実績。2016 年以降の学生数は、2025 年に全学生数が 1,600 人となる想定で、2022

年の入学者数 400 人に達するまで、2012～2015 年までの学生数の平均値から均等に増加するものと仮定し算定した。 
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表 3-20 2025 年時点の工学部図書館の蔵書数 

以上から、2025 年時点の工学部図書館

の蔵書数は右表 3-20 のとおり、約

13,000 冊と想定される。この冊数が収

容できる開架書庫を計画する。 

また、図書室には、通常の閲覧スペー

スの他に、コンピュータを用いて各種

資料を閲覧できる PC コーナーを計画す

る。 

（２）立面・断面計画 

日射の遮蔽と自然通風・採光を両立できるような立面・断面計画を行う。具体的には外

壁部に直射日光を遮蔽するスクリーンを設置する。自然換気を促進し、間接光を積極的に

建物内に取り込める断面とする。これらのスクリーンと屋根で特徴的な外観を形成する。 

（３）構造計画の考え方 

１）建設予定地の地盤状況と基礎構造計画 

本計画敷地にて実施された地質調査結果によると、地表から深度 15m まで、シルト混じ

り砂、粘性土混じり砂、等の互層が続き、一部に礫混じりの砂層を挟んでいる。3 カ所行

われたボーリング孔で N 値は安定せず、深度 15m まで 2～54 と大きくばらついているが、

計画建物位置には既存建物基礎躯体が存在し、既存基礎解体後の地盤は GL-2.5m 程度と

なり、当該深度において想定される地盤の許容支持力は約 80kN/㎡であるため、建物規模

を勘案し、直接基礎として計画する。 

２）上部構造の構造計画 

東ティモールの多くの建物において採用されている鉄筋コンクリート造を基本とする。

耐力壁ではない外壁と内壁は、現地で一般的に使用されているコンクリートブロック積

みとする。無柱の大空間となる講堂部分は鉄骨小屋組みとする。 

 

 
一般書籍数

（冊） 

論文数

（冊） 

2015 年調査時点の蔵書数 6,566 770

2025 年までの蔵書増加数 2,398 3,244

2025 年時点の想定蔵書数 8,964 4,014

 合計：12,978 冊

図 3-7 施設形状の考え方 
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３）各種荷重 

本計画で採用する仮定荷重および外力は、現地の気象・地形・建物用途を考慮し、次の

ように設定する。 

a) 固定荷重 

本計画で使用する個々の仕上げ材、構造材から荷重を算定する。 

b) 風圧力 

風圧力は、日本の建築基準法に準拠する。 

c) 積載荷重 

積載荷重は日本の建築基準法に準拠する。 

d) 地震力 

東ティモールには、構造設計基準が現時点ではないことから、本計画では、全

世界の地震係数等を定めている米国国防省の統一施設基準（UFC:Unified 

Facilities Criteria）を準用する。同基準によると、東ティモールの周期 0.2

秒、1.0 秒の設計応答スペクトルはそれぞれ、Ss=0.93g, S1=0.37g と定められ

ている。これら係数

を用いて構造設計を

行うこととする。 

（４）電気設備計画 

１）電力引込・受変電設備 

工学部キャンパス前面のヘ

ラロードに沿って、20kV の

高圧線が敷設されている。

高圧線の引込みを担当する

公共事業省電力局（EDTL）

との協議により工学部キャ

ンパス全体として電力の引

込み地点を 1 箇所とするこ

とが確認された。本プロジ

ェクトで、引込み地点に高

圧配電盤を日本側により追

加し、ここを経由し既存の

高圧開閉器に接続する経路と本計画施設側に接続する経路に高圧線を分岐し、同地点

付近に日本側により設置される本計画施設専用の変圧器 500kVA を経由し低圧化した

後、地下埋設ケーブルによって本計画施設に電力を引き込む計画とする。 

２）電源設備 

配電盤より敷地内地中配線、ケーブルラック及び配管にて、各計画建物内電灯分電

盤・動力制御盤へ電力供給を行う。また、停電時の施設機能を最低限維持する為に、

図 3-8 電力引込系統図 
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容量 250kVA の非常用発電機を設置する。非常用発電機回路を設ける設備等は下表のと

おりとする。  

表 3-21 非常用発電機回路を設ける設備 
非常用発電機回路を設ける設備
・ 給排水用ポンプ 
・ 消火栓ポンプ 
・ サーバー電源 
・ 管理職員事務室及び秘書室の LAN, PC 用コンセント
・ 講堂のプロジェクター、音響電源、照明
・ 電話、放送、火災報知設備電源

３）構内通信路 

電話引込ケーブル用に敷地東側境界の通信線引込地点より、共用・事務棟のサーバー室

内の主配電線盤（MDF）まで地中埋設管、ハンドホール等を計画する。MDF までの引込

み工事は電話会社（東ティモール側工事）による。学部秘書室、管理事務室、図書室に

は電話取り出し口及び電話機を設置する。ケーブル引込工事は電話会社（東ティモール

側工事）による。サーバー室には自動交換器（PBX）を設置し、施設内の内線網を構築

する。施設運用上、管理職員事務室等に電話機の設置を計画する。また、PBX の回線数

に東ティモール側で整備するキャンパス出入り口脇の警備員室分を見込む。 

４）照明・コンセント設備 

各階に電灯分電盤を設置し、適切な回路構成とすると共に、盤以降の照明設備および

コンセント設備への 2 次側配管配線を計画する。 

表 3-22 照明・コンセント設備の概要 

照明 
設備 

一般照明：蛍光灯を主体とした現地で一般的な照明器具を選定する。 

共用部照明：LED 照明を主体とした消費電力の少ない照明器具を選定する。 
非常照明設備：居室・廊下にバッテリー内蔵壁掛型非常照明器具を設置する。 

コンセン
ト設備 

一般コンセント：接地極付とし、一部実習室には三相 400V の電源も用意する。 

５）構内通信網（ローカルエリアネットワーク(LAN)設備） 

教室、実験室、教職員室など主要室に LAN 取り出し口および LAN ケーブルを計画する。 

将来計画における学生数増加を勘案し、本プロジェクトに併せて工学部のインターネッ

トインフラ容量を増強し、本計画で整備される新施設にインターネット受信アンテナを

設置する大学側の意向が確認された。施設屋上に先方負担工事として、同受信アンテナ

が設置されることを想定して、計画を行うこととする。 

６）火災報知設備 

共用・事務棟の管理事務室に受信機、要所に感知器を設置し、火災の早期発見と避難

支援を図る。 

７）館内放送設備 

各棟の共用部に火災発生時等の非常放送を行うスピーカー及び共用・事務棟の事務室

に放送設備を設ける。 
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８）避雷設備 

既設建屋と同様の誘導型避雷針（PDCE タイプ）を設置する。 

（５）機械設備計画 

１）空気調和設備 

空気調和設備は維持管理費の低減、通常時及び機器故障時の維持管理の容易さを考慮

して、空冷パッケージ空調機（冷房専用スプリット型）による個別方式とする。天井

の高い大空間となる講堂は、直膨コイル床置型空調機による単一ダクト方式を採用す

る。その他の空調対象室の空調屋内機は天井カセット型または壁掛け型として各室に

温度調整用のコントローラーを設置する。 

次表 2-21 に各ゾーン別の空調方式を示す。  

表 3-23 空調方式一覧 
建物名 部門 部屋名 空調方式 

建物 1 
（共用・
事務棟） 

図書 図書室、司書室 空冷パッケージ空調機
管理 管理事務室、事務長室、学部長室、受付事務

室、学部秘書室、副学長室、会議室
同上 

講堂 直膨コイル床置型空調機

建物 2 
(教室棟) 

共用 遠隔学習教室、研究プロジェクト実験室、PC
室 

空冷パッケージ空調機

情報 PC 実習室 同上 
管理 学科長室、副学科長室、学科秘書室、

非常勤講師室、会議室、サーバー室
同上 

 

 

図 3-9 空調設備概略系統図  

 

２）換気設備 

維持管理の容易性に配慮し、各居室へ新鮮空気取入れは自然換気として計画する。一

部の便所及び電気室等に臭気、熱または塵埃排出のための機械換気設備を設置する。 
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（６）給排水衛生設備計画 

１）衛生器具設備 

建築計画に合わせて各種衛生器具を設置する。学生が使用する便所はアジア式便器、

その他は洋式便器とする。各大便器ブースにはハンドシャワーと水栓を設ける。 

２）給水設備 

既存工学部の井戸及び高架水槽は継続して使用が可能な状態であるため、高架水槽の

二次側から建物内までの給水配管を設置し、給水圧力を補助する給水ブースターポン

プを経由して必要箇所へ供給を行う。 

現地調査の結果、既存の揚水ポンプや砂ろ過装置の故障が確認されたことから、必要

設備の更新を行う。 

本プロジェクトに伴い必要になる概算給水量を以下表 2-22 に示す。 

表 3-24 給水量概算 

対象 想定人員 

（人） 

単位給水量 

（L/人・日） 

日給水量 

（L/日） 

学生数（2025 年時点見込み） 1,600 (55L/人×0.5) 44,000L 

職員数（同） 141 (100L/人×0.5)  7,050L 

小計   51,050L 

   →52 ㎥ 

注：単位給水量は現地の使用状況を勘案し、日本の標準値の 50%で設定 

概略機器容量は以下の通り。 

受水槽    80 ㎥（既存継続使用。1日給水量 52 ㎥以上） 

高架水槽   22 ㎥（既存継続使用） 

揚水ポンプ  733L/min×30mAq（撤去・新設。高架水槽を 30 分で揚水可能） 

井水ポンプ    230L/min×80mAq（撤去・新設） 

給水ブースターポンプ 440L/min×26mAq （新設） 

３）排水設備 

生活排水はユニット型合併式浄化槽で処理した後、敷地内雨水側溝へ放流する。雨水

排水は敷地内の側溝を経由して敷地外へ排出する。 

ユニット型合併式浄化槽の計画処理水質能力は、流入水質を BOD200mg/L、SS200mg/L

と想定し、放流水質：BOD30mg/L、SS50mg/L 以下とする。 

注）BOD＝Biochemical Oxgen Demand（生物化学的酸素要求量）、 

SS＝Suspended Solids（浮遊性物質量）  

表 3-25 排水処理容量 

対象 処理容量 

合併式浄化槽 生活排水 52 ㎥/日 x1 基 
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図 3-10 排水処理設備概略系統図 

４）消火設備 

消火水槽、屋内消火栓設備、消火栓ポンプ、消火器等を設置する計画とする。 

（７）建設資材計画 

１）基本方針 

東ティモールの気候、風土、建設事情、工期、建設費、大学の維持管理体制等を考慮

し、可能な限り近隣のインドネシア製資材を使用し、建設費の低減と工期の短縮を図

る。また、マスタープランとの調和及びUNTLの維持管理計画に沿った仕上げ材料を選

択する。 

２）材料 

a） 構造材 

躯体は、現地で一般に採用されている鉄筋コンクリートとし、壁はコンクリート

ブロックとする。コンクリートについては砂、粗骨材も現地で容易に入手可能で

ある。 

b） 外部仕上げ材 

主な外部仕上は下記の通りである。 

外壁 ： 塗装仕上げ 

屋根 ： アスファルト防水・コンクリート押さえ、金属製屋根材 

外部建具 ： アルミ製建具 
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c） 内部仕上げ材 

次表 2-24 に主要な内部仕上げ材料の計画とその選定理由を示す。 

表 3-26 内部仕上げ表 

室名 床 壁 天井 選定理由 

教室・他居室 タイル貼 塗装仕上げ 吸音ボード 維持管理を重視 
講堂 カーペット貼 吸音パネル 吸音パネル 音響効果を重視 
廊下 タイル貼 塗装仕上 吸音ボード 維持管理を重視 
便所 タイル貼 タイル貼 吸音ボード 耐水性を重視 

3-2-2-3 機材計画 

（１）機材計画内容 

本プロジェクトの対象範囲は以下とする。 

・新設する建物に付随する設備のうち、コンピュータ機材やプロジェクターなどに分類

されるもの。 

・工学部の 5 学科（機械工学科、土木工学科、電気・電子工学科、情報通信工学科及び

地質・石油工学科）の学部実習に必要な教育機材。 

新設する建物に付随する設備のうち、教室、その他諸室で必要となる主な機材と学部実

習用機材は下表の通り。学部実習用の教育機材は、情報工学科、地質・石油工学科は新

設実習室に必要な機材を計画し、機材機械工学、土木工学、電気・電子工学の 3 学科は

既存ワークショップに設置することを前提として、更新が必要あるいは不足している機

材のうち、最低限必要な機材とする。 

表 3-27 計画機材 
施設名 主な計画機材の内容 

普通教室 講義で使用するプロジェクター及びスクリーン 

大教室 講義で使用するプロジェクター及びスクリーン 

通信講義教室 研修等で使用するプロジェクター及びスクリーン、通信講義用機材 

コンピュータ室 講義で使用するデスクトップ PC、プリンタ、ネットワーク機材、プロジェクター

及びスクリーン 

会議室 会議で使用するプロジェクター及びスクリーン、ホワイトボード 

講堂 会議で使用するプロジェクター、スクリーン及び音響機器セット 

印刷室 コピー機とデジタル印刷機 

図書室 図書管理業務用及び資料検索・閲覧用としてデスクトップ PC、プリンタ及びコピ

ー機 

製図室 製図板、製図器具及びプロジェクター、スクリーン 

一般実験室 講義で使用するプロジェクター及びスクリーン、基本的な物理実習機材 

研究プロジェクト実習室 研究で使用するドラフトチャンバー、電気炉、pH 計及び化学実験器具一式 

情報工学科 PC 実習室 デスクトップパソコン 40 台 x2 クラス、ネットワーク機材等 

地質・石油工学科実習室 学部実習用の教育機材のうち、鉱物標本、岩石試料作製機材、顕微鏡、測量機材

等、基本的な機材 

機械工学科実習室 

（既存棟） 

現有機材の更新、及び学部実習用の教育機材のうち、材料試験、機械加工、エネル

ギー変換、自動車分野で不足している最低限必要な機材 

土木工学科実習室 

（既存棟） 

現有機材の更新、及び学部実習用の教育機材のうち、コンクリート、アスファル

ト、測量、構造分野で不足している最低限必要な機材 

電気・電子工学科実習室 

（既存棟） 

現有機材の更新、数量不足分の追加、アナログ/デジタル回路、電気設備、制御、

パワーエレクトロニクス、通信分野で不足している最低限必要な機材 

 

（２）機材選定基準 

要請機材リストについては以下の基準により、妥当性評価を行った。 
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機材選定基準 

・ 本プロジェクトで新設する建物の付随設備 

・ 本プロジェクトが対象とする 5 学科（機械工学科、土木工学科、電気・電子工学科、情

報工学科及び地質・石油工学科）の学部実習で必要となる必要最低限の実習機材 

・ 本プロジェクトが対象とする 5 学科のうち 3 学科（機械工学科、土木工学科、電気・

電子工学科）で現在、活用されている実習機材の中で、将来の学生数増加により数量

の不足が生じる機材 

・ 本プロジェクトが対象とする 5 学科のうち 3 学科（機械工学科、土木工学科、電気・

電子工学科）の既存機材の中で故障・不具合等により、更新が必要な機材 

 

削除基準 

・ 教員等の技術水準に比べ、高度な知見や技術が必要とされる機材 

・ 東ティモール国内において交換部品・消耗品の調達が困難で、かつ海外からの交換部

品・消耗品の調達も難しい機材 

・ 機材の持続的な活用のために、高度な維持管理技術が必要とされる機材 

・ 教員がこれまで一度も活用した実績のない機材 

・ 本プロジェクトで整備を行う他機材の機能で代用できる機材 

・ 使用頻度が低く、費用対効果の観点から優先順位が低い機材 

・ 先方負担整備とすることが妥当かつ可能な機材 

・ 使用可能な既存機材があり、数量も充足している機材 

・ 専ら教員の研究目的のみに必要とされる機材 

 

数量設定基準 

・ 本プロジェクトで新設する建物に付随する機材については、機材の使用方法、1 学年 1

学科当たりのクラス数、1クラス当たりの学生数等を基準として数量設定を行った。 

・ 学部実習機材については、機材の使用方法及び 1 クラス当たりのグループ数を基準と

して数量設定を行った。 

・ 既存機材がある場合については、必要数量を算定し、使用可能な機材数量を減じた上

で、計画数量を設定した。 

要請機材検討表は資料「その他の資料・情報」の通りである。 

 

3.2.3 概略設計図 
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3.2.4 施工計画/調達計画  

3-2-4-1 施工方針/調達方針 

本協力対象事業は、日本国政府の閣議決定を経て、東ティモール政府との交換公文

(Exchange of Notes：E/N)が締結され、独立行政法人国際協力機構と東ティモール政府と

の間で贈与契約(Grant Agreement：G/A)を締結した後、日本国政府の無償資金協力の枠組

みに従って実施される。その後、東ティモール政府と日本国法人コンサルタントが契約を

締結し、施設・機材の詳細設計作業に入る。詳細設計図面及び入札図書の完成後に、入札

によって決定した日本国法人建設工事会社と機材調達会社により、建設工事及び機材工事

が行われることになる。 

なお、コンサルタント、建設工事会社及び機材工事会社との各契約は、無償資金協力と

して有効となるためには、独立行政法人国際協力機構による認証が必要となる。 

工事着工後、東ティモール側実施機関、コンサルタント、建設工事会社、機材工事会社

による施工監理体制が組まれる。 

（１）実施体制 

本計画実施に当たっての東ティモール政府の主管官庁及び実施機関は UNTL であり、同機

関が契約調印者となる。指名された UNTL の担当官が、事業実施の窓口として計画実施中

の業務調整を担当する。 

（２）コンサルタント 

上記交換公文、贈与契約が締結された後、UNTL は日本国法人コンサルタントと日本国の

無償資金協力の枠組みに従い、本計画の詳細設計・監理にかかるコンサルタント契約を締

結し、独立行政法人国際協力機構による同契約の認証を受ける。コンサルタントは同契約

が認証された後、UNTL と協議の上、本協力準備調査報告書に基づき詳細設計図面及び入札

図書を作成、UNTL に説明し同意を得る。 

建設工事の入札･施工段階でコンサルタントは、詳細設計図書及び入札図書に基づき入札

業務支援及び施工監理業務を実施する。機材調達・据付についても同様に、機材入札業務

支援から調達・据付・試運転・初期操作指導・引渡しに至る監理業務を行う。それぞれの

業務について以下に示す。 

１）詳細設計 

本協力準備調査報告書に基づき、建築計画の詳細を決定し、機材計画の見直しを行

い、関連する設計図、仕様書、入札条件書、建設工事、機材工事に関するそれぞれ

の契約書案等からなる入札図書を作成する。建設工事、機材工事に必要な費用の見

積も業務として含まれる。 

２）入札業務支援 

実施機関が行う建設工事会社及び機材工事会社の入札による選定に立会い、それぞ

れの契約に必要な事務手続き及び日本国政府への報告等に関する業務支援を行う。 

３）施工監理業務 

建設工事会社及び機材工事会社が実施する業務について、契約どおりに実施されて
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いるか否かを確認し、契約内容の適正な履行を確認する。さらに、計画実施を促進

するため、公正な立場に立ち、関係者に助言、指導、関係者の調整を行う。主たる

業務は以下のとおりである。 

 建設工事会社及び機材工事会社から提出される施工計画書、施工図、機材仕

様書、その他の図書の照合及び確認手続き 

 納入される建設資機材、機材・家具の品質、性能の出荷前検査及び確認 

 建設設備機器、機材の納入・据付、取扱い説明の確認 

 工事進捗状況の把握と報告 

 竣工施設・機材の引渡しへの立会 

コンサルタントは上記業務を遂行する他、独立行政法人国際協力機構等の日本国政

府関係機関に対し、本計画の進捗状況、支払い手続き、完了引渡し等について報告

する。 

（３）建設工事会社及び機材工事会社 

建設工事会社及び機材工事会社は一定の資格を有する日本国法人を対象とした一般入札

により選定される。入札は原則として最低価格入札者を落札者として、UNTL との間で建設

工事及び機材工事契約を締結する。これらの契約に基づき建設工事会社は施設の建設、及

び機材工事会社は機材の調達、搬入、据付を行い、東ティモール側に対し当該機材の操作

と維持管理に関する技術指導を行う。また、機材引渡し後においても、有償で主要機材の

スペアパーツ・消耗品の供給及び技術指導を協力対象施設が受けられるよう、メーカー、

代理店との協力を基に後方支援を行う。 

（４）独立行政法人国際協力機構（以下、国際協力機構） 

国際協力機構は、無償資金協力の制度に従い、本プロジェクトの日本国政府の実施機関

として本プロジェクトの実施促進に必要な業務を行う。 

（５）現地コンサルタント、現地建設工事会社 

日本人現場常駐監理者の現場での業務は、施設規模が大きく業務量も多いことが予想さ

れ、全ての監理業務を行うことは困難なため、監理補助者として現地コンサルタントの技

術者を雇用し、不足する時間と範囲を補填する方針とする。 

また、現地建設工事会社には技術力及び動員力を有する企業もあり、元請となる日本国

法人建設工事会社の下で下請けとして必要な能力を発揮することは可能である。 

3-2-4-2 施工上/調達上の留意事項 

（１）施工上の留意事項 

１）工程管理 

現地での工程管理上の最も大きな制約は、11 月から 4 月までの雨季の間、建設サ

イト内にて冠水しない仮設エリア・仮設道路を確保することと、雨季の基礎工事や

外構工事等の工事計画である。日本建設工事会社はこれらの工事用の仮設工事を行

うとともに、これらの制約を考慮に入れた工程計画を作成し、東ティモール側実施



 

3-39 

機関関係者、コンサルタント、建設建設工事会社が定期的に会合を持ち、工程管理

を行う。 

２）安全管理 

建設工事中は、本プロジェクトサイトを仮囲いで囲い、構内道路への出入り口を必

要最小限に制限することで、工事車両や労務者の建設サイトへの出入りを管理し、

大学関係者等の安全を図る。 

（２）機材調達上の留意事項 

１）調達先の選定 

・コンピュータ機材、コピー機は、現地調達が可能で、販売代理店はディリ市内に

複数あるが、取扱い製品が限られている。消耗品・交換部品の供給等の維持管理

の観点から、現地で取扱いのあるメーカー製品が選定されるよう留意する。 

・工学系の実習機材を取り扱う現地代理店はないが、隣国のインドネシアには日

本・欧米メーカー代理店が揃うことから、本邦・第三国調達を含む計画とし、据

付工事・操作指導についてはメーカー本社あるいは近隣国の代理店からの技術者

派遣とする。 

・講堂等に計画する音響機材、プロジェクター等は、システム一式として据付工事

を伴うことから、ディリ市内には適切な業者がないため、本邦調達を前提として

品質・据付技術水準を担保する。 

２）工程管理 

機材については、既存建物のワークショップ棟に設置する機材と本プロジェクトで

新設される建物に設置する機材に分けて搬入・据付作業をする計画とする。機械工

学科、土木工学科及び電気・電子工学科の既存ワークショップへの機材設置におい

ては、各学科の実習授業への影響が最小限となるよう工程計画の策定に留意し、据

付工事・初期操作指導・運用指導の実施に当たっては、先方とのスケジュール調整

に十分留意する。新設棟への設置機材については、機材調達業者と建設業者の間で、

とくに設備の取り合いにかかる事前打合せを行い、現場でのトラブル防止に留意す

る。また据付工事中は、大学関係者等へ工事計画を周知する等、安全管理を徹底す

る。 

３）運用指導の確実な実施 

本プロジェクト実施後、機材が継続的かつ適正に作動し、実験・実習において十分

に活用されるためには、機材の適正な操作および維持管理方法を指導することが重

要である。従って機材据付技術者は十分な知識と経験を持った技術者が選定される

よう入札図書内容には留意するとともに、 通常の初期操作指導に加えてメーカー

技術者等による運用指導を含める計画とし、供与機材が効果的に活用されるよう配

慮する。 
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３）資材の盗難防止 

資材等の盗難防止のために、大学関係者、コンサルタント、建設工事会社にて調整

し、本プロジェクトサイトでは 3 交代による 24 時間警備を行う。 

3-2-4-3 施工区分/調達・据付区分 

本計画の事業実施は、日本国と東ティモールとの相互協力により実施される。本計画が

日本国政府の無償資金協力により実施される場合の両国政府の工事負担範囲は以下のとお

りとする。 

（１）日本国政府の負担事業 

本計画のコンサルティング及び施設建設、機材調達・据付等に関する以下の業務を負担

し実施する。 

１）コンサルタント業務 

 本協力対象施設、機材の詳細設計図書及び入札条件書の作成 

 建設工事会社及び機材工事会社の選定及び契約に関する業務支援 

 施設建設工事及び機材納入・据付け・操作指導・保守管理方法説明指導に関する

監理業務 

２）施設建設及び機材調達・据付け等 

 プロジェクトサイトに立地する既存建屋地下躯体の解体 

 本協力対象施設の建設 

 本協力対象施設の建設資機材、機材の調達及び対象施設までの輸送と搬入 

 本協力対象機材の据付け及び試運転 

 本協力対象機材の操作、保守管理方法の説明と指導 

（２）東ティモール政府の負担事業  

表 3-28 東ティモール政府負担事項 

建設工事関連 

 プロジェクトサイトの確保 

 
プロジェクトサイトの整地 

(既存建屋上部躯体の解体・整地・樹木伐採) 

 プロジェクトサイトの盛土用客土の調達 

 植栽等の造園工事 
 建物までの電話・インターネット引込 

 建築許可・環境ライセンス取得 

維持管理関連 

 日本国負担事業対象外の一般家具等 

 消耗品・交換部品 

 本協力対象施設及び機材の活用と維持管理 

手続き関連 

 
銀行取極の手続き及び契約金額支払い手数料、支払授権書及び修正授権書の手

続き及び通知手数料 

 建築許可申請の手続き及びその他必要な各種許認可の発給 

 輸入資機材の税措置・通関手続きの迅速な対応 

 日本国法人及び日本人関係者に対する各種税の対応 

 日本人関係者の入国及び滞在に必要な便宜供与 

 日本国負担以外の全ての必要経費 
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3-2-4-4 施工監理計画/調達監理計画 

（１）施工監理方針/調達監理方針 

日本国政府が実施する無償資金協力の方針に基づき、コンサルタントは協力準備調査の

主旨を踏まえ、詳細設計業務を含む一貫したプロジェクトチームを編成し、円滑な業務の

実施を行う。本計画の施工監理に対する方針は、以下のとおりである。 

 両国関係機関の担当者と密接な連絡のうえ調整を図り、遅滞なく施設建設及び機材

整備が完了することを目指す。 

 建設工事会社及び機材工事会社とその関係者に対し、公正な立場に立ち迅速かつ適

切な指導・助言を行う。 

 施設及び機材据付け引渡後の運用・管理について適切な指導・助言を行い、建設工

事及び機材工事が完了し契約条件が満たされたことを確認した上、施設、機材の引

渡しに立会い UNTL の受領確認を得て業務を完了させる。 

（２）施工監理計画  

本計画は延べ床面積が比較的大きいことから、常駐監理者(建築担当)として工事全期間

1名とローカル技術者を置く他、工事の進捗状況に合わせ下記の技術者を適時派遣する。 

 業務主任/副業務主任 ： 全体調整、工程・品質管理指導 

 建築担当 ：  総合図説明、材料仕様の確認 

 構造担当 ：  地耐力確認、材料確認 

 機械設備担当 ：  総合図説明、給排水設備・空調換気設備の中間・竣工検査 

 電気設備担当 ：  総合図説明、電気設備の中間・竣工検査 

 家具担当 ：  材料確認、中間検査 

 機材担当 ： 機材据付け指導、建築工事との調整、員数検査立会い、 

取扱い説明確認等 

（３）建設工事会社監督技師 

設計図書に合致した施設を工期内に完成させるため、建設工事会社は現地の協力施工会

社との共同作業を円滑に運営し、適切な技術指導と工程管理を遂行する能力が要求される。

さらに、本協力対象施設の性格を理解したうえで、所定の品質の施設を実現するには、現

地事情に通じた施工監督技師の常駐が必要である。 

（４）調達監理計画 

１）機材工事会社打合せ・機器製作図確認（国内） 

打合せ内容は、機材調達工程（発注、検査、船積み、輸送、据付工事）の確認、機

材工事会社側のプロジェクトに係る体制（人員、報告体制等）の確認、入札図書で

の提出要求書類の確認（機器製作図、ユーティリティリスト等）などが予定される。 

２）出荷前検査（国内） 

実習機材の一部はメーカーの製造工場にて全ての組立を完了し輸出梱包された状態
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で指定倉庫へ搬入される。そのため、機材の出荷前にメーカー工場等にて出荷前検

査を実施する。 

３）船積前機材照合検査（国内） 

第三者検査機関による船積前機材照合検査に係る検査機関選定、検査用仕様書等の

必要書類の準備、検査証の確認および施主への検査終了報告書に必要な資料の作成

を行う。 

４）現地調達監理（現地） 

UNTL の担当責任者とともに機材工事会社が行う員数検査、検品、据付工事、調

整・試運転、初期操作指導、運用指導について現地における調達監理業務を行う。

調達機材が契約通り納入されているかメーカー、型番、仕様などをチェックすると

ともに、初期操作指導については参加者名、部署、担当等具体的なサインの記され

た指導終了の確認書類を収集する。機材工事の調達監理者が担当し、据付工事から

検収・引渡しまでの全ての期間において現地業務を行う。 

５）検収・引渡し業務（現地） 

上記作業の完了後、引渡し業務の終了を UNTL の責任者に報告し、所定の手続き

を行う。調達監理技術者が担当する。 

６）瑕疵期間満了前検査（現地） 

メーカー保証期間満了前検査を実施し、検査報告書の作成を行う。 

（５）機材工事会社の調達管理計画 

１）機器製作図確認 

機材調達工程（発注、検査、船積み、輸送、据付工事）、プロジェクトに係る体制

（人員、報告体制など）、入札図書での提出要求書類（機器製作図、ユーティリテ

ィリスト等）などについて、打ち合わせの中でコンサルタントに対して説明し了解

をとる。 

２）出荷前検査立会い 

機材の一部はメーカーの製造工場にて全ての組立を完了し輸出梱包された状態で指

定倉庫へ搬入されるため、メーカーの製造工場等にて出荷前検査を実施する。 

３）船積前機材照合検査立会い 

各メーカーとの事前打合せおよび検査会社による船積前機材照合検査の立ち会いを

行う。 

４）現地調達管理 

全ての機材について、UNTL の担当責任者およびコンサルタントの立会いのもと員

数検査、検品、試運転、初期操作指導、運用指導を実施する。 
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3-2-4-5 品質管理計画 

本計画での建設工事にかかる施工監理にあたっては建設工事の品質水準を確保するため、

原則として下記のような東ティモール、または日本国の基準に基づいて施工監理を実施す

る。 

主要工種の品質管理計画は、以下表のとおりである。 

表 3-29 品質管理計画 

工事区分 監理項目 管理値 検査方法 品質規格 測定頻度 
結果の整理

方法 

土工事 地耐力 設計地耐力 
以上 

平板載荷試験 国際基準
※ 

各サイト 1ヵ所 試験報告書

 法面角度 計画値以内 ゲージ、目視  適宜 写真、書類
 床付精度 +0～-5cm 以内 レベル、目視  〃 〃 
 地業高さ +0～-3cm 以内 〃  〃 〃 

 置換土厚 +5cm～0 〃  〃 〃 

鉄筋工事 鉄筋かぶり
厚 

設計かぶり厚さ 
以上 

目視、測定 国際基準
※ 

適宜 写真、書類

 加工精度 あばら筋・帯筋 〃  〃 〃 
  ±5mm     
  その他±10mm 〃  〃 〃 
 引張り試験 規準強度以上 現 場 抜 き 取

り、または出
荷時抜き取り 

 各径鉄筋 200ｔ
に 1 回、供試体
3本 

試験結果報
告 

コンクリー
ト工事(現
場練) 

圧縮強度 設計強度以上 試験場立合い
(随時) 

国際基準
※ 

1 回の打設毎、
かつ 50m3 毎に
供試体 3体以上 

試験結果報
告書 

 スランプ値 15cm±2.5cm 現場立合い  1 回の打設毎 写真、書類
 塩化物量 0.3kg/m3以下 試験片、現場

立合い 
 〃 〃 

 空気量 4.5% ±1.5% 現場立合  〃 〃 
 ｺﾝｸﾘｰﾄ温度

(荷卸時) 
35 度以下 現場立合  〃 〃 

 出来形精度 1m につき 10mm 以
内 

測定  型枠脱型時 〃 

組 積 工 事
(コンクリ
ートブロッ
ク) 

圧縮強度 各工場管理値によ
る 

採用工場決定
後、圧縮試験
場立合い 

国際基準
※ 

工場出荷前 1 回 試験結果報
告書 

左官工事、
塗装工事、
屋根工事、
建具工事 

材 料 ・ 保
管・施工・
調合・塗り
厚・養生・
施工精度 

特記仕様書による 同左 同左 適宜 写真、書類

給排水工事 給水管 漏れのないこと 水 圧 テ ス ト
1.75Mpa で 60
分 

国際基準
※ 

配管完了時、各
系統別 

試験結果報
告書 

 排水管 〃 満水テスト    

電気工事 電線 規定値以内 絶縁テスト 国際基準
※ 

〃 〃 

   通電テスト    

       
       

※BS, ASTM, JIS, ACIS SA 等の国際基準 
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3-2-4-6 資機材等調達計画 

（１） 建設資材 

１）調達方針 

建設資材のほとんどは現地調達が可能であり、施設竣工後の維持管理の点でも有利

であるため、現地調達可能な資材を積極的に活用する。 

現地調達が困難なもの及び本計画の機能を確保する上で所定の品質が必要な資材は、

日本国または第三国からの調達とする。 

２）調達計画 

 建築躯体工事 
躯体工事用の砂、砂利、間仕切り壁用のコンクリートブロック等は現地市場で調達する。
鉄筋、型枠、セメントはインドネシア製等の第三国品が現地建設市場で調達可能である。 

 建築内外装工事 
アルミサッシ、木材、タイル、カラー金属折板、塗料、ガラス等の各種内外装資材は、
インドネシア製等の第三国品が現地建設市場で調達可能である。 

 衛生工事 
水中ポンプ、タンク類、衛生陶器については、インドネシア製等の第三国品が現地建設
市場で調達可能である。 

 電気工事 
照明器具、盤類、電線、配管材等は、インドネシア製等の第三国品が現地建設市場で調
達可能である。 

表 3-30 主要建設資材調達計画リスト 
  
  

  
  

調達先 
備考 

現地 日本 第三国 
[仮設工事]     

足場 ○   都市部では単管足場が一般的 
仮囲い ○   波型鉄板又はベニヤ板・塗装 
仮設事務所・倉庫・下小屋 ○   コンクリートブロック造が一般的 

[資材]        
  普通ポルトランドセメント ○  ○ インドネシア製が調達可能 
  骨材 ○   現地生産品が調達可能 

  異形鉄筋 ○ 
○ ○ インドネシア製が調達可能 

  
型枠用ベニヤ 

 ○ 
インドネシア製が調達可能 

  コンクリートブロック ○   現地製品が調達可能 
 鉄骨 ○ ○ ○ インドネシア製が調達可能 
  防水材 ○  ○ インドネシア製が調達可能 
  軽量鉄骨材 ○  ○ インドネシア製が調達可能 
  カラー金属折板 ○  ○ インドネシア製が調達可能 
  アルミ製建具 ○  ○ インドネシア製が調達可能 
  木製建具 ○  ○ インドネシア製が調達可能 
  ガラス ○  ○ インドネシア製が調達可能 
  タイル ○  ○ インドネシア製が調達可能 
  吸音板 ○  ○ インドネシア製が調達可能 
  セメントボード ○  ○ インドネシア製が調達可能 
  ペンキ ○  ○ インドネシア製が調達可能 
[設備・電気]       
  高置タンク ○  ○ インドネシア製が調達可能 
  ポンプ ○  ○ インドネシア製が調達可能 
  配管材・配管金物 ○  ○ インドネシア製が調達可能 
  衛生陶器 ○  ○ インドネシア製が調達可能 
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調達先 
備考 

現地 日本 第三国 
  分電盤 ○  ○ インドネシア製が調達可能 
  配線・配管 ○  ○ インドネシア製が調達可能 
  照明器具 ○  ○ インドネシア製が調達可能 
  避雷針 ○  ○ インドネシア製が調達可能 

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

計画機材の搬入、据付工事及び調整・試運転に続き、初期操作指導及び運用指導を実施

する。この指導は機材工事会社によって行われ、コンサルタントはこの指導が適正に行わ

れるよう監理を行う。引渡し時には UNTL 側責任者及び各担当者、機材工事会社とともに

指導内容と理解度の確認を行うこととする。 

3-2-4-8 実施工程 

本計画が日本国政府の無償資金協力によって実施される場合、本計画の工事着工までの

実施工程は以下の手順となる。 

 両国政府間で E/N、東ティモール政府と国際協力機構の間で G/A が締結される。 

 国際協力機構により日本国法人コンサルタントが推薦される。 

 UNTL と推薦を受けたコンサルタントとの間で詳細設計・監理契約が締結される。 

 詳細設計図書及び入札図書の作成、日本国での入札支援業務、各工事会社との契約

を経て建設・機材工事に至る。 

（１）詳細設計 

協力準備調査をもとに詳細設計図書と入札図書を作成する。その内容は、詳細設計図面、

仕様書、計算書、入札要項等で構成される。コンサルタントは詳細設計の初期、最終の各

段階に UNTL と綿密な打合せを行い、最終成果品を提出し、その同意を得て詳細設計業務

が終了する。 

（２）入札・施工段階 

詳細設計終了後、日本国において建設工事入札について参加資格審査を公示する。審査

結果に基づき、実施機関である UNTL が入札参加資格を得た入札参加建設工事会社を招聘

する。機材工事は建設工事と分離した入札とする場合、UNTL は入札参加を希望する機材工

事会社を招聘する。関係者立ち会いの下にそれぞれの入札を行い、最低価格を提示した入

札者が、その入札内容が適正であると判断された場合、落札者となり UNTL と建設工事契

約、機材工事契約を締結する。 

（３）建設工事、機材工事 

契約書に署名後、独立行政法人国際協力機構の認証を得て、建設工事会社及び機材工事

会社は施設建設工事及び機材工事に着手する。本計画の施設規模と現地建設事情より、建

設工事及び機材工事は合わせて約 19 ヶ月と判断される。これには順調な資機材の調達と、

東ティモール側関係機関の迅速な諸手続きや審査、東ティモール側負担工事の円滑な実施

が前提となる。 
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表 3-31 業務実施工程表 

2 3 5 6 7 8 9 10 11 12 13 16 17 18 19 20

(現地調査)

(国内作業)

(現地調査)

(国内作業)

(現地作業)

2 3 5 6 7 8 9 10 11 12 13 16 17 18 19 20
＜建設工事 ＞

(工事準備)

(基礎工事)

(躯体工事)

(設備工事)

(内外装工事)

(外構工事)

＜機材調達 Lot2(既存)＞ ＜機材調達 Lot1(新設)＞

(輸送 Lot2(既存)) (輸送 Lot1(新設))

(据付・調整 Lot2(既存)) (据付・調整 Lot1(新設))

計8月

計19月

15

15

1 4

1

14

14

施
工
・
調
達

詳
細
設
計
・
入
札

4

 

 

3.3 相手国側分担事業の概要 

本プロジェクトを日本国政府の無償資金協力により実施する上で、東ティモール側が負

担する項目は以下のとおりである。 

（１）準備工事関連等 

 プロジェクトサイトの整地（既存建屋解体・整地・樹木伐採） 

 プロジェクトサイトの盛土用客土の調達 

 施設完成後のプロジェクトサイト内の植栽・造園 

 建築許可、環境ライセンス取得、インフラ接続工事(電話・インターネット引込み) 

 

（２）維持管理関連 

 日本国側協力対象外の一般家具及び什器備品の調達 

 施設・機材の維持管理に必要となる消耗品・交換部品等の調達 

 無償資金協力で建設された施設と調達機材の適正・効果的な活用と維持管理 
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（３）手続き関連 

 銀行取極の手続き及び契約金額支払手数料の支払い、支払授権書、修正授権書

の通知手数料の支払い 

 建築許可申請(公共事業局審査)の手続き 

 本プロジェクトの実施に必要とされる各種許認可、免許、公認等についての発

給 

 無償資金協力範囲で調達される輸入資機材の税措置・通関手続きの迅速な対応 

 本プロジェクトに携わる日本国法人及び日本人に対し、東ティモール国内で課

せられる関税、国内税その他の税制課徴金の対応 

 前項の日本人に対し、本プロジェクトの業務遂行のための東ティモールへの入

国及び滞在に必要な便宜供与 

 無償資金協力に含まれないものの、本プロジェクトの遂行に必要となるその他

全ての費用負担 

 

3.4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3.4.1 運営維持管理体制 

（１）運営体制 

UNTL 工学部戦略計画 2015-2025 によれば、学生数の増加に伴い、下表 4-1 のとおり

2025 年には合計 141 人の職員による学部運営体制となる。 

 

表 3-32 工学部拡充計画における職員数の増加 
項目 2014 2025 
職員数 総数 102 141 

アカデミック職員数小計 79 99 
教員 78 88 
技師 1 11 

事務職員数小計 23 42 
学科付事務員 9 13 
学部付事務員 14 29 

（２）維持管理体制 

先方の将来計画では、実習機材の指導及び維持管理を行う技師数を１名から 11 名に増員

する計画となっている。簡易な機材修理に関してはこれらの技師が行い、修理が必要とな

る場合には、メーカーや代理店に委託することを想定する。この他にも、これまで各学科

の担当者ベースで管理していた機材インベントリーデータを整理し、工学部のデータベー

スとして一元化することを計画している。不足機材、スペアパーツ及び消耗品の日常管理

を徹底し、当該インベントリーデータの更新を継続的に行い、新規機材調達、既存機材の

消耗品・交換部品の予算申請についても、当該データを活用し、各学科からの申請を工学

部長が取り纏めて、UNTL 本部へ申請を行う仕組みを計画している。 

施設の不具合については、その都度外部建設工事会社に修理を依頼することとなる。 
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3.4.2 維持管理計画 

（１）施設 

施設の維持管理においては、①日常の清掃の実施、②磨耗・破損・老朽化に対する修繕

の 2 点が中心となる。修繕については、構造体を保護する内外装仕上げ材の補修・改修が

主体となる。また、施設の機能維持のための改修は 10 年単位となる。 

施設の寿命を左右する定期点検と補修についての細目は、建設工事会社より施設引き渡

し時に｢維持管理取扱説明書｣として提出され、点検方法や定期的な清掃方法の説明が行わ

れる。 

その概要は、一般的に以下表 4-2 のとおりである。 

表 3-33 施設定期点検の概要 

 各部の点検内容 点検回数 

外部 

・ 外壁の補修・塗り替え 

・ 屋根の点検、補修 

・ 樋・ドレイン廻りの定期的清掃 

・ 外部建具廻りのシール点検・補修 

・ 側溝・マンホール等の定期的点検と清掃 

塗替え 1回/5 年、補修 1回/3 年 

点検 1回/3 年、補修 1回/10 年 

1 回/月 

1 回/年 

1 回/年 

内部 

・ 内装の変更 

・ 間仕切り壁の補修・塗り替え 

・ 天井材の張り替え 

・ 建具の建て付け具合調整 

・ 建具金物の交換 

随時 

随時 

随時 

1 回/年 

随時 

（２）建築設備 

建築設備については、故障の修理や部品交換等の補修に至る前に、日常の｢予防的維持管

理｣が重要である。設備機器の寿命は、運転時間の長さに加えて、正常操作と日常的な点

検・給油・調整・清掃・補修等により、確実に伸びるものである。これらの日常点検等に

より故障や事故の発生を未然に予防し、また事故の拡大を防ぐ事ができる。 

ポンプ等の機器は定期的な保守点検が必要であり、年 1 回程度の定期点検を行うことが

肝要である。なお、主要設備機器の一般的耐用年数は次のとおりである。 

 

表 3-34 設備機器の耐用年数 

 設備機器の種別 耐用年数 

電気関係 

・配電盤 

・蛍光灯(ランプ) 

・ 白熱灯(ランプ) 

・ 非常用発電機 

20 年～30 年 

5,000 時間～10,000 時間 

1,000 時間～1,500 時間 

30 年 

給排水設備 

・ポンプ類、配管･バルブ類 

・タンク類 

・衛生陶器 

15 年 

20 年 

25 年～30 年 

空調設備 

・配管類 

・排気ファン類 

・空調機 

15 年 

20 年 

10 年 
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（３）機材 

本プロジェクトで整備対象とする機材は、ヘラ地区に位置する UNTL 工学部向けであり、

運営・維持管理についても工学部の各学科が担当する。しかしながら現在、工学部には維

持管理専門の技師は配置されておらず、各学科の教員等が個別に担当しているが、技術水

準の問題もあり、満足な維持管理が行われているとは言い難い。各学科からは工学部長を

通してディリの UNTL 本部に技師の配置申請が提出されており、順次配置がなされていく

予定であるが、UNTL 工学部として、より組織的な運営・維持管理体制の構築が急がれる。

また新規機材調達、既存機材の消耗品・交換部品の予算申請は、工学部長が取り纏めて、

UNTL 本部へ申請を行う仕組みとなっている。 

以下に今後 UNTL 本部、工学部及び各学科にて構築されるべき体制案を示す。 

表 3-35 構築されるべき体制案 
UNTL 本部の運営維持管
理事務局 

UNTL 工学部の役割 各学科における機材の運営維持管
理 

 運営維持管理実施方針
の策定 

 各学科からの予算申請取りま
とめ・事務局申請 

 学科長/ 維持管理責任者/ 教
員の役割 

 予算の確保・割り当て  人材配置申請 ・学科別インベントリーリスト
の管理 

 人材配置計画の作成  インベントリーリストの管理 ・学生への機材使用方法の指
導・周知 

 人材育成計画の作成  各学科からの情報収集 ・不足パーツ・消耗品の取り
まとめ 

  大学運営管理事務局との情報
共有（定期報告等） 

・重度の故障対応 
（学部への報告・修理申請） 

  技術研修の実施（教員・テク
ニシャン） 

 技師（テクニシャン）の役割

  機材修理対応（メーカー代理
店への発注） 

・日常点検の実施 
（モニタリング・記録） 

  ・不足パーツ・消耗品の 
チェック 

  ・簡易な故障対応 
（調整・修理等） 

  ・重度の故障対応 
（不具合箇所の特定等） 

 

3.5 プロジェクトの概略事業費  

3.5.1 協力対象事業の概略事業費 

（１）日本側が負担する施設及び機材工事の経費は、施工・調達業者契約認証まで非公表 

（２）東ティモール負担経費：約 192 千 USD（約 22.9 百万円） 
表 3-36 東ティモール側負担経費 

NO. 負担内容 内容 経費（USD） 備考 

1 建設予定地の整地 プロジェクトサイトの整地 2,100  

2 樹木伐採・伐根 建物建設に支障となる樹木の伐採、伐根 250  

3 客土の調達 敷地内の盛土用客土の調達 29,000  

4 植栽・造園 敷地内の植栽・造園 12,000  

5 インフラ整備 敷地内配線工事および電話引込み工事 4,150  

6 家具調達 日本国側協力対象外の一般家具の調達 21,250  

7 銀行手数料 支払授権書発行料、支払銀行手数料 61,710  

8 税金 輸入資機材にかかる関税 62,150 
輸入資機材費の

5％ 

合計 192,610  



 

3-50 

（３） 積算条件 

① 積算時点   ：平成 27 年 3 月 

② 為替交換レート：１米ドル＝119.79 円 

③ 調達・施工期間：詳細設計・入札、建設工事・機材工事の期間は施工工程に示した通り。 

④ その他    ：積算は日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行うこととする。 

 

3.5.2 運営・維持管理費 

（１） 運営・維持管理費 

本プロジェクトに係る維持管理費用は下表 5-2 のように整理・分析される。 

表 3-37 施設・機材の維持管理費試算 
（単位：USD/年） 

費目 プロジェクト実施後の支出額 
① 電気代 0 
② 燃料費 6,110 
③ 通信費 19,960 
④ 施設維持費 8,800 
⑤ 機材の運営維持管理費 20,158 
合計 55,028 

 

【算出根拠】 

①  電気代 

UNTL 工学部の 2014 年の月間平均使用電力量は 19,100kWh であり、学生数 1,212 人から算

出される学生一人当たりの使用電力量は 15.76 kWh/月である。 

2025 年には、1,600 人にまで学生数を増やす計画なので、将来計画で必要な電力量は、 

1,600 人×15.76 kWh/月＝25,216 kWh/月となる。 

一方、「太陽光を利用したクリーンエネルギー導入計画」で設置した 250kW 系統 連携太

陽光発電システムは、月平均で 27,800kWh/月発電 していることから、この想定必要使用

量を上回る。 

25,216 kWh/月（将来電力使用量）＜27,800kWh/月（太陽光による発電量） 

よって電気代としてかかる費用は発生しない。 

なお、2015 年 3 月時点では東ティモールで、売電システムは確立されていないことから、

売電収入は考慮しない。 

② 燃料費 

・非常用発電機 

ディーゼル式発電機 1 台が新設され、その運転費用が新たな支出となる。週 3 時間

の運転時間とし、予測物価上昇率 10.21%を加味して算出する。 

42 ﾘｯﾄﾙ×3.0 時間×44 週×$1.00 /ﾘｯﾄﾙ×1.1021≒ 6,110USD/年 
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③ 通信費 

予測物価上昇率 10.21%を加味して算出する。 

・インターネット 

表 5-5 の UNTL 運営予算推移による、2015 年の IT インフラ購入金額は$12,000 で、

現状 UNTL 全体で 50MB 整備されている。工学部の割り当てが 2015 年 3 月時点の

10MB から 20MB に増強されると仮定すると、予測物価上昇率 10.21%を加味した工

学部分の負担は  

12,000x20/50 x 1.1021 =5,290USD/年…(a) 

・電話 

月額使用料 $10.00/Month×12 カ月=120 USD/年…(b) 

通話料 300 分/日×$0.2/分×220 日×1.1021≒14,550 USD/年 …(c) 

(a)＋(b)＋(c)≒19,960 USD/年 

 
④ 施設維持費(竣工後 10 年間の平均) 

・建築修繕費  

建物修繕費は経年により大きく変化するが、竣工後 10 年間の年平均修繕費は、仕

上工事費全体の約 0.1%と推定する。 

2,900 USD/年  (d) 

・設備補修費 

設備補修費は竣工後 5 年間程度の間は少ないが、それ以降は部品交換や機器交換が

増加する。10 年間のスパンでみた年平均補修費は、設備直接工事費の約 0.2%と推定

する。 

5,900 USD/年  (e) 

(d)＋(e)＝8,800 USD/年 

 

⑤ 機材の運営・維持管理費 

本プロジェクトの計画機材のうち消耗品を必要とする主な機材は次表 5-4 の通りである。 
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表 3-38 消耗品を必要とする主な機材 

表 5-4 本プロジェクト
実施により追加的に必要と
なる消耗品の年間費用 
（単位：円）機材名 

内容 単価 
年間必要 
個数 

合計 

プロジェクター（標準型） ランプユニット 37,800 17 642,600

  フィルターユニット 11,745 17 199,665

プロジェクター（中型） ランプユニット 37,800 11 415,800

フィルターユニット 11,745 11 129,195

会議室用プロジェクター ランプユニット 37,800 5 189,000

フィルターユニット 11,745 5 58,725

講堂用プロジェクター ランプユニット 77,895 1 77,895

フィルターユニット 12,420 1 12,420

コアドリル コアビット 28,000 1 28,000

双眼顕微鏡、カメラ付き ハロゲンランプ 3,400 1 3,400

偏光顕微鏡 ハロゲンランプ 3,400 10 34,000

岩石切断機、中型 替刃 80,000 1 80,000

岩石切断機、小型 替刃 80,000 1 80,000

岩石研磨機 ダイヤモンドディスク 45,500 2 91,000

 サンドディスク 1,200 24 28,800

 フエルトディスク 3,100 8 24,800

CNC 卓上フライス盤 フライス工具 50,000 1 50,000

バンドソー 替刃 18,000 2 36,000

 ベアリング 100,000 1 100,000

バフ研磨機 研磨紙  1,000 12 12,000

 研磨布 3,000 4 12,000

金属顕微鏡 ハロゲンランプ 3,400 1 3,400

ビッカース硬さ試験機 硬さ基準片 39,000 1 39,000

 ダイヤモンド圧子 67,000 1 67,000

合計     2,414,700

2,414,700 円÷119.79＝$20,158/年 

（２）運営・維持管理費分析 

以上より、本プロジェクトを実施することにより増加する年間運営・維持管理費用は、

表 5-3 の合計約 55,028USD（約 460 万円）となる。 

次表 5-5 に示された、UNTL 運営予算推移によると、施設運用開始年である 2018 年の

「公共料金」、「発電燃料費」、「施設機材維持管理費」の合計は$467,000 である。

2015 年度の全体学生数 10,168、工学部 1,212 人から 467,000x1212/10168=55,666USD が工

学部分の割り当てと想定されることから、十分負担可能と考えられる。 
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表 3-39 UNTL 運営予算推移（US$’000） 
 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
人件費 2,674  6,616 6,713 6,697 6,697 6,965 7,243  7,533  7,835 
給料 2,674  6,601 6,683 6,639 6,616 6,881 7,156  7,442  7,740 
超過勤務手当  15 30 58 81 84 88  91  95 

事業費 1,705  3,128 2,726 5,233 2,940 3,058 3,180  3,307  3,439 
国内旅費 65  102 228 200 160 166 173  180  187 
海外旅費 65  204 129 100 140 146 151  157  164 
訓練ワークショップ費 16  26 16 997 200 208 216  225  234 
公共料金 152  124 128 405 293 305 317  330  343 
車輛燃料費 44  124 215 294 313 326 339  352  366 
車輛維持管理費 18  37 52 82 80 83 87  90  94 
車輛借用・保険他 - - - - - - - - -
文房具・事務消耗品等 97  110 195 197 197 204 213  221  230 
運営資機材 56  277 256 913 112 116 121  126  131 
発電機燃料費 31  47 10 5 5 5 5  6  6 
施設機材維持管理費 12  384 26 434 117 121 126  131  136 
運営経費 312  227 242 500 186 193 201  209  218 
専門業務外注 526  921 841 622 897 933 970  1,009  1,049 
翻訳費 7  - - 10 10 10 11  11  12 
雑費 301  544 387 474 231 240 250  260  270 

外部講師委託費 - - 0 2,205 3,974 4,133 4,298  4,470  4,649 
小額資産購入費 940  804 150 254 174 181 188  196  204 
車輛購入 693  366 18 64 - - - - -
IT インフラ購入 - 21 15 28 12 12 13  13  14 
保安機器購入 5  11 - - - - - - -
通信機器購入 21  3 - 1 - - - - -
その他機器 3  32 66 137 125 130 135  141  146 
家具 48  263 - 6 35 36 38  39  41 
事務機器 96  105 50 18 2 2 2  2  2 
発電機 74  - - - - - - - -
水道関連 1  4 - - - - - - -

資産購入 - - 0 500 700 728 757  787  819 
建築物資産 - - - 500 700 728 757  787  819 

総額 5,320  10,548 9,589 14,890 14,485 15,064 15,667  16,294  16,945 

  

出所：2013～2019 年度は State Budget2015 の Book4 から、2012 年度は State Budget2014 の Book4 から、

2011 年度は State Budget2013 の Book4 から調査団作成 
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第4章 プロジェクトの評価 

4.1 事業実施のための前提条件 

本プロジェクトは大学キャンパス内の将来用計画予定地内にある既存構造物を撤去する

ことにより用地を確保するため、用地取得に関して前提条件はない。また建設許可、環境

ライセンス、税措置及び 3 章で記述している先方負担事項について、本プロジェクトの実

施に支障のないよう東ティモール側で必要な手続き等が遅滞なく実施されることが前提と

なる。 

 

4.2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

本プロジェクト全体計画達成のために、以下の事項について東ティモール側における適

切な実施または準備が行われることが必要である。 

 3 章で既述の先方負担事項の実施 

 調達される機材・建設される施設の活用・維持管理のために必要な予算の確保 

 既存ワークショップ（実験室）に整備される機材に必要な設置場所・ユーティリ

ティの確保、また必要に応じ床補強の実施 

 現在実施中の技術協力プロジェクトと連携した、本プロジェクトによる整備機

材に係るカリキュラムや実験要領書の改善を図る等の取り組み 

 

4.3 外部条件 

本プロジェクトは、UNTL 工学部各学科のカリキュラム・シラバスの実施等に必要な施

設建設と教育・研究用機材の整備を行うことにより学習環境を整備し、もって同大学が国

際水準の大学となることに寄与しようとするものであるが、これら施設・機材が UNTL 工

学部教員によって効果的に活用され、質の高い実験・実習が継続的に実施されることが、

効果発現には必要であり、現在実施中の技術協力プロジェクトとの連携が望まれる。 

 

4.4 プロジェクトの評価  

4.4.1 妥当性  

本プロジェクトは以下の点から、我が国の無償資金協力による対象事業として、妥当で

ある。 

 

(1) プロジェクトの裨益対象 

本プロジェクトの対象地域はプロジェクトサイトであるディリ市ヘラ地区の東ティモー

ル国立大学工学部であり、直接受益者は本プロジェクトで整備される施設・機材を活用す

る同大学工学部学生約 1200 名（2015 年度）である。同大学は同国唯一の国立大学であり、

教育の質は国内最高でり、かつ学費も他私立大学と比して低いことから、同国全域から学
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生が集まる。このため、東ティモール全域の学生が裨益対象となりうる。また同学部卒業

生の就職先は、同国が推進する道路、電力、通信等各種インフラ整備に関連する省庁、公

社、民間企業あるいは公教育教員であることから、同国全域が間接的裨益対象地域であり、

全国民が間接的裨益対象者となる。裨益対象が広範であることから本プロジェクトの妥当

性は高い。 

 

(2) 人間の安全保障の観点 

人間の安全保障とは，人間一人ひとりに着目し，生存・生活・尊厳に対する広範かつ深

刻な脅威から人々を守り，それぞれの持つ豊かな可能性を実現するために，保護と能力強

化を通じて持続可能な個人の自立と社会づくりを促す考え方とされている。東ティモール

は独立に至るまで、また独立後にも治安の混乱があったが、石油産業の発展に伴い経済が

安定し、東ティモールは復興段階から自立の為の経済・社会開発の為の基盤づくりへ移行

する段階になっている。平和の定着促進のためにも、教育基盤と基本インフラの整備は欠

かせない。本プロジェクトは東ティモール唯一の国立大学である東ティモール国立大学工

学部における教育環境を改善することにより、同国インフラ整備の人的基盤作り及び公教

育教員充足に資することになり、人間の安全保障の観点に合致し、国民の生活改善に質す

る計画と言える。 

 

(3) 当該国の中期開発計画の目標達成への貢献 

2011 年に、東ティモールは 2030 年までの中期計画である戦略開発計画（SDP: Strategic 

Development Plan 2011-2030）を発表し、2030 年までに「上位中所得国」になることを目標

に掲げた。SDP では、重点産業として農業、観光、石油関連産業を挙げる一方で、GDP の

80%以上となる過度の石油収入依存からの脱却のための基幹産業の確立という課題を提示

している。また、その為の基盤としてインフラ整備及び、人材育成を掲げている。人材育

成では、公教育（公立私立を問わず就学前、基礎教育、中等教育、高等教育）の充実、唯

一の国立大学である東ティモール国立大学（UNTL）の国民への知識供与、生涯教育・職

業訓練、人材育成基金についても述べられている。本プロジェクトは同国唯一の国立大学

である UNTL 工学部を支援することにより、SDP で掲げられている公教育である UNTL を

直接強化し、また初中等教育教員の強化及びインフラ整備、重点産業としての石油関連産

業強化に間接的に裨益するなど多方面に貢献することが見込まれ、本プロジェクトの実施

の妥当性は十分に認められる。 

 

(4) 我が国の援助政策・方針との整合性 

外務省の対東ティモール・国別援助方針の重点分野において、「経済活動活性化のため

の基盤づくり－東ティモールが今後安定的に発展していくための最大の課題である経済活

動の活性化のため、ソフトを含めたインフラ整備や産業人材の育成に関する支援を重点的

に行う」ということを掲げている。これは本プロジェクトの上位目標である「同大学が
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2020 年までに国際標準レベルの大学となること」と合致しており、我が国の援助政策・方

針との整合性が十分に認められる。 

4.4.2 有効性 

以下に本プロジェクトの実施により期待されるアウトプットを示す。 

(1) 定量的効果 

表 4-1 定量的効果 

 
基準値 
（2015 年度） 

目標値（2021 年度） 
【事業完成 3 年後】 

UNTL 工学部の学生数 1,201 人 1,400 人 
UNTL 工学部の卒業研究数 0 300／年 
学生一人当たりの床面積 5.6 ㎡/人 10.2 ㎡/人 

※3 年生から 4 年制への移行中であり、2015 年時点では 4 年制の卒業生未輩出。 

 

(2) 定性的効果 

・実践的教育の実施、産業振興に貢献する人材の輩出。 
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1. 調査団員・氏名 



調査団員・氏名 

現地調査Ⅰ (期間：2015 年 2 月 27 日から同年 3 月 29 日まで) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏名 担当分野 調査期間 所属先 

上田 大輔 団長 3月13日～3月22日
JICA人間開発部 
計画調整課課長 

辻本 温史 協力企画 3月13日～3月22日
JICA人間開発部 

高等・技術教育チーム専門嘱託 

津本 正芳 総括/建築計画 3月6日～3月22日 ㈱山下設計 

黒田 信吾 副総括/建築設計1 2月27日～3月29日 ㈱山下設計 

小林 由佳 建築設計2 2月27日～3月29日 ㈱山下設計 

多田 弘 
構造設計/ 
自然条件調査 2月27日～3月27日 ㈱山下設計 

福本 佳之 設備設計1 3月20日～3月29日 ㈱山下設計 

武石 和真 設備設計2 3月20日～3月29日 ㈱山下設計 

望月 裕明 施工計画/積算 2月27日～3月20日 ㈱山下設計 

Paulo Aguiar 大学施設計画 3月9日～3月13日 ㈱山下設計 

岡本 明広 機材計画 2月27日～3月22日 インテムコンサルティング㈱ 

岡本 亮治 機材調達/積算 2月27日～3月29日 インテムコンサルティング㈱ 

南雲 達也 高等教育 3月7日～3月29日 ㈱パデコ 



現地調査Ⅱドラフト説明調査 (期間：2015 年 8 月 28 日から同年 9月 6 日まで) 

 

氏名 担当分野 調査期間 所属 

小林 大通 団長 8月28日～9月6日 
JICA人間開発部 
計画調整課課長 

辻本 温史 協力企画 8 月 28 日～9月 6日
JICA人間開発部 

高等・技術教育チーム 
専門嘱託 

津本 正芳 総括/建築計画 8 月 28 日～9月 6日 ㈱山下設計 

黒田 信吾 副総括/建築設計1 8 月 28 日～9月 6日 ㈱山下設計 

岡本 明広 機材計画 8 月 28 日～9月 6日 インテムコンサルティング㈱ 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

2. 調査行程 

 

 



調査日程 

現地調査Ⅰ (期間：2015 年 2 月 27 日から同年 3 月 29 日まで) 
官団員 コンサルタント団員

1） 2) 3) 4) 5) 6) 7) 8) 9) 10) 11)

NO. 日付 曜日 総括/建築計画
副総括/建
築設計1

建築設計2
構造設計/
自然条件調

査
設備設計1 設備設計2

施工計画/
積算

大学施設計
画

機材計画
機材調達/

積算
高等教育

津本　正芳 黒田　信吾 小林　由佳 多田　弘 福本　佳之 武石　和真 望月　裕明 Paulo Aguiar 岡本　明広 岡本　亮治 南雲　達也

1 2/27 金 2)に同じ 2)に同じ
成田→デンパ
サール

2 2/28 土 2)に同じ 2)に同じ
デンパサール
→ディリ

3 3/1 日 2)に同じ 2)に同じ

4 3/2 月 2)に同じ

5 3/3 火 2)に同じ

6 3/4 水
UNTL調査、JICA

TV会議
UNTL調査

UNTL調査, 建設

事情調査
4)に同じ 2)に同じ 3)に同じ

7 3/5 木
建設事情調査、

自然条件調査協

議

4)に同じ

8 3/6 金 成田→
建設事情調査,気

象庁資料収集
4)に同じ

9 3/7 土
シンガポール→
ディリ

建設事情調
査

4)に同じ
成田→
デンパサール

10 3/8 日 団内会議 2)に同じ
デンパサール
→ディリ、団内
会議

11 3/9 月

環境局、土地管

理局、電力局、消

防局許可関連調

査

4)に同じ 1)に同じ

12 3/10 火
建築許可関連調査、

建設事情調査

公共事業省建築

許可関連調査、

建設事情調査
4)に同じ 1)に同じ

要請機材リスト取

りまとめ
UNTL調査 教育事情調査

13 3/11 水
環境局、公共事

業省、建築許可

関連調査
4)に同じ 3)に同じ 教育事情調査

14 3/12 木
類似事例（DIT）、

中央図書館調査

井戸調査協議、

建設事情調査
4)に同じ UNTL調査

3)に同じ、教育
事情調査

15 3/13 金 羽田→ UNTL調査 建設事情調査 4)に同じ UNTL調査

USAID、商工会議所

ヒアリング、1)に同

じ

16 3/14 土
シンガポール
→ディリ

1)に同じ

17 3/15 日 団内会議 1)に同じ

18 3/16 月 UNTL調査
7)に同じ、井
戸調査再委
託見積依頼

UNTL調査, 農学部棟

協議出席、

税務署免税手続き調

査

1)に同じ 3)に同じ 教育事情調査

19 3/17 火
中央図書館
調査、UNTL
調査

建設事情調
査

4)に同じ 1)に同じ UNTL調査 教育事情調査

20 3/18 水 UNTL調査
建設事情調
査

4)に同じ 1)に同じ 3)に同じ 教育事情調査

21 3/19 木 UNTL協議 建設事情調査

建設事情調査
ディリ→シンガ
ポール→

UNTL調査 9)に同じ 教育事情調査

22 3/20 金
UNTL協議、
大使館報告

UNTL調査 建設事情調査 成田
要請機材リスト取

りまとめ、大使館

報告

3)に同じ 教育事情調査

23 3/21 土 1)に同じ
テクニカル
ノーツ案作成

テクニカルノー
ツ作成

24 3/22 日 1)に同じ
テクニカル
ノーツ案作成

資料整理、団
内会議

25 3/23 月
井戸調査現
場確認、建設
事情調査

テクニカル
ノーツ案作成

UNTL調査

26 3/24 火
UNTLインフ
ラ調査

図面作成
建設事情調
査

テクニカル
ノーツ案作成

UNTL調査

27 3/25 水
井戸調査立会、

地質調査再委託

見積収集
2)に同じ 教育事情調査

28 3/26 木

地質調査再
委託契約交
渉、ディリ→
シンガポール
→

ディリ→デン
パサール→
ジャカルタ
調達事情調
査

教育事情調査

29 3/27 金
税務局、税
関調査、
JICA報告

税務局、建
設事情調査

成田 インフラ調査 2)に同じ
調達事情調
査

教育事情調査

30 3/28 土
調達事情調
査
ジャカルタ→

ディリ→デンパ
サール→

31 3/29 日 成田 成田

UNTL調査

ディリ→シンガポール→

成田 図面及び報告書作成・整理

図面作成、井戸調査再委託契約

成田→

1)に同じ

1)に同じ

ロジ調整等

資料整理、団内会議

UNTL工学部表敬、UNTL調査

建設事情調査、UNTL調査

UNTL調査,UNTL本部表敬

官団員

2)に同じ
JICA事務所表敬、UNTL工学部表敬、
UNTL調査

ミニッツ協議

UNTL調査

UNTL調査、教育省表敬

2)に同じ

2)に同じ

UNTL調査

資料整理、団内会議

成田→

資料整理、団内会議

シンガポール→ディリ

2)に同じ

調達事情調査

1)に同じ

1)に同じ

類似事例（教育学部図書館）、中央

図書館調査、1)に同じ

UNTL調査

井戸調査現場確認、テクニ
カルノーツ協議

地質調査再委託契約交
渉、地質調査現場確認、テ
クニカルノーツ署名

インフラ調査

ディリ→シンガポール→

1)に同じ

シンガポール→ディリ

団内会議

UNTLインフラ調査

資料整理、団内会議

成田

2)に同じ

2)に同じ

UNTLインフラ調査

インフラ調査,テクニカル
ノーツ協議、
図面修正

テクニカルノーツ協議、
図面修正

建設事情調査、UNTLマスタープラン協議

UNTL協議、大使館報告

ミニッツ協議、教育省協議

JICA事務所表敬、UNTL工学部協議、
大使館表敬、UNTL本部協議

UNTL調査

 



現地調査Ⅱドラフト説明調査 (期間：2015 年 8 月 28 日から同年 9月 6 日まで) 

官団員 コンサルタント団員

1） 2) 9)

日順 日付 曜日

1 8/28 金

2 8/29 土

3 8/30 日

4 8/31 月

5 9/1 火

6 9/2 水

7 9/3 木

8 9/4 金 ミニッツ署名、JICA事務所、日本国大使館報告

9 9/5 土

10 9/6 日 シンガポール→成田

機材計画副総括/建築設計1

JICA事務所・大使館表敬、教育省表敬、UNTL協議

津本　正芳 黒田　信吾 岡本　明広

成田→シンガポール

シンガポール→ディリ

成田→

羽田→ジャカルタ→
デンパサール

→シンガポール、シンガポール→ディリ

デンパサール→ディリ 調査準備

ディリ→シンガポール、シンガポール→

総括/建築計画官団員

シンガポール→ヤンゴン →成田

ディリ→シンガポール

UNTL協議

UNTL協議

UNTL協議

 
  



 

 

 

 

 

 

 

 

3. 関係者（面会者）リスト 

 

 

 



関係者（面会者）リスト 

 
所属 職位 名前
教育省 
 高等教育局 局長 Mr. Abrao dos Santos 

科学技術開発コーディネーター Mr. Aquiles S. Guterres 
高等教育技術課長 Mr. Rui Amandio Gomes 

Ferreira 
実施課長 Mr. Higino Alves 

 国立大学評価認証局 局長 Constantino Godinho, M.Si
東ティモール国立大学 学長 Prof. DR. Aurelio Guterres

副学長（大型プロジェクト担当） Mr. Ananias Barreto 
 大学院・研究課 副学長（大学院・研究担当） Prof. Doutor Francisco Miguel 

Martins, M.Hum 
 学外協力・研究部 副学長（学外協力担当） Ms. Eng Linga Tomas Correia, 

M.Sc. 
アドバイザー Mｒ.Diowo Freitas Da Silva

 学生課 副学長（学生担当） Eng. Zeferino Viegas Tilman, 
M.Appl.Sc 

 計画財務課 課長 Mr. Amancio H 
 工学部 学部長 Mr. Renato M.da Cruz 
 総務部チーフ Eduardo R.Ximenes, L.Ec 
  総務部 副学部長 （アカデミック担当） Mr. Paulo da Silva, M.Eng 
   副学部長 （事務担当） Mr. Justino da Costa Soares
   副学部長 （学生担当） Vital Cruz Malai Araujo, 

ST.M.SC 
  機械工学科 学科長 Mr. Felix de Oliveira 
  副学科長 Mr. Mario M. Cabrol 
  教員 Mr. Evangelio C. Gaio 
  教員 Mr. Domingos de Sausa Freitas
  教員 Mr.Valerio de Sousa Gama
  教員 Mr.Marfim Guimaraes 
  教員 Mr. Joviano Antonio da Costa
  土木工学科 学科長 Mr. Tomas Soares X. 
  教員 Mr. Leandro madeina Bnune
  教員 Mr. Benjamin H Martins 
  電気工学科 学科長 Mr. Joao Bosco RF. Cabral, 

M.Eng. 
  副学科長 Ms. Olga Maria de sousa 
  研究補助員 Mr. Bonifacio da Costa, S.T
  教員 Mr. Frederico de Carvalho, 

M.Eng 
  教員 Mr. Rui Manuel Sarmento 
  教員 Mr. Vital Ximenes 
  情報工学科 学科長 Mr. Cartito Pinto 
  副学科長 Mr. Borja P. Antonino 
  教員 Marcelino Caetano Noronha, 

M.Cs. 
  教員 Mr. Frederico S.C. 
  地質石油学科 学科長 Mr. Gabriel G.A. de Oliveira
  教員 Mr. Agostinho Andy, B. Spt., 

M.MT 
  教員 Mr. Jovita Elisa Fatima da Costa
  教員 Mr. Aquiles Tomas Freitas 
  契約教員 MR.Apolinário Eusébio Alves, 

M.Geo.Sc. 
  教員 Mr. Maria Elias 
  図書課・中央図書室 課長 Mr.Aleandrino de Araujo 
  秘書 Mr. Anibal de Andrade 
  司書研修担当 Mr. Vencenslau do Rego 
  工学部図書室 司書長 Mr. Jose da Silva 
  大型プロジェクト課 職員 Mr.Egidio D. S. Faipe 
財務省 MOF(奨学金アドバイザー) Afonso Heivo 
 統計局 

 システム・レポート課 課長 Silvino Lopes 
 税務署 



所属 職位 名前
  納税者サービス 事務員 Mr. Luis Norberto 
 関税局 
  関税実施課 課長 Mr. Juliao José Ximenes 
  関税アドバイザー Mr. Alejandro Gracia 
石油・天然資源省 
 奨学金・国際関係課 職員 Ana Lucinga 
公共事業省 
 公共事業局 
  民間建築課 課長 Mr. Jose Vincente Martins 

Fontes 
  公共建築課 課長 Mr. Hermenegildo Guterres
  プロジェクト課 課長 Mr. Octavio Pereira Monteiro 

Marques 
 電力局 局長 Mr. Januario da Costa Pereira
  送電課 課長 Mr. Roberto M. Marcal 
  配電課 技師 Mr. Domingos X. Amaral 
通商産業環境省 
 環境庁 環境局 
  環境影響評価課 課長 Mr. Francisco Poto 
運輸通信省 
 気象地理局 
  気象課 課長 Mr. Sebastian du Silos 
  気候係 Mr. Ebidib Buterres 
内務省 
 保安局/ディリ消防局 消防司令官 Mr. Claúdio Da Silva 
法務省 
 土地資産局 課長 Mr. Romão Guterres 
 土地資産登録部門 チーフ Mr. Jaime Dias Fern F. 
東ティモール石油庁 研修・開発職員 Zulficar Pires 
オーストラリア大使館  
 外務貿易省  
  教育斡旋係  Adelaide Neves de Camoes
  シニア教育コーディネータ

ー次長 
 Ester Correia 

地質研究所 所長 Mr. Maximiano 
職員 Mr.Joao Paulo Pires, ST 

ディリ工科大学 副学長 Mr. Marito De Menezes 
 理工学部/土木工学科 教員 Ms.Bernadete N. Magalhaes
Paz 大学 
 産業科 副学科長代理 TITO M. Benjamin 
教員研修・教育機関 副学長 Domingos Maia 

コーディネーター Feliciano
UNTL 国立科学研究センター 所長 Mr. Afonso De Almeida 
USAID プログラムオフィス 所長 Ms.Melissa Francis 

援助マネージャー Ms. Alison Carlin 
援助技術秘書 Vanessa Spencer 

ヘラ火力発電所 所長 Mr. Gilberto c de Jesus 
東チモール商工会議所 代表 Mr. Nuno de Rasario Trindade
  
在東ティモール日本大使館 参事官 松尾英明
  
  
  
JICA 東ティモール事務所 所長 鵜飼彦行
 所員 松元秀亮

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

4. 討議議事録（M/D） 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

4-1. 現地調査Ⅰ 

 

  

















































 

 

 

 

 

 

 

 

4-2. 現地調査Ⅱ 

 



























































 

 

 

 

 

 

 

 

5. その他の資料・情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

5-1.要請機材リスト 
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科

実
習
室

（
既
存
棟

）

普通教室
1 プロジェクター（標準型） 19 15 A A 1 17 15 2
2 スクリーン（標準型） 19 15 A A 2 17 15 2

大教室
1 プロジェクター（中型） 5 5 A A 3 11 5 1 2 1 2
2 スクリーン（中型） 5 5 A A 4 11 5 1 2 1 2

通信講義教室
1 プロジェクター（中型） 1 1 A A
2 スクリーン（中型） 1 1 A A
3 通信講義用機材一式 1 1 A A 5 1 1

コンピュータ室
1 デスクトップPC 80 80 A A 6 171 80 11 80
2 プリンター 4 4 A A 7 3 2 1
3 設備用ネットワーク機材 2 2 A A 8 5 2 1 2
4 プロジェクター（中型） 2 2 A A
5 スクリーン（中型） 2 2 A A

会議室
1 会議室用プロジェクター 1 5 A A 9 5 5
2 スクリーン 1 5 A A
3 会議用ホワイトボード 1 5 A A 10 5 5

講堂
1 講堂用プロジェクター 1 1 A A 11 1 1
2 講堂用スクリーン 1 1 A A 12 1 1
3 TV会議システム 1 1 A A
4 講堂用音響機器セット 1 1 A A 13 1 1

印刷室
1 コピー機 1 1 A A 14 2 1 1
2 デジタル印刷機 1 1 A A 15 1 1

図書室
1 デスクトップPC 11 11 A A
2 プリンター 1 1 A A
3 コピー機 1 1 A A
4 蔵書管理システム 1 1 A A

製図室
1 製図機材セット 40 40 A A 16 40 40
2 プロジェクター（中型） 1 1 A A
3 スクリーン（中型） 1 1 A A

一般実験室
1 プロジェクター（標準型） 2 2 A A
2 スクリーン（標準型） 2 2 A A
3 物理実験機材一式 2 2 A A
力学的エネルギー実験装置 - - - - 17 1 1
自由落下実験装置 - - - - 18 1 1
斜面実験装置 - - - - 19 1 1
たわみ曲げ剛性実験装置 - - - - 20 1 1
振り子実験装置 - - - - 21 1 1
長さ測定機材 - - - - 22 8 8
重さ測定機材 - - - - 23 8 8
ストップウォッチ - - - - 24 8 8
デジタル温度計 - - - - 25 8 8
デジタルマルチメータ - - - - 26 8 8
電気回路実習機材 - - - - 27 8 8

研究プロジェクト実習室
1 プロジェクター 1 1 A A
2 スクリーン 1 1 A A
3 ドラフトチャンバー 1 1 A A 28 1 1
4 研究プロジェクト用機材一式 1 1 A A
5 化学実験機材セット 1 1 A A 29 1 1
電気炉 - - - - 30 1 1
ph計 - - - - 31 1 1

情報工学科PC実習室
1 デスクトップPC 125 80 A A
2 ルーターA 5 5 A A 32 2 2
3 ルーターB 5 5 A A
4 スイッチングハブ 5 5 A A 33 2 2
5 アクセスポイント 5 5 A A 34 2 2
6 サーバー、ラック型 2 2 A A 35 2 2
7 サーバー、タワー型 3 3 A A 36 2 2
8 ストレージディスク 1 1 A A 37 2 2
9 IP電話 10 10 A A 38 4 4

10 IPカメラA 5 5 A A 39 4 4
11 IPカメラB 10 10 A A
12 IPプリンター 2 2 A A 40 2 2
13 ネットワークテスター 5 5 A A 41 2 2
14 ネットワーク機材 5 2 A A 42 2 2
15 ラック 2 2 A A 43 2 2
16 Microsoft Visual Studio 125 A C
17 Delphi 125 A C
18 SQL Server 125 A C
19 Adobe 125 A C
20 SPSS 125 A C
21 Oracle 125 A C
22 Matlab 125 A C
23 プロジェクター（中型） 2 2 A A
24 スクリーン（中型） 2 2 A A

地質・石油工学科実習室
1 カーボン硫黄判定器 1 A C
2 ロックEVAL熱分解測定器 1 C C
3 ガスクロマトグラフ 1 C C

機材名
要請
数量

計画
数量

要請
優先度

計画
優先度

最終
計画
数量

機材
番号

要請機材検討表

機材配置

No.
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要請機材検討表

機材配置

No.

4 質量分析装置 1 C C
5 蛍光X線装置 1 C C
6 INAA分析装置 1 C C
7 RNAA分析装置 1 C C
8 ICPE分析装置 1 C C
9 原子吸光分光光度計 1 C C

10 IDMS分析装置 1 C C
11 ICP質量分析装置 1 C C
12 質量分析計 1 C C
13 マイクロプローバ 1 C C
14 イオン計測ツール 1 C C
15 ガレットパン 5 4 A A
16 ハンディXRF 1 1 A B 44 1 1
17 ステレオスコープ 20 A C
18 天体マップ 1 A C
19 地形マップ 1 C C
20 航空写真 1 C C
21 チューブアナライザー 1 C C
22 パーティクルサイズ分析器 1 C C
23 乾燥機 1 1 A A 45 1 1
24 フルイ振とう器 1 C C
25 ジョークラッシャー 1 C C
26 SEM 1 C C
27 ジェイコブスタッフ 10 10 A A
28 メジャー 5 C C
29 製図板セット 40 B C
30 製図器具 40 B C
31 トレーシングペーパー 40 C C
32 ペンシル 40 C C
33 定規 40 C C
34 携帯型流速計 1 1 A B
35 水質分析キット 1 1 A A
36 水質モニター 1 B C
37 pH/ORPメーター 1 C C
38 携帯型流速センサー 1 A C
39 電気探査システム 1 1 A A 46 1 1
40 プロトン磁力計 1 A C
41 地震計 1 A C
42 ガンマ線スペクトロメーター 1 A C
43 重力計 1 A C
44 水位計、カメラ付き 1 A C
45 レーダー測定器 1 A C
46 コアドリル 2 1 B A 47 1 1
47 ボールミル 2 1 B A 48 1 1
48 ドリル 2 C C
49 電子天秤 2 2 A A 49 2 2
50 振動フルイ 2 1 A A 50 1 1
51 双眼顕微鏡、カメラ付き 10 1 A A 51 1 1
52 ジョークラッシャー 2 1 A A 52 1 1
53 ジャー 5 10 A A
54 乳鉢 5 10 A A
55 擂粉木 5 10 A A
56 化石標本セット 1 C C
57 化石標本保管棚 10 1 A A 53 1 1
58 鉱石標本セット 5 1 A A 54 1 1
59 偏光顕微鏡 20 10 A A 55 10 10
60 反射偏光顕微鏡 5 A C
61 スクラッチャー 20 C C
62 虫眼鏡 20 20 A A
63 マグネット付ペン 20 20 A A

標本試料用具 - - - - 56 1 1
野外調査用具 - - - - 57 1 1
硬度測定プレート - - - - 58 20 20

64 磁気プレート 20 20 A A
65 ガラスプレート 20 20 A A
66 岩石標本セット 1 C C
67 鉱石薄片 C C
68 コンパス 50 20 A A
69 ロックハンマー 50 20 A A
70 鉱石採取器 50 C C
71 粒子比較表 50 20 A A
72 GPS 10 A C
73 3軸試験機 1 B C
74 3軸試験機用荷重フレーム 1 B C
75 圧縮試験機 1 B C
76 圧密試験機 1 A C
77 データ収集システム 1 B C
78 直接せん断試験機 1 A C
79 浸食作用試験機 1 C C
80 隆起計測器 1 A C
81 比重測定器 1 A C
82 液性限界試験機 1 A C
83 透水試験機 1 A C
84 ピンホール試験機 1 B C
85 収縮限界測定器 1 A C
86 土壌密度験機 1 A C
87 試料分注器 1 B C
88 砂当量試験機 1 A C
89 土壌試験機 1 A C
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90 土壌強度試験機 1 B C
91 土壌体積試験機 1 A C
92 TDR計測器 1 A C
93 傾斜計 1 A C
94 エクステンソメーター 1 A C
95 ピエゾメーター 1 A C
96 クラックメーター 1 A C
97 GPS 1 A C
98 音響放射式変位センサ 1 A C
99 岩石切断機、中型 1 1 A A 59 1 1

100 岩石切断機、小型 1 1 A A 60 1 1
101 岩石研磨機 2 2 A A 61 2 2
102 スライドグラス 1 1 A A
機械工学科実習室（既存棟）

1 CNC卓上フライス盤 1 1 A A 62 1 1
2 立フライス盤 1 A C
3 交流溶接機 1 1 A A 63 1 1
4 気圧計 1 A C
5 圧力計 1 A C
6 流速計 1 A C
7 B型粘度計 1 A C
8 細管粘度計 1 A C
9 表面張力計 1 A C

10 U管圧力計 1 A C
11 圧力計測システム実習装置 1 1 A A 64 1 1
12 傾斜圧力計 1 A C
13 ベンチュリ計 1 A C
14 ヘースティングズ計 1 A C
15 オリフィス計 1 A C
16 スルースゲート 1 A C
17 ブルドン圧力ゲージ 1 A C
18 ウェストファール比重計 1 A C
19 容積式ポンプ 1 A C
20 並列直列ポンプ実習装置 1 1 A A 65 1 1
21 ギアポンプ 1 A C
22 ローブポンプ 1 B C
23 ベーンポンプ 1 B C
24 スクリューポンプ 1 A C
25 キャビティポンプ 1 B C
26 ピストンポンプ 1 B C
27 油圧ブレーキ 1 A C
28 油圧リフト 1 A C
29 ボールピストンポンプ 1 A C
30 斜軸式ポンプ 1 A C
31 ラジアルピストンポンプ 1 A C
32 ロータリーカムポンプ 1 A C
33 ラジアルポンプ 1 A C
34 ジェットポンプ 1 A C
35 ラムポンプ 1 A C
36 エアリフトポンプ 1 A C
37 フランシス/ペルトンタービン実習装置 1 1 A A 66 1 1
38 フランシスタービンモデル 1 A C
39 反転フランシスタービンモデル 1 A C
40 フランシスモデル 1 A C
41 プロペラモデル 1 A C
42 カプランモデル 1 A C
43 クロスフロータービンモデル 1 A C
44 トルゴモデル 1 A C
45 ペルトン1ジェットモデル 1 A C
46 ペルトン2ジェットモデル 1 A C
47 デスクトップPC 31 A C
48 プロジェクター 1 A C
49 スクリーン 1 A C
50 AutoCAD 31 A C
51 Solidwork 31 A C
52 MATLAB 31 A C
53 マルチガス分析器 1 A C
54 廃棄オイルシステム 1 A C
55 太陽光発電モデル 1 A C
56 風力発電モデル 1 A C
57 地熱発電モデル 1 A C
58 バンドソー 2 1 A A 67 1 1
59 ホブ盤 2 A C
60 ブローチ加工機 2 A C
61 バフ研磨機 2 1 A A 68 1 1
62 金属顕微鏡 2 A C
63 電気配線実習装置 2 A C
64 電気器具実習装置 2 A C
65 金属顕微鏡 1 1 A A 69 1 1
66 カメラ 2 A C
67 鋸 1 A C
68 試料研磨機 1 A C
69 試料乾燥機 1 1 A A 70 1 1
70 サーボダイナミック実習装置 1 A C
71 万能試験機 1 1 A B 71 1 1
72 衝撃試験機 1 1 A B 72 1 1
73 ねじり試験機 1 A C
74 ビッカース硬さ試験機 1 1 A A 73 1 1
75 ディフューズライト 1 A C
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76 引っ張り計測モジュール 1 A C
77 疲労試験機 1 A C
78 梁曲げ試験機 1 A C
79 シリンダー試験装置 1 A C
80 変性試験機 1 A C
81 柱掛けボール盤 1 A C
82 ジグソー 1 A C
83 表面粗さ計 1 A C
84 粗さ計測付立体顕微鏡 1 A C
85 FTTアナライザ 1 A C
86 振動計 1 B C
87 騒音計 1 1 A A 74 1 1
88 切削工具 1 A C
89 切削工具温度計 1 C C
90 切削工具磨耗測定用3次元顕微鏡 1 C C
91 強アルカリ水製造装置 1 C C
92 エンジン実習装置 4 1 A A 75 1 1
93 エンジン模型（三菱） 4 A C
94 自動車フレーム実習装置 2 A C
95 騒音計 2 A C
96 速度計 1 A C
97 排ガス測定装置 1 1 A A 76 1 1
98 回転抵抗計 1 A C
99 電圧計 1 B C

100 抵抗計 1 B C
101 電流計 5 B C
102 テストペン 5 A C
103 工具箱 5 A C
104 ドエル角試験機 5 A C
105 タイミングライト 1 A C
106 チューンナップテスター 1 A C
107 2サイクルエンジンモデル 1 1 A A 77 1 1
108 4サイクルエンジンモデル 1 1 A A 78 1 1
109 外部圧縮モデル 1 A C
110 電気配線実習装置 1 1 A A 79 1 1
111 バンドソー 1 A C
112 空圧試験装置 2 A C
113 油圧試験装置 2 A C
114 熱サイクル実習装置 1 1 A A 80 1 1
土木工学科実習室（既存棟）

1 データロガー 1 A C
2 ストレインゲージ 6 A C
3 変位計 5 A C
4 空気含有量試験機 1 A C
5 割裂強度試験冶具 1 1 A A 81 1 1
6 曲げ試験冶具 1 A C
7 振動台 1 A C
8 コンパクト試験機 2 A C
9 モールドバー 4 A C

10 地中レーダー探査装置 3 1 A A
11 トータルステーション 6 1 A A 82 1 1
12 オートレベル 5 1 A A 83 1 1
13 GPS 4 2 A A 84 2 2
14 セオドライト 2 2 A A 85 2 2
15 水路モデル 1 B C
16 流速計 A C
17 レイノルズ試験機 1 B C
18 オリフィス流量計 1 A C
19 フローテスター 1 A C
20 水撃試験機 1 A C
21 排水と浸透流タンク試験機 1 A C
22 油圧試験機 1 A C
23 インパクトジェット試験機 1 A C
24 インパクトジェット試験機 1 A C
25 傾斜水路 1 A C
26 土砂堆積試験機 1 A C
27 地中レーダー探査装置 1 A C
28 ローテーティングレーザー 1 B C
29 GPS 1 C C
30 トータルステーション 1 B C
31 トータルステーション 1 C C
32 トータルステーション 1 B C
33 ビツメン比重試験機 1 A C
34 アスファルト蒸留試験機 1 A C
35 石油水分計 1 A C
36 セイボルト粘度計 1 A C
37 クリーブランド発火点試験機 2 A C
38 軟化点試験機 1 A C
39 アスファルト薄膜加熱試験機 1 A C
40 貫入試験機 1 A C
41 貫入試験機 1 A C
42 ビツメン延性試験機 1 A C
43 ビツメン遠心分離機 2 A C
44 アスファルト抽出器 1 A C
45 マーシャル試験機 1 A C
46 コアドリル 1 A C
47 ベンケルマン試験機 1 A C
48 ストレートエッジ 2 A C
49 ダッチコーン式貫入試験機 3 A C
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50 ハンドオーガー 2 A C
51 標準貫入試験機 1 A C
52 試料押出機 2 A C
53 ダイナミックコーン貫入試験機 1 A C
54 ソイルサンプラー 1 A C
55 ダッチコーン式エレクトロメーター 1 A C
56 プレートベアリング試験機 1 1 A B 86 1 1
57 フィールドCBR試験機 1 1 A B 87 1 1
58 プルービングリング式貫入試験機 1 1 A B 88 1 1
59 TVA貫入試験機 1 A C
60 液性限界試験機 3 A C
61 プラスチック液性限界試験機 1 A C
62 収縮限界試験機 1 A C
63 比重分析装置 1 A C
64 機械転倒式振とう器 1 A C
65 真空スタンド 1 A C
66 比重測定器、加熱式 1 A C
67 比重測定器、真空式 2 A C
68 圧縮試験機 1 A C
69 CBR試験機 2 A C
70 透水試験機 1 A C
71 透水試験機セット 2 A C
72 サンドコーン試験機 2 A C
73 簡易湿分試験機 1 A C
74 湿分測定器 1 A C
75 1軸圧縮試験機 2 A C
76 圧密試験機 1 A C
77 直接せん断試験機 1 A C
78 3軸試験機 1 A C
79 自動三軸試験機 1 A C
80 ベーンテスト 2 A C
81 ソイルサンプラー 2 A C
82 橋梁模型 1 B C
83 梁模型 1 B C
84 200kNジャッキセット 1 A C
85 データロガー 1 A C
86 デジタル荷重計 1 A C
87 ダイヤルゲージ 4 B C
88 コンクリートレーダー試験機 1 A C
89 圧力計 1 B C
90 500kNジャッキ 3 1 B A 89 1 1
91 静的荷重試験器 1 B C
92 鋼橋模型 1 A C

電気・電子工学科実習室（既存棟）
1 アナログデジタル実習部材セット 1 B C
2 抵抗器 20 A C
3 ブレッドボード、アナログ 10 24 A A 90 24 24
4 ブレッドボード、デジタル 10 B C
5 デュアルDCパワーサプライ 6 8 B A 91 8 8
6 DCパワーサプライ 10 B C
7 オシロスコープ 6 B C
8 工具セット 12 B C
9 変圧器 20 24 B A 92 24 24

10 アナログAVO計 15 A C
11 デジタルAVO計 15 A C
12 電気設備実習部材セット 1 1 A A 93 1 1
13 制御システム実習部材セット 1 1 A A 94 1 1
14 PLC 6 8 A A
15 マイクロプロセッサーキット 5 A C
16 センサー 40 40 A A
17 センサー 30 40 A A
18 ROBOCシステム 10 A C
19 Labview 30 A C
20 マイクロコントローラーキット 2 A C
21 FPGAキット 2 A C
22 DCステップモーター 16 16 A A
23 マイクロコントローラー 8 8 A A
24 ESCADAシステム 4 A C
25 プリント基板製造装置 1 A C
26 エンコーダー 10 8 A A
27 パワーエレクトロニクス実習部材 1 1 A A 95 1 1
28 太陽光パネル 6 8 A A 96 8 8
29 可変抵抗器 5 8 A A 97 8 8
30 デジタルオシロスコープ 2 A C
31 MOSFETゲートドライバ 30 32 A A
32 電流センサーA 25 16 A A
33 電流センサーB 25 16 A A
34 AMモジュール 5 A C
35 FMモジュール 5 A C
36 ファイバーケーブル 6 C C
37 送信機モジュール 5 C C
38 監視カメラシステム 2 A C
39 コンバーター・モーター実習装置 1 A C
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P.O. Box 130, Comoro River Road, Dili, East Timor
Office Tel. +670 3 313813,  Fax. +670 3 312407
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TEST REPORT NO: 183

DATE OF REPORT:

DATE  RECEIVED

DATE TEST STARTED

DATE TEST FINISHED

TEST PERFORMED BY:

IDENTIFICATION: Boreholes 1, 2 & 3 30-Apr-15

ACTIVITY PERIOD: 14 to 16 April 2015 Rui, Jose, Jeri

SUPERVISED BY: BENNY & ABILIO TEST METHOD: Please see remarks.

PROJECT REF. NO: Not Applicable 27-Mar-15

LOCATION: UNTL, Hera 14-Apr-15

STANDARD PENETRATION TEST SUMMARY READING
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P.O. Box 130, Comoro River Road, Dili, East Timor

Office Tel. +670 3 313813,  Fax. +670 3 312407

Email:lopee@rmseandc.com.au
Web Site: www.rmseandc.com.au

CLIENT: YAMASHITA	
  SEKKEI	
  INC. BORE	
  ID: BH1
PROJECT: Faculty	
  of	
  Engineering,	
  Science	
  &	
  Technology SIZE,mm: 95 SPT	
  TYPE:

LOCATION: UNTL,	
  Hera TYPE: NW WT,	
  kg./HT,cm: 63 76
DRILLING	
  METHOD: Hollow	
  stem	
  auger	
  and	
  mud	
  rotary DATE	
  START/TIME:

SAMPLING	
  METHOD: Split	
  Spoon	
  Barrel	
  Sampler DATE	
  FINISH/TIME:
BORING	
  DEPTH,M: 15 WATER	
  TABLE,M: -­‐8.5m	
  from	
  surface	
  of	
  borehole
CASING	
  DEPTH,M: None LOGGER:

BORE	
  LOG	
  RECORD

DE
PT

H,
	
  m

SA
M
PL
ER

RE
CO

VE
RY

,%

N
-­‐V
AL

U
E STRATIGRAPHY	
  DESCRIPTION	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  

(Please	
  see	
  table	
  below	
  for	
  density	
  an	
  
consistency	
  of	
  soil)

USCS	
  
CLASS

-­‐0.075,	
  
PERCENT	
  
PASSING

M.C.,%

UNIT	
  WT.	
  
OF	
  SOIL	
  

WET	
  &	
  DRY	
  
(γ),	
  kN/m3

LL,	
  
%

PL,	
  
%

PI,	
  
%

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5 SPT1

0.6 7 1 1 1 2 Soft,	
  clayey	
  sand	
  fine	
  to	
  medium;	
   SM 27 13 none NL NP NP

0.7 light	
  brown	
  in	
  color;

0.8 USCS:	
  Silty	
  sand

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5 SPT2

1.6 62 4 5 5 10 Medium,	
  Gravelly	
  sand	
  fine	
  to	
  medium	
  size; SM 14 6.1 none 45 36 9

1.7 traces	
  of	
  silt	
  ;	
  light	
  brown	
  in	
  color

1.8 USCS	
  :	
  Silty	
  sand	
  with	
  gravel	
  

1.9

2.0

2.1

2.2

2.3

2.4

2.5 SPT3

2.6 33 1 2 2 4 Soft,	
  Silty	
  Clay; ML 78 31.6 none 38 27 11

2.7 light	
  brown	
  in	
  color;

2.8 USCS	
  :	
  Silt	
  with	
  sand

2.9

3.0

3.1

3.2

3.3

3.4

3.5 SPT4

3.6 56 2 4 4 8 Medium,	
  Silty	
  clay; SM 34 15.3 none NL NP NP

3.7 light-­‐brown	
  in	
  color.

3.8 USCS	
  :	
  Silty	
  sand	
  with	
  gravel

3.9

4.0

4.1

4.2

4.3

4.4

4.5 SPT5

4.6 29 5 15 9 24 Medium	
  silty	
  sand	
  with	
  gravel; SM 23 15.3 none NL NP NP

4.7 light-­‐brown	
  in	
  color.

4.8 USCS	
  :	
  Silty	
  sand	
  with	
  gravel

4.9

5.0

ST
P	
  
RE

AD
IN
G

13:04
14:23

TRIP

BENNY,	
  ABILIO	
  

14-­‐Apr-­‐15
15-­‐Apr-­‐15

MATERIALS TESTING CENTRE 
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(Please	
  see	
  table	
  below	
  for	
  density	
  an	
  
consistency	
  of	
  soil)

USCS	
  
CLASS

-­‐0.075,	
  
PERCENT	
  
PASSING

M.C.,%

UNIT	
  WT.	
  
OF	
  SOIL	
  

WET	
  &	
  DRY	
  
(γ),	
  kN/m3

LL,	
  
%

PL,	
  
%

PI,	
  
%

ST
P	
  
RE
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G

13:04
14:23

TRIP
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14-­‐Apr-­‐15
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5.1

5.2

5.3

5.4

5.5 SPT6

5.6 77.8 9 11 9 20 Medium	
  Gravelly	
  sand;	
  fine	
  to	
  medium SP-­‐SM 12 5.7 none NL NP NP

5.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

5.8 USCS:	
  Poorly	
  graded	
  sand	
  with	
  silt	
  and	
  gravel

5.9

6.0

6.1

6.2

6.3

6.4

6.5 SPT7

6.6 66.7 6 11 13 24 Medium	
  Gravelly	
  sand;	
  fine	
  to	
  medium GW 2 3.9 none 33 27 6

6.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

6.8 USCS:	
  Well	
  graded	
  gravel

6.9 Day	
  2,	
  started	
  at	
  8:00AM	
  with	
  SPT	
  at	
  8:20AM
7.0

7.1

7.2

7.3

7.4

7.5 SPT8

7.6 24.4 2 2 2 4 Soft	
  clay	
  with	
  silty	
  sand	
  (fine	
  to	
  medium) ML 71 6.7 none 37 30 7

7.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

7.8 USCS:	
  Silt	
  with	
  sand

7.9

8.0

8.1

8.2

8.3

8.4

8.5 SPT9 Observed	
  level	
  of	
  water	
  table

8.6 77.8 3 6 7 13 Soft	
  clay	
  with	
  silty	
  sand	
  (fine	
  to	
  medium) SC 34 14.1 none 23 15 8

8.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

8.8 USCS:	
  Clayey	
  sand

8.9 SPT	
  commenced	
  at	
  09:55AM
9.0

9.1

9.2

9.3

9.4

9.5 SPT10

9.6 100 2 6 6 12 Medium	
  gravelly	
  sand	
  with	
  traces	
  of	
  clay; SC 17 15 none 26 17 9

9.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

9.8 USCS:	
  Clayey	
  sand	
  with	
  gravel

9.9 SPT	
  commenced	
  at	
  11:20AM
10.0

10.1
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CLIENT: YAMASHITA	
  SEKKEI	
  INC. BORE	
  ID: BH1
PROJECT: Faculty	
  of	
  Engineering,	
  Science	
  &	
  Technology SIZE,mm: 95 SPT	
  TYPE:

LOCATION: UNTL,	
  Hera TYPE: NW WT,	
  kg./HT,cm: 63 76
DRILLING	
  METHOD: Hollow	
  stem	
  auger	
  and	
  mud	
  rotary DATE	
  START/TIME:

SAMPLING	
  METHOD: Split	
  Spoon	
  Barrel	
  Sampler DATE	
  FINISH/TIME:
BORING	
  DEPTH,M: 15 WATER	
  TABLE,M: -­‐8.5m	
  from	
  surface	
  of	
  borehole
CASING	
  DEPTH,M: None LOGGER:

BORE	
  LOG	
  RECORD

DE
PT

H,
	
  m

SA
M
PL
ER

RE
CO

VE
RY

,%

N
-­‐V
AL

U
E STRATIGRAPHY	
  DESCRIPTION	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  

(Please	
  see	
  table	
  below	
  for	
  density	
  an	
  
consistency	
  of	
  soil)

USCS	
  
CLASS

-­‐0.075,	
  
PERCENT	
  
PASSING

M.C.,%

UNIT	
  WT.	
  
OF	
  SOIL	
  

WET	
  &	
  DRY	
  
(γ),	
  kN/m3

LL,	
  
%

PL,	
  
%

PI,	
  
%

ST
P	
  
RE

AD
IN
G

13:04
14:23

TRIP

BENNY,	
  ABILIO	
  

14-­‐Apr-­‐15
15-­‐Apr-­‐15

MATERIALS TESTING CENTRE 
  

10.2

10.3

10.4

10.5 SPT11

10.6 100 4 12 15 27 Medium	
  gravelly	
  sand	
  with	
  traces	
  of	
  clay; SM 8 9.4 none NL NP NP

10.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

10.8 USCS:	
  Silty	
  sand	
  with	
  gravel

10.9

11.0

11.1

11.2

11.3

11.4

11.5 SPT12

11.6 100 7 7 9 16 Medium	
  sand	
  with	
  gravel;	
  traces	
  of	
  clay;	
   SP-­‐SM 9 11.8 none 38 27 11

11.7 light	
  brown	
  in	
  color;

11.8 USCS:	
  Poorly	
  graded	
  sand	
  with	
  silt	
  and	
  gravel

11.9 SPT	
  commenced	
  12:15PM
12.0

12.1

12.2

12.3

12.4

12.5 SPT13

12.6 100 5 6 6 12 Medium	
  sand	
  with	
  gravel SM 23 12 none 37 31 6

12.7 light	
  brown	
  in	
  color;

12.8 USCS:	
  Silty	
  sand

12.9 SPT	
  commenced	
  13:15PM
13.0

13.1

13.2

13.3

13.4

13.5 SPT14

13.6 100 3 4 5 9 Loose	
  clayey	
  sand	
  (fine	
  to	
  medium) SM 34 12.4 none 34 25 9

13.7 light	
  brown	
  in	
  color

13.8 USCS:	
  Silty	
  sand

13.9 SPT	
  commenced	
  13:40PM
14.0

14.1

14.2

14.3

14.4

14.5 SPT15

14.6 100 1 2 2 4 Loose	
  clayey	
  sand; SC 7 11.9 none 35 27 8

14.7 light-­‐brown	
  in	
  color.

14.8 USCS:	
  Clayey	
  sand

14.9 SPT	
  commenced	
  14:05PM
15.0 Finished	
  at	
  14:23PM	
  moved	
  to	
  BH2

NOTES: SPT	
  ESTIMATED	
  SOIL	
  FRICTION	
  AND	
  COHESION	
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CLIENT: YAMASHITA	
  SEKKEI	
  INC. BORE	
  ID: BH1
PROJECT: Faculty	
  of	
  Engineering,	
  Science	
  &	
  Technology SIZE,mm: 95 SPT	
  TYPE:

LOCATION: UNTL,	
  Hera TYPE: NW WT,	
  kg./HT,cm: 63 76
DRILLING	
  METHOD: Hollow	
  stem	
  auger	
  and	
  mud	
  rotary DATE	
  START/TIME:

SAMPLING	
  METHOD: Split	
  Spoon	
  Barrel	
  Sampler DATE	
  FINISH/TIME:
BORING	
  DEPTH,M: 15 WATER	
  TABLE,M: -­‐8.5m	
  from	
  surface	
  of	
  borehole
CASING	
  DEPTH,M: None LOGGER:

BORE	
  LOG	
  RECORD

DE
PT

H,
	
  m

SA
M
PL
ER

RE
CO

VE
RY

,%

N
-­‐V
AL

U
E STRATIGRAPHY	
  DESCRIPTION	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  

(Please	
  see	
  table	
  below	
  for	
  density	
  an	
  
consistency	
  of	
  soil)

USCS	
  
CLASS

-­‐0.075,	
  
PERCENT	
  
PASSING

M.C.,%

UNIT	
  WT.	
  
OF	
  SOIL	
  

WET	
  &	
  DRY	
  
(γ),	
  kN/m3

LL,	
  
%

PL,	
  
%

PI,	
  
%

ST
P	
  
RE

AD
IN
G

13:04
14:23

TRIP

BENNY,	
  ABILIO	
  

14-­‐Apr-­‐15
15-­‐Apr-­‐15

MATERIALS TESTING CENTRE 
  

1)	
  No	
  water	
  table	
  encountered	
  during	
  the	
  whole	
  course	
  of	
  boring	
  process. Based	
  	
  on	
  uncorrected	
  	
  Standard	
  	
  Penetration	
  	
  Test	
  	
  (SPT)	
  
2)	
  Steel	
  casing	
  to	
  100mm	
  diameter	
  were	
  installed	
  to	
  prevent	
  extensive blow	
  	
  counts,	
  	
  taken	
  from	
  Karol	
  (1960).
	
  	
  	
  	
  fluid	
  loss	
  during	
  boring.	
  Gel	
  was	
  used	
  to	
  aid	
  return	
  of	
  large	
  chippings.

3)	
  Site	
  description	
  of	
  soil	
  during	
  sampling	
  to	
  ASTM	
  D2487.

4)	
  No	
  qualified	
  undisturbed	
  sample	
  recovered	
  due	
  to	
  granularity	
  of	
  soil	
  and	
  

	
  	
  	
  	
  	
  limitation	
  of	
  equipment	
  accessories.

5)	
  Borehole	
  advancement	
  using	
  tri-­‐cone	
  bit	
  and	
  wash-­‐out	
  boring.

6)	
  NL	
  =	
  No	
  Liquid	
  Limit; NP	
  =	
  None	
  Plastic

7)	
  USS	
  =	
  Undisturbed	
  Soil	
  Sampling;	
  unable	
  to	
  recover.

8)	
  *	
  -­‐	
  No	
  recovery,	
  classified	
  similar	
  to	
  previous	
  and	
  judgement	
  basing	
  from

	
  	
  	
  	
  	
  observed	
  soil	
  carried	
  by	
  return	
  water.
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CLIENT: YAMASHITA	
  SEKKEI	
  INC. BORE	
  ID: BH2
PROJECT: Faculty	
  of	
  Engineering,	
  Science	
  &	
  Technology SIZE,mm: 95 SPT	
  TYPE:

LOCATION: UNTL,	
  Hera TYPE: NW WT,	
  kg./HT,cm: 63 76
DRILLING	
  METHOD: Hollow	
  stem	
  auger	
  and	
  mud	
  rotary DATE	
  START/TIME:

SAMPLING	
  METHOD: Split	
  Spoon	
  Barrel	
  Sampler DATE	
  FINISH/TIME:
BORING	
  DEPTH,M: 15 WATER	
  TABLE,M: -­‐7.0m	
  from	
  surface	
  of	
  borehole
CASING	
  DEPTH,M: None LOGGER:

BORE	
  LOG	
  RECORD

DE
PT

H,
	
  m

SA
M
PL
ER

RE
CO

VE
RY

,%

N
-­‐V
AL

U
E STRATIGRAPHY	
  DESCRIPTION	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  

(Please	
  see	
  table	
  below	
  for	
  density	
  an	
  
consistency	
  of	
  soil)

USCS	
  
CLASS

-­‐0.075,	
  
PERCENT	
  
PASSING

M.C.,%

UNIT	
  WT.	
  
OF	
  SOIL	
  

WET	
  &	
  DRY	
  
(γ),	
  kN/m3

LL,	
  
%

PL,	
  
%

PI,	
  
%

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5 SPT1

0.6 67 4 8 8 16 Medium	
  Sand	
  with	
  gravel;	
  fine	
  to	
  medium;	
   SP-­‐SM 7 5.7 none NL NP NP

0.7 light	
  brown	
  in	
  color;

0.8 USCS:	
  Poorly	
  graded	
  sand	
  with	
  silt	
  and	
  gravel

0.9 SPT	
  starts	
  at	
  16:40	
  at	
  an	
  observed	
  hot	
  weather
1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5 SPT2

1.6 56 6 6 7 13 Medium,	
  Gravelly	
  sand	
  fine	
  to	
  medium	
  size; SM 13 6.1 none 45 37 8

1.7 light	
  brown	
  in	
  color

1.8 USCS	
  :	
  Silty	
  sand	
  with	
  gravel

1.9

2.0

2.1

2.2

2.3

2.4

2.5 SPT3

2.6 67 4 8 7 15 Medium,	
  Gravelly	
  sand	
  fine	
  to	
  medium	
  size; SM 13 5.4 none NL NP NP

2.7 light	
  brown	
  in	
  color;

2.8 USCS	
  :	
  Silty	
  sand	
  with	
  gravel

2.9

3.0

3.1

3.2

3.3

3.4

3.5 SPT4

3.6 67 5 5 5 10 Medium,	
  Gravelly	
  sand; SM 8 5 none NL NP NP

3.7 light-­‐brown	
  in	
  color.

3.8 USCS	
  :	
  Silty	
  sand	
  with	
  gravel

3.9

4.0

4.1

4.2

4.3

4.4

4.5 SPT5

4.6 100 4 5 6 11 Medium	
  clay	
  with	
  gravel	
  and	
  sand; SM 14 5.3 none NL NP NP

4.7 light-­‐brown	
  in	
  color.

4.8 USCS	
  :	
  Silty	
  sand	
  with	
  gravel

4.9 Day	
  3,	
  drilling	
  commenced	
  8:15AM
5.0

TRIP

15-­‐Apr-­‐15 16:20
16-­‐Apr-­‐15 14:28

BENNY,	
  ABILIO	
  

ST
P	
  

RE
AD

IN
G

MATERIALS TESTING CENTRE 
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CLIENT: YAMASHITA	
  SEKKEI	
  INC. BORE	
  ID: BH2
PROJECT: Faculty	
  of	
  Engineering,	
  Science	
  &	
  Technology SIZE,mm: 95 SPT	
  TYPE:

LOCATION: UNTL,	
  Hera TYPE: NW WT,	
  kg./HT,cm: 63 76
DRILLING	
  METHOD: Hollow	
  stem	
  auger	
  and	
  mud	
  rotary DATE	
  START/TIME:

SAMPLING	
  METHOD: Split	
  Spoon	
  Barrel	
  Sampler DATE	
  FINISH/TIME:
BORING	
  DEPTH,M: 15 WATER	
  TABLE,M: -­‐7.0m	
  from	
  surface	
  of	
  borehole
CASING	
  DEPTH,M: None LOGGER:

BORE	
  LOG	
  RECORD

DE
PT

H,
	
  m

SA
M
PL
ER

RE
CO

VE
RY

,%

N
-­‐V
AL

U
E STRATIGRAPHY	
  DESCRIPTION	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  

(Please	
  see	
  table	
  below	
  for	
  density	
  an	
  
consistency	
  of	
  soil)

USCS	
  
CLASS

-­‐0.075,	
  
PERCENT	
  
PASSING

M.C.,%

UNIT	
  WT.	
  
OF	
  SOIL	
  

WET	
  &	
  DRY	
  
(γ),	
  kN/m3

LL,	
  
%

PL,	
  
%

PI,	
  
%

TRIP

15-­‐Apr-­‐15 16:20
16-­‐Apr-­‐15 14:28

BENNY,	
  ABILIO	
  

ST
P	
  

RE
AD

IN
G

MATERIALS TESTING CENTRE 
  

5.1

5.2

5.3

5.4

5.5 SPT6

5.6 100 2 4 6 10 Medium	
  clayey	
  gravelly	
  sand;	
  fine	
  to	
  medium SM 14 5.2 none NL NP NP

5.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

5.8 USCS:	
  Silty	
  sand	
  with	
  gravel

5.9
6.0

6.1

6.2

6.3

6.4

6.5 SPT7

6.6 67 4 4 4 8 Firm	
  clay	
  with	
  sand	
  and	
  silt; SM 49 21.7 none 32 24 8

6.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

6.8 USCS:	
  Silty	
  sand

6.9 Observed	
  water	
  table
7.0

7.1

7.2

7.3

7.4

7.5 SPT8

7.6 100 1 2 2 4 Soft	
  clay	
  with	
  silty	
  sand	
  and	
  traces	
  of	
  gravel SC-­‐SM 16 16.9 none 24 17 7

7.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

7.8 USCS:	
  Silty-­‐clayey	
  sand	
  with	
  gravel

7.9

8.0

8.1

8.2

8.3

8.4

8.5 SPT9

8.6 78 1 1 1 2 Soft	
  clay	
  with	
  silty	
  sand	
  (fine) SM 20 16.8 none NL NP NP

8.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

8.8 USCS:	
  Silty	
  sand

8.9

9.0

9.1

9.2

9.3

9.4

9.5 SPT10

9.6 100 2 2 8 10 Medium	
  clayey	
  sand	
  with	
  traces	
  of	
  silt; SM 32 16.7 none 22 NP NP

9.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

9.8 USCS:	
  Silty	
  sand

9.9

10.0

10.1



BH2 Page	
  3	
  of	
  4

P.O. Box 130, Comoro River Road, Dili, East Timor

Office Tel. +670 3 313813,  Fax. +670 3 312407

Email:lopee@rmseandc.com.au
Web Site: www.rmseandc.com.au

CLIENT: YAMASHITA	
  SEKKEI	
  INC. BORE	
  ID: BH2
PROJECT: Faculty	
  of	
  Engineering,	
  Science	
  &	
  Technology SIZE,mm: 95 SPT	
  TYPE:

LOCATION: UNTL,	
  Hera TYPE: NW WT,	
  kg./HT,cm: 63 76
DRILLING	
  METHOD: Hollow	
  stem	
  auger	
  and	
  mud	
  rotary DATE	
  START/TIME:

SAMPLING	
  METHOD: Split	
  Spoon	
  Barrel	
  Sampler DATE	
  FINISH/TIME:
BORING	
  DEPTH,M: 15 WATER	
  TABLE,M: -­‐7.0m	
  from	
  surface	
  of	
  borehole
CASING	
  DEPTH,M: None LOGGER:

BORE	
  LOG	
  RECORD

DE
PT

H,
	
  m

SA
M
PL
ER

RE
CO

VE
RY

,%

N
-­‐V
AL

U
E STRATIGRAPHY	
  DESCRIPTION	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  

(Please	
  see	
  table	
  below	
  for	
  density	
  an	
  
consistency	
  of	
  soil)

USCS	
  
CLASS

-­‐0.075,	
  
PERCENT	
  
PASSING

M.C.,%

UNIT	
  WT.	
  
OF	
  SOIL	
  

WET	
  &	
  DRY	
  
(γ),	
  kN/m3

LL,	
  
%

PL,	
  
%

PI,	
  
%

TRIP

15-­‐Apr-­‐15 16:20
16-­‐Apr-­‐15 14:28

BENNY,	
  ABILIO	
  

ST
P	
  

RE
AD

IN
G

MATERIALS TESTING CENTRE 
  

10.2

10.3

10.4

10.5 SPT11

10.6 100 2 8 4 12 Medium	
  clayey	
  sand	
  with	
  traces	
  of	
  silt; SM 17 18.8 none NL NP NP

10.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

10.8 USCS:	
  Silty	
  sand

10.9 SPT	
  commenced	
  at	
  11:20AM
11.0

11.1

11.2

11.3

11.4

11.5 SPT12

11.6 100 6 7 7 14 Medium	
  clay	
  	
  with	
  fine	
  sand; SC-­‐SM 30 17.5 none 23 16 7

11.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

11.8 USCS:	
  Silty	
  clayey	
  sand

11.9 SPT	
  commenced	
  11:45AM
12.0

12.1

12.2

12.3

12.4

12.5 SPT13

12.6 100 10 13 14 27 Medium	
  clayey	
  sand	
  with	
  gravel SC-­‐SM 35 16.3 none 23 16 7

12.7 light	
  brown	
  in	
  color;

12.8 USCS:	
  Silty	
  clayey	
  sand

12.9

13.0

13.1

13.2

13.3

13.4

13.5 SPT14

13.6 100 9 13 13 26 Medium	
  clayey	
  sand	
  with	
  gravel SC-­‐SM 33 16.8 none 24 18 6

13.7 light	
  brown	
  in	
  color

13.8 USCS:	
  Silty	
  clayey	
  sand

13.9

14.0

14.1

14.2

14.3

14.4

14.5 SPT15

14.6 100 8 20 34 54 Hard	
  clay	
  with	
  sand; SC 35 16 none 24 16 8

14.7 light-­‐brown	
  in	
  color.

14.8 USCS:	
  Clayey	
  sand	
  with	
  gravel

14.9 SPT	
  commenced	
  12:35PM
15.0 Finished	
  at	
  14:28PM
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CLIENT: YAMASHITA	
  SEKKEI	
  INC. BORE	
  ID: BH2
PROJECT: Faculty	
  of	
  Engineering,	
  Science	
  &	
  Technology SIZE,mm: 95 SPT	
  TYPE:

LOCATION: UNTL,	
  Hera TYPE: NW WT,	
  kg./HT,cm: 63 76
DRILLING	
  METHOD: Hollow	
  stem	
  auger	
  and	
  mud	
  rotary DATE	
  START/TIME:

SAMPLING	
  METHOD: Split	
  Spoon	
  Barrel	
  Sampler DATE	
  FINISH/TIME:
BORING	
  DEPTH,M: 15 WATER	
  TABLE,M: -­‐7.0m	
  from	
  surface	
  of	
  borehole
CASING	
  DEPTH,M: None LOGGER:

BORE	
  LOG	
  RECORD

DE
PT

H,
	
  m

SA
M
PL
ER

RE
CO

VE
RY

,%

N
-­‐V
AL

U
E STRATIGRAPHY	
  DESCRIPTION	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  

(Please	
  see	
  table	
  below	
  for	
  density	
  an	
  
consistency	
  of	
  soil)

USCS	
  
CLASS

-­‐0.075,	
  
PERCENT	
  
PASSING

M.C.,%

UNIT	
  WT.	
  
OF	
  SOIL	
  

WET	
  &	
  DRY	
  
(γ),	
  kN/m3

LL,	
  
%

PL,	
  
%

PI,	
  
%

TRIP

15-­‐Apr-­‐15 16:20
16-­‐Apr-­‐15 14:28

BENNY,	
  ABILIO	
  

ST
P	
  

RE
AD

IN
G

MATERIALS TESTING CENTRE 
  

NOTES: SPT	
  ESTIMATED	
  SOIL	
  FRICTION	
  AND	
  COHESION	
  
1)	
  No	
  water	
  table	
  encountered	
  during	
  the	
  whole	
  course	
  of	
  boring	
  process. Based	
  	
  on	
  uncorrected	
  	
  Standard	
  	
  Penetration	
  	
  Test	
  	
  (SPT)	
  
2)	
  Steel	
  casing	
  to	
  100mm	
  diameter	
  were	
  installed	
  to	
  prevent	
  extensive blow	
  	
  counts,	
  	
  taken	
  from	
  Karol	
  (1960).
	
  	
  	
  	
  fluid	
  loss	
  during	
  boring.	
  Gel	
  was	
  used	
  to	
  aid	
  return	
  of	
  large	
  chippings.

3)	
  Site	
  description	
  of	
  soil	
  during	
  sampling	
  to	
  ASTM	
  D2487.

4)	
  No	
  qualified	
  undisturbed	
  sample	
  recovered	
  due	
  to	
  granularity	
  of	
  soil	
  and	
  

	
  	
  	
  	
  	
  limitation	
  of	
  equipment	
  accessories.

5)	
  Borehole	
  advancement	
  using	
  tri-­‐cone	
  bit	
  and	
  wash-­‐out	
  boring.

6)	
  NL	
  =	
  No	
  Liquid	
  Limit; NP	
  =	
  None	
  Plastic

7)	
  USS	
  =	
  Undisturbed	
  Soil	
  Sampling;	
  unable	
  to	
  recover.

8)	
  *	
  -­‐	
  No	
  recovery,	
  classified	
  similar	
  to	
  previous	
  and	
  judgement	
  basing	
  from

	
  	
  	
  	
  	
  observed	
  soil	
  carried	
  by	
  return	
  water.
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CLIENT: YAMASHITA	
  SEKKEI	
  INC. BORE	
  ID: BH3
PROJECT: Faculty	
  of	
  Engineering,	
  Science	
  &	
  Technology SIZE,mm: 95 SPT	
  TYPE:

LOCATION: UNTL,	
  Hera TYPE: NW WT,	
  kg./HT,cm: 63 76
DRILLING	
  METHOD: Hollow	
  stem	
  auger	
  and	
  mud	
  rotary DATE	
  START/TIME:

SAMPLING	
  METHOD: Split	
  Spoon	
  Barrel	
  Sampler DATE	
  FINISH/TIME:
BORING	
  DEPTH,M: 15 WATER	
  TABLE,M: -­‐10.0m	
  from	
  surface	
  of	
  borehole
CASING	
  DEPTH,M: None LOGGER:

BORE	
  LOG	
  RECORD

DE
PT

H,
	
  m

SA
M
PL
ER

RE
CO

VE
RY

,%

N
-­‐V
AL

U
E STRATIGRAPHY	
  DESCRIPTION	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  

(Please	
  see	
  table	
  below	
  for	
  density	
  an	
  
consistency	
  of	
  soil)

USCS	
  
CLASS

-­‐0.075,	
  
PERCENT	
  
PASSING

M.C.,%

UNIT	
  WT.	
  
OF	
  SOIL	
  

WET	
  &	
  DRY	
  
(γ),	
  kN/m3

LL,	
  
%

PL,	
  
%

PI,	
  
%

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5 SPT1

0.6 56 10 12 13 25 Medium	
  sand	
  with	
  gravel;	
   SM 14 4.8 none NL NP NP

0.7 light	
  brown	
  in	
  color;

0.8 USCS:	
  Silty	
  sand	
  with	
  gravel

0.9 Starts	
  at	
  16:09PM	
  
1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5 SPT2

1.6 56 1 3 4 7 Loose,	
  clayey	
  fine	
  sand; ML 78 23.1 none 29 23 6

1.7 light	
  brown	
  in	
  color

1.8 USCS	
  :	
  Silt	
  with	
  sand

1.9

2.0

2.1

2.2

2.3

2.4

2.5 SPT3

2.6 58 3 8 12 20 Medium,	
  clayey	
  sand	
  with	
  gravel; SC 24 9.6 none 27 19 8

2.7 light	
  brown	
  in	
  color;

2.8 USCS	
  :	
  Clayey	
  sand	
  with	
  gravel

2.9 SPT	
  at	
  16:40
3.0

3.1

3.2

3.3

3.4

3.5 SPT4

3.6 64 2 11 12 23 Medium,	
  Clayey	
  sand	
  with	
  gravel; SC 28 9.9 none 28 20 8

3.7 light-­‐brown	
  in	
  color.

3.8 USCS	
  :	
  Clayey	
  sand	
  with	
  gravel

3.9 Day	
  4,	
  drilling	
  starts	
  at	
  8:25
4.0

4.1

4.2

4.3

4.4

4.5 SPT5

4.6 49 6 4 2 6 Loose	
  clayey	
  sand	
  with	
  gravel; SC-­‐SM 19 7.1 none 26 19 7

4.7 light-­‐brown	
  in	
  color.

4.8 USCS	
  :	
  Silty	
  clayey	
  sand	
  with	
  gravel

4.9 SPT	
  commenced	
  8:55
5.0

TRIP

16-­‐Apr-­‐15 16:09
17-­‐Apr-­‐15 16:00

BENNY,	
  ABILIO	
  

ST
P	
  

RE
AD

IN
G

MATERIALS TESTING CENTRE 
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CLIENT: YAMASHITA	
  SEKKEI	
  INC. BORE	
  ID: BH3
PROJECT: Faculty	
  of	
  Engineering,	
  Science	
  &	
  Technology SIZE,mm: 95 SPT	
  TYPE:

LOCATION: UNTL,	
  Hera TYPE: NW WT,	
  kg./HT,cm: 63 76
DRILLING	
  METHOD: Hollow	
  stem	
  auger	
  and	
  mud	
  rotary DATE	
  START/TIME:

SAMPLING	
  METHOD: Split	
  Spoon	
  Barrel	
  Sampler DATE	
  FINISH/TIME:
BORING	
  DEPTH,M: 15 WATER	
  TABLE,M: -­‐10.0m	
  from	
  surface	
  of	
  borehole
CASING	
  DEPTH,M: None LOGGER:

BORE	
  LOG	
  RECORD

DE
PT

H,
	
  m

SA
M
PL
ER

RE
CO

VE
RY

,%

N
-­‐V
AL

U
E STRATIGRAPHY	
  DESCRIPTION	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  

(Please	
  see	
  table	
  below	
  for	
  density	
  an	
  
consistency	
  of	
  soil)

USCS	
  
CLASS

-­‐0.075,	
  
PERCENT	
  
PASSING

M.C.,%

UNIT	
  WT.	
  
OF	
  SOIL	
  

WET	
  &	
  DRY	
  
(γ),	
  kN/m3

LL,	
  
%

PL,	
  
%

PI,	
  
%

TRIP

16-­‐Apr-­‐15 16:09
17-­‐Apr-­‐15 16:00

BENNY,	
  ABILIO	
  

ST
P	
  

RE
AD

IN
G

MATERIALS TESTING CENTRE 
  

5.1

5.2

5.3

5.4

5.5 SPT6

5.6 80 2 2 2 4 Loose	
  clayey	
  sand;	
  fine	
  to	
  medium	
  with	
  silt; ML 72 22.3 none 31 24 7

5.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

5.8 USCS:	
  Silt	
  with	
  sand

5.9 SPT	
  start	
  at	
  9:49
6.0

6.1

6.2

6.3

6.4

6.5 SPT7

6.6 53 2 2 2 4 Loose	
  clayey	
  sand	
  with	
  silt; CL-­‐ML 60 22.3 none 24 17 7

6.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

6.8 USCS:	
  Sandy	
  silty	
  clay

6.9 SPT	
  commenced	
  at	
  10:05
7.0

7.1

7.2

7.3

7.4

7.5 SPT8

7.6 89 2 2 4 6 Loose	
  clayey	
  fine	
  sand	
  with	
  silt CL 64 21.2 none 28 19 9

7.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

7.8 USCS:	
  Sandy	
  lean	
  clay

7.9 SPT	
  commenced	
  at	
  10:10
8.0

8.1

8.2

8.3

8.4

8.5 SPT9

8.6 87 2 4 6 10 Medium	
  clayey	
  silty	
  sand	
  (fine) CL-­‐ML 52 18.7 none 27 20 7

8.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

8.8 USCS:	
  Sandy	
  silty	
  clay

8.9 SPT	
  commenced	
  at	
  10:38
9.0

9.1

9.2

9.3

9.4

9.5 SPT10

9.6 33 3 1 1 2 Loose	
  clayey	
  sand	
  ; SC 42 22.6 none 28 NP 8

9.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

9.8 USCS:	
  Clayey	
  sand

9.9 Observed	
  water	
  table
10.0

10.1
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CLIENT: YAMASHITA	
  SEKKEI	
  INC. BORE	
  ID: BH3
PROJECT: Faculty	
  of	
  Engineering,	
  Science	
  &	
  Technology SIZE,mm: 95 SPT	
  TYPE:

LOCATION: UNTL,	
  Hera TYPE: NW WT,	
  kg./HT,cm: 63 76
DRILLING	
  METHOD: Hollow	
  stem	
  auger	
  and	
  mud	
  rotary DATE	
  START/TIME:

SAMPLING	
  METHOD: Split	
  Spoon	
  Barrel	
  Sampler DATE	
  FINISH/TIME:
BORING	
  DEPTH,M: 15 WATER	
  TABLE,M: -­‐10.0m	
  from	
  surface	
  of	
  borehole
CASING	
  DEPTH,M: None LOGGER:

BORE	
  LOG	
  RECORD

DE
PT

H,
	
  m

SA
M
PL
ER

RE
CO

VE
RY

,%

N
-­‐V
AL

U
E STRATIGRAPHY	
  DESCRIPTION	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  

(Please	
  see	
  table	
  below	
  for	
  density	
  an	
  
consistency	
  of	
  soil)

USCS	
  
CLASS

-­‐0.075,	
  
PERCENT	
  
PASSING

M.C.,%

UNIT	
  WT.	
  
OF	
  SOIL	
  

WET	
  &	
  DRY	
  
(γ),	
  kN/m3

LL,	
  
%

PL,	
  
%

PI,	
  
%

TRIP

16-­‐Apr-­‐15 16:09
17-­‐Apr-­‐15 16:00

BENNY,	
  ABILIO	
  

ST
P	
  

RE
AD

IN
G

MATERIALS TESTING CENTRE 
  

10.2

10.3

10.4

10.5 SPT11

10.6 62 2 1 1 2 Loose	
  sand	
  with	
  gravel; SM 17 27.4 none NL NP NP

10.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

10.8 USCS:	
  Silty	
  sand

10.9 SPT	
  commenced	
  at	
  12:08
11.0

11.1

11.2

11.3

11.4

11.5 SPT12

11.6 44 2 7 9 16 Medium	
  clayey	
  	
  sand	
  with	
  gravel; SM 27 13 none NL NP NP

11.7 light-­‐brown	
  in	
  color;

11.8 USCS:	
  Silty	
  sand

11.9 SPT	
  commenced	
  12:30
12.0

12.1

12.2

12.3

12.4

12.5 SPT13

12.6 49 8 15 26 41 Dense	
  clayey	
  sand	
  with	
  gravel; SM 20 7.8 none 29 23 6

12.7 light	
  brown	
  in	
  color;

12.8 USCS:	
  Silty	
  sand	
  with	
  gravel

12.9 SPT	
  commenced	
  13:45
13.0

13.1

13.2

13.3

13.4

13.5 SPT14

13.6 44 7 16 25 41 Dense	
  clayey	
  sand	
  with	
  gravel; SM 28 16.2 none NL NP NP

13.7 light	
  brown	
  in	
  color

13.8 USCS:	
  Silty	
  sand	
  with	
  gravel

13.9 SPT	
  commenced	
  14:00
14.0

14.1

14.2

14.3

14.4

14.5 SPT15

14.6 49 12 19 23 42 Dense	
  clayey	
  sand	
  with	
  gravel; SC-­‐SM 18 10.6 none 23 16 7

14.7 light-­‐brown	
  in	
  color.

14.8 USCS:	
  Silty	
  clayey	
  sand	
  with	
  gravel

14.9 SPT	
  commenced	
  16:00
15.0
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  SEKKEI	
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  ID: BH3
PROJECT: Faculty	
  of	
  Engineering,	
  Science	
  &	
  Technology SIZE,mm: 95 SPT	
  TYPE:

LOCATION: UNTL,	
  Hera TYPE: NW WT,	
  kg./HT,cm: 63 76
DRILLING	
  METHOD: Hollow	
  stem	
  auger	
  and	
  mud	
  rotary DATE	
  START/TIME:

SAMPLING	
  METHOD: Split	
  Spoon	
  Barrel	
  Sampler DATE	
  FINISH/TIME:
BORING	
  DEPTH,M: 15 WATER	
  TABLE,M: -­‐10.0m	
  from	
  surface	
  of	
  borehole
CASING	
  DEPTH,M: None LOGGER:

BORE	
  LOG	
  RECORD

DE
PT

H,
	
  m

SA
M
PL
ER

RE
CO

VE
RY

,%

N
-­‐V
AL

U
E STRATIGRAPHY	
  DESCRIPTION	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  

(Please	
  see	
  table	
  below	
  for	
  density	
  an	
  
consistency	
  of	
  soil)

USCS	
  
CLASS

-­‐0.075,	
  
PERCENT	
  
PASSING

M.C.,%

UNIT	
  WT.	
  
OF	
  SOIL	
  

WET	
  &	
  DRY	
  
(γ),	
  kN/m3

LL,	
  
%

PL,	
  
%

PI,	
  
%

TRIP

16-­‐Apr-­‐15 16:09
17-­‐Apr-­‐15 16:00

BENNY,	
  ABILIO	
  

ST
P	
  

RE
AD

IN
G

MATERIALS TESTING CENTRE 
  

NOTES: SPT	
  ESTIMATED	
  SOIL	
  FRICTION	
  AND	
  COHESION	
  
1)	
  No	
  water	
  table	
  encountered	
  during	
  the	
  whole	
  course	
  of	
  boring	
  process. Based	
  	
  on	
  uncorrected	
  	
  Standard	
  	
  Penetration	
  	
  Test	
  	
  (SPT)	
  
2)	
  Steel	
  casing	
  to	
  100mm	
  diameter	
  were	
  installed	
  to	
  prevent	
  extensive blow	
  	
  counts,	
  	
  taken	
  from	
  Karol	
  (1960).
	
  	
  	
  	
  fluid	
  loss	
  during	
  boring.	
  Gel	
  was	
  used	
  to	
  aid	
  return	
  of	
  large	
  chippings.

3)	
  Site	
  description	
  of	
  soil	
  during	
  sampling	
  to	
  ASTM	
  D2487.

4)	
  No	
  qualified	
  undisturbed	
  sample	
  recovered	
  due	
  to	
  granularity	
  of	
  soil	
  and	
  

	
  	
  	
  	
  	
  limitation	
  of	
  equipment	
  accessories.

5)	
  Borehole	
  advancement	
  using	
  tri-­‐cone	
  bit	
  and	
  wash-­‐out	
  boring.

6)	
  NL	
  =	
  No	
  Liquid	
  Limit; NP	
  =	
  None	
  Plastic

7)	
  USS	
  =	
  Undisturbed	
  Soil	
  Sampling;	
  unable	
  to	
  recover.

8)	
  *	
  -­‐	
  No	
  recovery,	
  classified	
  similar	
  to	
  previous	
  and	
  judgement	
  basing	
  from

	
  	
  	
  	
  	
  observed	
  soil	
  carried	
  by	
  return	
  water.



 

 

 

 

 

 

 

 

5-3.水質調査結果 

  



 

Geotechnik Ltd 
 

Schematic of Pump Test 
Report No. GET15-8017 

 

 
 
  
 
 

 Schematic of Pump Test 
Report of Pump Test 

Ground Water Survey for construction 
New Building UNTL Hera, TIMOR LESTE 

PLATE – 2a 



Client:
PROJECT: 

GROUND WATER LEVEL
Mins DATE TIME Period of Measurement WATER LEVEL          Remark / Observation

(AM/PM) (minute) (metre) 0 10.9

1 26-03-2015 12:59 PM 1 (mins )-interval 10.66 0.00  

2 1:00 PM 10.69 0.03

3 1:01 PM 10.70 0.04

4 1:02 PM 10.72 0.06

5 1:03 PM 10.73 0.07

6 1:04 PM 10.74 0.08

7 1:05 PM 10.74 0.08

8 1:06 PM 10.74 0.08

9 1:07 PM 10.74 0.08

10 1:08 PM 10.74 0.08  Stage ( 10 minutes )

12 1:10 PM  2 (mins)- interval 10.74 0.08

14 1:12 PM 10.75 0.09

16 1:14 PM 10.76 0.10

18 1:16 PM 10.76 0.10

20 1:18 PM 10.76 0.10 Stage ( 10 mins to 20 mins )

25 1:23 PM 5 (mins )-interval 10.76 0.10

30 1:28 PM 10.76 0.10

35 1:33 PM 10.77 0.11

40 1:38 PM 10.77 0.11

45 1:43 PM 10.77 0.11

50 1:48 PM 10.77 0.11

55 1:53 PM 10.77 0.11

60 1:58 PM  1- HOUR COMPLETED 10.77 0.11 Stage ( 20 mins to 60 mins)

70 26/03/2015 2:08 PM 10 (mins) - interval 10.77 0.11     Stage After 60 mins 

80 2:18 PM 10.77 0.11

90 2:28 PM 10.77 0.11

100 2:38 PM 10.77 0.11

110 2:48 PM 10.77 0.11

120 2:58 PM 10.78 0.12        (2 hours - recorded )

140 3:18 PM 20( MINS)- INTERVAL 10.78 0.12

160 3:38 PM 10.78 0.12

180 3:58 PM 10.79 0.13      ( 3 hour completed)

210 4:28 PM 30 (MINS)- INTERVAL 10.79 0.13

240 5:58 PM 10.26 -0.40 ( 4 HOURS COMPLETE)

300 6:28 PM 10.26 -0.40 ( 5 HOURS COMPLETE)

360 6:58 PM 1 - HOUR INTERVAL 10.26 -0.40 ( 6 HOURS COMPLETE)

420 7:58 PM 10.24 -0.42 ( 7 HOURS COMPLETE)

480 8:58 PM 10.26 -0.40 (8 HOURS COMPLETE)

540 9:58 PM 10.25 -0.41 (9 HOURS COMPLETE)

600 10:58 PM 10.26 -0.40 (10 HOURS COMPLETE)

660 11:58 PM 10.25 -0.41 (11 HOURS COMPLETE)

720 27/03/2015 12:58 AM 10.25 -0.41 (12 HOURS COMPLETE)

780 1:58 AM 10.25 -0.41 (13 HOURS COMPLETE)

840 2:58 AM 10.24 -0.42 (14 HOURS COMPLETE)

900 3:58 AM 10.25 -0.41 (15 HOURS COMPLETE)

960 27/03/2015 4:58 AM 1 -HOUR  - INTERVAL 10.24 -0.42 (16 HOURS COMPLETE)

1020 5:58 AM 10.23 -0.43 (17 HOURS COMPLETE)

1080 6:58 AM 10.25 -0.41 (18 HOURS COMPLETE)

1140 7:58 AM 10.25 -0.41 (19 HOURS COMPLETE)

1200 8:58 AM 10.25 -0.41 (20 HOURS COMPLETE)

1260 9:58 AM 10.24 -0.42 (21 HOURS COMPLETE)

1320 10:58 AM 10.23 -0.43 (22 HOURS COMPLETE)

1380 11:58 AM 10.22 -0.44 (23 HOURS COMPLETE)

1440 12:58 PM 10.22 -0.44 (24 HOURS COMPLETE)

1140

Plate-3i

    CONSTANT RATE  TEST  METHOD AND ANALYSIS 

Water pump Rate:              5.5  L/ sec

Pump START  Time/ Date:        26-03-2015 / 12:59 pm

Pump  STOP Time/  Date:  26-03-2015

Pipe above gound: 2 m    Water level at  start : 8.90m

Pumping  Duration:                            24-hours

Geotechnik  Ltd

YAMASHITA SEKKEI INC
Ground water survey for Construction

New Building  UNTL Hera ,TIMOR LESTE

     WATER LEVEL MONITORING DURING PUMPING



Client: YAMASHITA SEKKEI INC RECOVERY TEST AFTER 24 HOUR PUMPING

PROJECT:  Ground water survey for Construction New Building CONSTANT RATE  TEST

UNTL Hera ,TIMOR LESTE

     WATER LEVEL MONITORING  AFTERPUMPING Pipe above gound:                             ( m)

   RECOVERY TEST  METHOD AND ANALYSIS 

GROUND WATER LEVEL
Mins DATE TIME Period of Measurement WATER LEVEL     Remark / Observation

1440 1440 (AM/PM) (minute) (metre)

1 1441 27/03/2015 12:59 PM 1 (mins )-interval 10.22 -0.44  

2 1442 1:00 PM 10.22 -0.44

3 1443 1:01 PM 10.22 -0.44

4 1444 1:02 PM 10.22 -0.44

5 1445 1:03 PM 10.22 -0.44

6 1446 1:04 PM 10.22 -0.44

7 1447 1:05 PM 10.22 -0.44

8 1448 1:06 PM 10.22 -0.44

9 1449 1:07 PM 10.84 0.18

10 1450 1:08 PM 10.84 0.18  Stage ( 10 minutes )

12 1452 1:10 PM  2 (mins)- interval 10.83 0.17

14 1454 1:12 PM 10.82 0.16

16 1456 1:14 PM 10.82 0.16

18 1458 1:16 PM 10.81 0.15

20 1460 1:18 PM 10.82 0.16 Stage ( 10 mins to 20 mins )

25 1465 1:23 PM 5 (mins )-interval 10.81 0.15

30 1470 1:28 PM 10.81 0.15

35 1475 1:33 PM 10.81 0.15

40 1480 1:38 PM 10.81 0.15

45 1485 1:43 PM 10.81 0.15

50 1490 1:47 PM 10.81 0.15

55 1495 1:52 PM 10.81 0.15

60 1500 1:57 PM 60 minutes 10.81 0.15 Stage ( 20 mins to 60 mins)

completed done

Plate-3j

Geotechnik  Ltd



 

Geotechnik Ltd 
 

DRAW-DOWN CURVES 
Report No. GET 15 8017 
 

 

Client: YAMASHITA SEKKEI INC   Water pump Rate:    5.5  L/ sec 

PROJECT:  Ground water survey for Construction New 

Building UNTL Hera ,TIMOR LESTE 

Pump START  Time/ Date:        

26-03-2015 / 12:59 pm 

    

Pump  STOP Time/  Date:        

26-03-2015 

     WATER LEVEL MONITORING DURING PUMPING Pipe above gound: 2 m      

Water level at  start : 8.90m 

    CONSTANT RATE  TEST  METHOD AND ANALYSIS  Pumping  Duration:                            

24-hours 

  

  

 

Water Depth Vs Time at Constant Pumping Curves 
Ground Water Survey for construction  

New Building UNTL Hera, TIMOR LESTE 
PLATE – 4a 
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番号 資料の名称 
オリジナル 
コピーの別 

発行社等(発行年) 

1. UNTL Strategic Plan 2011-2020 ソフトコピー UNTL（2011） 

2. 
STERATEGIC DEVELOPMENT PLAN 

(FEST-UNTL) Hera Campus 2015-2025 
ソフトコピー FEST,UNTL（2015） 

3. FEST Organization ソフトコピー FEST,UNTL（2015） 

4. Total Student Number ソフトコピー FEST,UNTL（2015） 

5. 各学科時間割 ソフトコピー FEST,UNTL（2015） 

6. 各学科シラバス ソフトコピー FEST,UNTL（2015） 

7. EIA パンフレット ハードコピー 

Ministry of 

Commerce,Industry and 

Environment（不明） 

8. UNTL 図書蔵書リスト ソフトコピー UNTL 中央図書館（2015）

9. UNTL 図書蔵書推移 2003-2014 ソフトコピー UNTL 中央図書館（2015）

10. ADN Standard Method of Measurement ソフトコピー 
National Development 

Agency （2015） 
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